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序章 現代多国籍企業の課題 
 
 本研究の目的は，どのような文化圏にどのようなグローバル・ブランド・イメージ（GBI）戦略
を展開したら最も効果的かを明らかにし，グローバル・マーケティングへの指針を提示することで
ある。GBI戦略とはブランド・アイデンティティを消費者に対して国際的に訴求する戦略である1。
企業はGBI戦略を通して，消費者の頭の中に好ましいブランド・イメージを形成する。ブランドは，
マーケティングによって構築される企業の資産である。この「カタチの無い企業の資産」は，消費
者の頭の中に存在するという性質を持つ。マーケティングにより，企業は消費者に対して様々な価
値を提供していく。その過程で，消費者の頭の中にブランドに対するイメージが醸成され，ブラン
ドという企業の資産が構築されていくのである。GBI戦略は，グローバル・マーケティングによっ
て構成される企業戦略である。グローバル・マーケティングとは国際マーケティングの一形態であ
るが，どのような概念であるのかを明らかにしておく。 
国際マーケティングは 1950 年代に，企業による輸出販売が活発化したことで誕生した。当初は
輸出マーケティングとして国境を超えた企業が母国市場と展開先市場の2国間でどのように製品・
価格・チャネル・広告等をマネジメントするかという点に焦点が当てられた。その後，1960年代か
ら 1970 年代にかけて，2 国間以上の国々においてどのようにマーケティングをマネジメントする
かといった点に議論が拡張していった。ここでは海外市場を販売拠点としてだけではなく，生産拠
点としても捉えるようになった。そして欧州における市場の同質化が認識され，議論されることと
なる2。基本的に西欧諸国における市場同質化の議論は，1980 年代に入ってから全世界を対象とし
たものに変化した。 
Levitt (1983)は全世界で市場の同質化が急速に進展すると主張し，世界で画一的なマーケティン
グを実施する「標準化アプローチ（以後，標準化と略記）」の重要性を指摘した。企業は標準化を採
用することで，規模の経済を達成し，商品を低コストで効率的に全世界へ展開することが可能とな
る。Levitt (1983)による主張の背景には，人々の享受する様々な技術の変化がある。人やモノを全
世界で迅速に輸送する技術や通信の技術が発展し大衆化することで，世界中の人々が様々な国の先
進的な商品や流行に関する知識を獲得する。人々がより良い商品や先進的な流行を追い求める結果，
世界の市場が同質化していくという論理である。 
 しかし世界規模での市場同質化は現実的な現象として捉えることができるのだろうか。Kotler 
(1986)やDouglas and Wind (1987)は各国や各地域市場の異質性が常に存在することを主張し，完
全な世界標準化が達成されることはないとしている。たとえば Kotler (1986)は異質性として，製
品・消費者・環境の側面を提示している。ここでは，必要とされる商品機能の違い（製品），消費者
                                                   
1 GBI戦略に関する詳細な定義は後述する。 
2 詳細はElinder (1961, 1965)を参照。 
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行動の違い（消費者），政府の規制（環境），気候（環境），競争状況（環境）といった点が挙げられ
ている3。このような異質性が存在する以上，企業は各国・各地域市場に適合化したマーケティング
を実施することが求められる。そしてこれらの議論を踏まえ，Takeuchi and Porter (1986)や大石 
(1996)は標準化と適合化を同時達成する必要性を指摘している。そして大石 (1996)はこの同時達成
を複合化と呼んでいる。 
たしかに Levitt (1983)が提示したような技術の進展や大衆化は現実に起こっている現象である。
Levitt (1983)の主張から約30年を経て，いまやBOP（Base of the Pyramid）と呼ばれる低所得者
層をターゲットにした航空会社（LCC（Low Cost Carrier））までもが登場し，多くの人が様々な
国や地域に移動可能な時代となっている4。また迅速で低コストの商品流通が可能になることで，世
界の各地で企画，生産，そして販売までを一括して担うGSCM（Global Supply Chain Management）
を展開する企業が登場してきた。コミュニケーション技術の発展に関しては，国際電話であっても
低コストもしくは無料で利用できる IP（Internet Protocol）電話やYoutubeといった世界規模の動
画閲覧サイトが登場してきた。消費者はいまや低コストで世界を移動し，海外で販売されている商
品を購買し，世界の情報を獲得し，さらには世界へ情報発信まで容易に行なうことができる時代で
ある。それにもかかわらず，いまだに Levitt (1983)の主張するような「ボーダレスな市場同質化」
が完全に進展しているとは考えにくい。むしろ人々は世界を認識することで，外国人との「違い」
をより深く認識しているのではないかとさえ考えられる。Ghemawat (2007)は未だに国の異質性が
「文化的」，「制度的」，「地理的」，「経済的」に明確に残っていることを指摘し，それらを深く考慮
したマーケティングを実施する必要性を説いている。ただし彼は市場間の異質性だけに捕らえられ
るのではなく，それと同時に市場間の共通性を発見することで規模の経済を達成する必要があるこ
とを明示している。 
ここまで国際マーケティングの概念が近年どのように変化してきたかを説明してきた。この中で
グローバル・マーケティングの立場を明確にするならば，国際マーケティングの現代的形態という
ことができる5。グローバル・マーケティングは，単に世界で画一的に展開されるマーケティングで
はない。母国市場も含めた進出市場すべてにおける共通性を発見して規模の経済を達成しながらも，
同時に市場間の異質性を考慮して展開されるマーケティングである6。標準化と適合化をミックスし
た複合化によって展開されるマーケティングのことを示す。 
この考え方は，グローバル・マーケティングによって構成されるGBI戦略であっても同様である。
つまり GBI 戦略は決して世界で画一的に展開されるブランド・イメージ戦略ではないのである。
                                                   
3 Kotler (1986), p.15. 
4 たとえばAir Asiaは，”Now Everyone Can Fly”をモットーにして，アジアのBOP層をターゲッ
トにした展開を実施している。 
5 大石 (1993), 25頁。 
6 このように市場間の異質性を重要視するマーケティングを「国際マーケティング」とする見方も
存在する。詳しくは諸上 (2012)を参照されたい。 
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GBI 戦略の概念図を示したものが図 0-1 である。たとえばブランドは，「高品質」で「ステータス
性があり」，かつ「社会へ貢献している」といった様に，複数のブランド・コンセプトをミックスし
てGBI 戦略を展開している7。仮にこのブランドが A，B，C の 3 カ国で展開しているとしよう。
世界共通で強調して展開するのは高品質といった側面で，より環境志向の強いB国とC国では，社
会貢献といった側面も強調する。また先進国であるA国ではよりステータス性といった側面を強調
するなどといったように，世界共通で重点的に訴求するブランド・イメージを軸足としながらも，
国によって重みづけするブランド・イメージを部分的に変化させているのである。 
 
図0-1 GBI戦略の概念図（ブランドαのGBI戦略を例示してある） 
 
→ A，B，C国の全市場において高品質で，ステータス性があり，社会へ貢献しているといったGBI戦略を採用していると仮定。 
⇒ 全世界で特に高品質を強調する点は変わらないが，国や地域の状況に応じてその他の点を部分的に変化させる。 
※ GBI戦略はグローバル・マーケティングによって具現化される。 
出所：筆者作成。 
 
 本研究では，このような特性を持つGBI戦略の各文化圏における効果を検討する。この検討によ
って，企業は母国市場を含む展開国で，どのような点を標準化しどのような点を適合化して GBI
戦略を展開していけば良いのかを認識し検討することができるようになる。つまり本研究は，GBI
戦略を具現化するグローバル・マーケティングに指針を示すことができるのである。マーケティン
グはブランドを構築するための手段である。どのようなブランドを構築したいか（するべきか）と
いう目的を設定すれば，どのような手段を選択すれば良いかが自ずと決定されるのである。 
さらに本研究は，企業にとって今後展開を考えている国や地域がある場合，どのような文化の国
や地域に展開すれば現在のシナジーを生かせるのかを考慮することも可能となる。Dunning (1977, 
1979)は，多国籍企業の海外直接投資が発生する要因を OLI パラダイムとして，所有特殊的優位
                                                   
7 ブランド・コンセプトの詳細に関しては後述する。 
A国
　　　B国
C国
地域化
(社会貢献
も強調)
適合化
(ステータス性
も強調)
標準化
(高品質
を強調)
8 
 
（Ownership-Specific-Advantage），立地特殊的優位（Location-Specific-Advantage），内部化優位
（Internationalization-Specific-Advantage）の 3 つにまとめている。この中でも特に立地特殊的
優位（Location-Specific-Advantage）に関しては，展開国市場の状況までが考慮されている。企業
にとって魅力的な市場であれば海外直接投資が誘引される一因となるのである。このような観点か
らも，企業が展開している国や地域とシナジーを生み出せるような文化圏が本研究により明らかに
なれば，今後どのような国や地域に進出すべきかといった企業の意思決定にも貢献することができ
る。 
 本研究ではまず，研究の背景として日本企業（特にその中でも製造業）が抱える問題点について
検討している。日本企業は海外へのブランド展開をうまく実施できていない。日本企業は「良い製
品」を作ることに注力するあまり，マーケティングが不足し，品質を超えた価値を世界で展開でき
ていないのである。 
1 章では，品質を超えた価値とは何か，そしてどのような国々にそれらを訴求していけば良いの
かといった点を既存のGBI戦略研究から検討している。そのうえで，既存研究では説明しきれない
現代の多様化したGBI戦略を理論的に７つに類型化した。類型化には既存のブランド研究だけでな
く，Sheth et al. (1991a, 1991b)をはじめとした消費価値研究を基盤として用いている。抽出した
GBI戦略は価格訴求型，品質訴求型，集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求
型，多様性・新規性訴求型である。これにより企業の採用可能なGBI戦略を具体的に明らかにする
ことができた。 
2章では，1章にて類型化した７つのGBI戦略と各文化特性の関係について，理論的に検討して
いる。文化特性にはHofstede et al. (2010)の国民文化概念を用いた。Hofstede et al. (2010)の国民
文化概念は，1980年に発表されて以来，様々な批判や追試が実施され，未熟な点は改良され，説明
しきれない点については拡張されてきた。当初，組織の文化を対象として研究されてきた国民文化
は，概念の発展・拡張段階において組織文化以外の要素を取り込むことで，消費者の国際比較研究
等にも用いられるようになってきている。以上より，彼らの提示する国民文化概念は現代的有用性
の高いものと考えられる。2章ではさらに，GBI戦略の定量化に取り組み，分析枠組みを提示して
いる。本研究ではGBI戦略を定量化するために，Web上に存在するテキストデータを利用した。 
 3章，ならびに続く4章では，各国民文化圏におけるGBI戦略の有効性を，交互作用項を考慮し
た重回帰分析により，それぞれ一つずつ検証している。独立変数は各GBI戦略，従属変数は各国市
場のブランド別マーケットシェアである。検証の結果，GBI戦略の有効性は，展開する国民文化圏
により異なるということが明らかになった。以上を踏まえ，終章では本研究のまとめ，意義，課題
とともに，学術的・実務的なインプリケーションを示した。本研究は既存の研究では説明しきれな
かったGBI戦略を説明可能な形に拡張し，各国民文化圏における有効性を検証することで， GBI
戦略と国民文化特性の関連性を明らかにするものである。またこれらの検証結果から，どのような
9 
 
国民文化圏にどのようなGBI戦略を展開すれば良いのかを示唆することで，グローバル・マーケテ
ィングへの指針を提供するものである。 
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第 1節 研究の背景 
 
今や日本企業にとって，海外市場への展開が必須の時代になっている8。どの産業も国内市場が飽
和し，高い成長率を望めない状態である。そして海外進出を躊躇えば，相対的に高い成長率の望め
る海外市場展開において強い資本力を身に付け，高いノウハウを獲得した競合他社によって，国内
市場をも席巻されてしまう恐れがある。だからといって国際展開は容易ではない。企業の国際展開
に伴い，自国内には存在しなかった多様な消費者が出現する。そのために企業は，進出先国の消費
者をこれまで以上に意識した経営戦略を考慮する必要がある。たとえば経済新興国では，消費者は
必ずしも製品の高品質・高機能を必要としておらず，「品質」や「機能」を削ぎ落としてでも彼らの
所得に見合った価格の製品やサービスを志向する傾向がある。またいくつかの経済先進国では，高
品質・高機能はもはやあたりまえの事と捉えられており，それ以上の価値を消費者は求めている。
特に日本の製造業は，製品の高品質・高機能に重点を置く傾向があり，世界各国の多様な消費者ニ
ーズに的確に対応できていないという問題を抱えている。本節ではまず，先行研究から日本の製造
業が抱える問題を明らかにし，この問題の前提となっている日本製造業の傾向を，企業の研究開発
費・広告費といった指標から明らかにするものである。 
 
I. 過剰品質問題 
 中国やインドをはじめとした巨大な新興国市場の潜在性が明らかになるとともに，先進国の企業
はそれらの市場へ展開してきた。彼らの多くは，はじめに新興国市場における高所得者層を対象と
してビジネスを行ってきた。しかし現在は次第にターゲット層を下方に拡大してきている。日本製
造業の高品質・高機能依存といった問題は，日本企業が新興国市場における中間所得者層を開拓す
るにつれ浮き彫りになってきた。新宅 (2009)は，日本企業の抱えるこの問題を「製品の過剰品質問
題」として取り上げ，詳細を次の3つにまとめている。問題の1つ目は，高品質を追い求めるあま
りに製品の価格が高すぎること。2 つ目は，消費者の求める以上の品質・機能を備えた製品を提供
しているため，現地の消費者に製品の良さが理解されないこと。3 つ目は，現地のニーズと製品の
仕様がずれていることである。そのうえで彼は，品質を取捨選択した低価格化の重要性を示し，適
正価格，適正品質の製品を現地の消費者へ提供すべきであるとしている9。先進国の企業が新興国市
場で展開するにあたり，現地における消費者の所得にあった価格設定を行うことは大変重要である。
ただし単に品質を切り落とし，価格を抑えた製品展開を行えば，現地市場で競合他社との不毛な価
格競争に陥ってしまう恐れもある。そのため企業は「価格」と「品質」という2つの側面だけでは
なく，より多くの側面を考慮してターゲット層へ展開していく必要がある。しかし日本における製
                                                   
8 以後，製造業はすべて「多国籍製造業」を指す。 
9 新宅 (2009), 54-65頁。 
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造業の高品質・高機能依存は，このような展開を妨げるものとなっている。 
Ghemawat (2010)は，先進国の企業は新興国市場で展開する上で，母国市場の消費者と現地市場
の消費者間における差異を再確認すべきであるとしている。そのうえで，現地市場における消費者
の価格感応度だけでなく，現地消費者の嗜好も考慮しなければならないとしている10。先進国の企
業は，低価格だけでなく，現地消費者のニーズに沿った様々な価値を内包した「商品」を提供する
必要があるのだ11。そしてその価値とは，必ずしも高い品質や機能性だとは限らない。Douglas and 
Craig (2011)は，先進国の企業は新興国市場で更なる展開をするために，グローバル・マーケティ
ングの方策を再構築しなければならないとしている12。また国によって，価格感応度はもちろんの
こと，消費者の興味や関心，感覚，購買パターンが異なることを前提とし，グローバル・マーケテ
ィングを通して適切な価値を現地の消費者へ提供していく必要があると主張している。日本の高い
技術力に伴う製品の高品質・高機能は，企業の国際競争に際し重要な要素である。しかしそれだけ
に偏りすぎると柔軟性を失い，国際展開に障害をもたらしかねない。「良い製品を作れば世界各地で
も売れる」とは限らないのだ。次節では，上述した議論の前提となっている日本における製造業の
傾向を，企業の研究開発費・広告費といった指標を用いて明らかにする。 
 
II. 日本における製造業の傾向 
 研究開発費と広告費といった2つの指標は，多国籍企業の特徴を示す指標として用いられてきた
13。これらの指標を用いることで，多国籍企業がどのような点で差別化を図っているかを確認する
ことができる。研究開発費への投資は「製品」での差別化意識を示しており，広告費への投資は「商
品」での差別化意識を示している14。「製品」とは，品質や物理的な機能，スペックなどをもつ実際
の品物である。「商品」とは，「製品」を含む概念であり，品質や機能だけでなく，目に見えない様々
な価値を持つものである。多国籍企業の研究開発費が広告費より高いほど，製品の品質や機能に重
点を置いた差別化を行う傾向がある。一方で，広告費が研究開発費より高いほど，製品の品質や機
能を越えた価値で差別化を行っている事がわかる。なお研究開発費と広告費の値は，産業によって
大きく異なることを断っておく。 
本節は，日本における製造業の傾向を分析することが目的である。そのため，日本における製造
業の研究開発費，広告費データを用いる。サンプルは Interbrand社, ”Japan’s Best Global Brand 
                                                   
10 Ghemawat (2010), pp.57-58. 
11 本論では「製品」と「商品」を次のように定義している。「製品」とは，品質や物理的な機能，
スペックなどをもつ実際の品物である。「商品」とは，「製品」を含む概念であり，品質や機能だけ
でなく，目に見えない様々な価値を持つものである。 
12 Douglas and Craig (2011), p.85. 
13 Ghemawat (2007), pp.87-88, Caves (2007), p.9. 
14 これらの指標に関する詳細はChauvin and Hirschey (1993), Mizik and Jacobson (2003), Ho et 
al. (2005), Peterson and Jeong (2010)を参照されたい。 
12 
 
2011”の上位 20 社から，製造業である 18 社を抽出した15。抽出した企業はすべて日本発の製造業
であり，各種財務情報が公表されている。またすべての企業において，日本以外での海外売上高比
率が 30％を超えていることを条件としている。なお研究開発費と広告費を各社で比較するために，
日経NEEDS (Nikkei Economic Electronic Databank System)のデータベースを用いて，それぞれ
の売上高に占める割合（「研究開発費売上高比率」ならびに「広告費売上高比率」）を算出した。対
象とした期間は1997年から2010年である16。 
 
1. 研究開発費売上高比率 
 図0-2が抽出した企業における「研究開発費売上高比率」を示したものである。2010年のデータ
では，最大値が 8.52％，最小値が 2.24％であり中央値が 5.10％である。この傾向を米国製造業の
値と比較してみる。Ghemawat (2007)によれば，米国製造業の場合，研究開発費売上高比率が3.50％
以上だと上位 1/4 に入るとしており，研究開発費に多くの投資をしている企業とみなされる。また
0.90％以下だと米国製造業の下位1/4に入り，2.00％が中央値である17。図0-2に示した点線が米国
製造業におけるそれぞれのラインである。そのうえで再度，日本製造業の研究開発費売上高比率を
見てみる。直近のデータ(2010年)では 5社を除く 13社の日本製造業が，米国製造業の上位 1/4で
ある3.50％を越えている。なお3.50％以下であった5社に関しても，その内の3社が過去に3.50％
を大きく越えている時期を経験している。また中央値を比較すると，米国製造業が2.00％なのに対
し，日本製造業が5.10％と2倍以上の値を示している。ここで，世界で最も革新的な企業・製品イ
メージを持つとされる米国Apple社の値を参照してみる18。Apple社の研究開発費売上高比率は，
2010年では 2.73％，2009年では 3.10％，2008年では 2.95％である19。これらのデータから，い
かに日本の製造業が高い値を示しているかがわかる。 
 
2. 広告費売上高比率 
図 0-3 が「広告費売上高比率」を示したものである。2010 年のデータでは，最大値が 8.03％，
最小値が0.45％であり，中央値が2.21％である。広告費売上高比率を，ここでも米国製造業の値と
                                                   
15 抽出した企業は，トヨタ自動車，本田技研工業，キヤノン，ソニー，任天堂，パナソニック，日
産自動車，東芝，資生堂，コマツ，シャープ，ニコン，スズキ，リコー，オリンパス，ブリヂスト
ン，三菱電機，ダイキン工業の18社である（Interbrand Inc.”Japan’s Best Global Brand 2011”
のランキング順）。除外した2社（ブランド）は，LexusとNomura Financial Searvicesである。
Lexusはトヨタ自動車の展開するブランドのため，Nomura Financial Searvicesは他の製造業と単
純に比較することはできないため，分析から除外した。 
16 ここで利用しているデータはFurukawa (2013)で収集したデータの一部である。 
17 Ghemawat (2007), pp.87-88. 
18 Business Week誌「The 50 Most Innovative Companies」2010年版によれば，Apple は革新
的なイメージを持つ企業として６年連続で首位である。詳細はArndt and Einhorn (2010), 
pp.34-40を参照されたい。 
19 Apple Inc., “Annual Report 2010”を参照。 
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比較してみる。米国製造業の場合，広告費売上高比率が3.50％を超えると上位1/4に入り，0.80％
以下だと米国製造業の下位 1/4に入る。そして 1.70％が中央値である20。なお，図 0-3においても
米国製造業におけるそれぞれのラインを点線で示した。直近のデータ(2010 年)では 5 社を除く 11
社の日本製造業が，米国製造業の上位1/4である3.50％を下回っている（2社は欠損値）。また米国
製造業の中央値が1.70％であるのに対し，日本製造業の中央値が2.21％と少し高い値を示している。
中央値が少し高い値を示したとはいえ，研究開発費売上高比率の場合で見られた様な，大きな開き
は確認できない。  
  
                                                   
20 Ghemawat (2007), pp.87-88. 
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3. 考察 
これまで日本における製造業の研究開発費売上高比率と広告費売上高比率を見てきた。ここで日
本製造業における2010年の値を，米国製造業の一般的な値と比較した場合，日本の製造業は米国
製造業よりも，研究開発費への投資傾向が強いということが分かる。中央値で見た場合，研究開発
費売上高比率については日本の製造業と米国製造業との間に大きな開きが確認できた（図0-4）。 
 
図0-4 米国と日本の比較（中央値） 
 
注：米国製造業の一般的な値と日本製造業の2010年の値を比較している。日本製造業のサンプル数は，研究開発費売上高比率が18
サンプル，広告費売上高比率が16サンプル（2サンプルは欠損値）である。なお，米国製造業における中央値はGhemawat (2007), 
pp.87-88を参考にした。 
出所：筆者作成。 
 
さらに日本の製造業が，広告費よりも研究開発費に投資を行っているかどうかをMann-Whitney
のU検定を用いて分析した21。なお分析には，PASW Statistics 18.0.3を利用した。対象は2010
年における日本製造業18社の研究開発費売上高比率と広告費売上高比率である22。検定を行ったと
                                                   
21 抽出されたサンプルサイズは小さい。またKolmogorov-Smirnov検定によって分布の正規性を
確認したところ，広告費売上高比率における分布の正規性が棄却され，正規分布を仮定できなかっ
た(p<.05)。よって本節ではMann-WhitneyのU検定を採用した。 
22 研究開発費売上高比率：18サンプル，広告費売上高比率：16サンプル（2サンプルは欠損値）。
本論では全体を通して有意であるか否かを判断するために，p< .10を基準としている。ただしこれ
より小さい水準を確認した場合，その値を適宜示すこととする。 
5.10%
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ころ，1％水準で研究開発費売上高比率と広告費売上高比率の間に有意差を確認した(U=72, 
p<.01)23。このことから，日本の製造業は広告費より研究開発費に投資を行っていることが分かる24。 
以上より日本の製造業は研究開発費への投資傾向が強く，品質や機能をはじめとした「製品」差
別化を重視していることが考えられる。日本の製造業が「製品の高品質・高機能」に重点を置く戦
略を採用するようになった理由には，大きく次の2点が考えられる。まず1つ目に，日本が技術大
国というポジショニングで成長してきたことである。日本の製造業はこれまで，製造工程における
「無駄」の徹底排除を推進し，業務効率を格段に向上させ，徹底的な品質管理を行ってきた。その
ことで製品の品質や機能性を大きく向上させることができたのである。このように日本の製造業に
おける「ものづくり技術」は他国に比べて格段に上昇した25。その結果，技術主導の製品開発は日
本企業のお家芸となり，高品質・高機能に重点を置く製品が多く産み出されるようになった。そし
て2つ目には，製品の高品質・高機能を求める「日本の消費者の存在」がある。日本の消費者は他
国の消費者に比べ，製品の品質や機能に特にこだわりを持つ傾向があるとされている26。日本の市
場規模は大きいため，これまで日本の製造業は母国の消費者ニーズに合った高品質・高機能の製品
を製造することで，ある程度の収益性が得られた。このような2つの側面より，現在日本の製造業
の傾向が醸成されたと考えられる。 
なお本節で検討した日本のサンプルは，”Japan’s Best Global Brand 2011”にランクインしてい
る企業である。これらのサンプルを日本企業に限定しない世界ランキングである”Best Global 
Brand 2011”と比較した場合，重複するのは18社中，半分以下の7社である。ただし残りの11社
も”Best Global Brand 2011”のランキング圏内にランクインしなかったものの，他の多くの製造業
と比較すれば相対的に今後ランクインする可能性の高いサンプルである。これを考慮すると，本節
で検討した日本企業の傾向は，他の多くの製造業を考慮した場合により強く表れることが考えられ
る。本点については次節において詳細に検討する。 
 
                                                   
23 「研究開発費売上高比率」群の中央値：5.10，「広告費売上高比率」群の中央値：2.21。 
24 なお同じ製造業の中でも産業財を製造するか消費財を製造するかによって広告費と研究開発費
の投資傾向が異なる。内閣府 (2011)は，特に研究開発費の投資傾向が強い財として医薬品製造業，
医療機器製造業，光学機器製造業，鉄道関連機器製造業といった主に産業財製造業から構成される
「R&D集約財製造業」を挙げている。 
25 Hofstede (1991)によれば，産業の得意分野は文化特性に応じて異なるとしている。そのうえで「男
性らしさ」を持つ国では，効率性・高品質・迅速性が必要とされる製造業が得意であるとしている。
日本はHofstedeの分析した76カ国中，2番目に「男性らしさ」が強い国として挙げられている。
「男性らしさ‐女性らしさ」の各国ランキングは本論末またはHofstede et al. (2010)を参照された
い。 
26 日本貿易振興機構 (2005), 146頁。 
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III. 海外市場での障害 
過剰品質の問題点は，ベトナム二輪市場におけるホンダ・ベトナムの事例に良く表れている。過
去のベトナム二輪市場では，価格の安い中国製の二輪車が大量に流入してきたことで中国車のシェ
ア（市場占有率）が急激に上昇し，その反面，日本製であるホンダ・ベトナムのシェアが低くなっ
た（図0-5）。しかし2002年，ホンダ・ベトナムは現地では滅多に使用されない無駄な機能を製品
から削ぎ落とすことで生産コストを下げ，現地の所得水準に合った価格設定の車種を展開し市場シ
ェアを奪還した27。価格競争力を獲得し，市場シェアを奪還したという事実は一見至極当然のこと
のように思える。しかし国際展開している多国籍企業にとって，価格をはじめとした要素の現地適
応化を行うことは容易ではない。これまで述べてきた通り，特に技術大国である日本の製造業は製
品における高品質・高機能に重点を置き過ぎるがため，相対的に高い価格設定を行う傾向がある28。 
 
図0-5 ベトナム二輪市場のシェア推移 
 
出所：藤田 (2005), 115-116頁の調査をもとに筆者作成。 
 
また先進国市場への展開においても，上述した高品質・高機能依存が障害となっている。
Interbrand社における2010年の調査によれば，日本発ブランドの強みとして高い技術力や品質が
挙げられている一方で，情緒的な価値をはじめとしたグローバル・レベルでのコミュニケーション
を巧く出来ていないという改善点が示されている29。所得水準の高い経済先進国においては，消費
者は高い品質や機能を越えた様々な価値をブランドに求めている30。そしてこれまで述べてきたよ
うな問題により，日本の製造業は世界で戦えるブランド力を十分に獲得できていないのが現実であ
                                                   
27 新宅 (2009), 58-60頁, 藤田 (2005), 122-123頁，『日本経済新聞』2002年4月1日付け朝刊，
11頁，「ベトナム二輪市場，ホンダ巻き返し ‐中国製追撃へ半値車増産‐」。 
28 新宅 (2009), 56-58頁，『読売新聞』2011年1月11日付け朝刊，9頁，「日本車割高，中国で苦
戦，少ない車種も影響」。 
29 上條 (2010), 5頁。 
30 森 (2007), 15頁。 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
1998 1999 2000 2001 2002 2003
ベトナムの
二輪市場シェア
年
ホンダベトナム
中国車
その他
19 
 
る。Interbrand社の「Best Global Brands 2013（世界ランキング）」では，上位100社の中に占
める日本の製造業はたった7社しか存在しておらず，そのほとんどが米国もしくは欧州企業によっ
て占められている31。このデータからも，日本の製造業は米国・欧州企業に比べていかにブランド
力で劣っているかが確認できる。日本の製造業は今後，国際市場で海外企業と対等に渡り合ってい
くために，多様な価値を消費者へ訴求し，ブランド価値を更に高めていく必要がある。 
 
IV. まとめ 
 本節の意義は，日本製造業の傾向を研究開発費・広告費といった客観的な指標を用いて検討した
ことである。その結果，日本の製造業は品質や機能性といった「製品」に重点を置いた展開を行っ
ていることを確認した。「Made in Japan」といった高品質を示す原産国イメージに代表されるよう
に，日本製造業の高品質・高機能重視は競争優位の一つである。しかしその反面，高品質・高機能
を重視するがために，消費者に提供する製品が相対的に高価格になる。また「良い製品を作れば世
界でも売れる」という意識があるために，品質や機能性を越えた価値の訴求をグローバル・レベル
で巧く行えていない。これが現在，日本の製造業が抱える問題であると推察される。 
ただし本節での検証はサンプルサイズが小さく，米国の値に関してはGhemawat (2007)のもの
を利用しているため，日本の値を米国の値と純粋に比較できているかどうかに疑問が残る。そこで
次節では，米国企業のサンプルを収集するとともに，さらに全体のサンプルサイズを大きくして，
本節での結果を再度詳細に検証していくこととする。具体的には，グローバル・マーケティングに
より多様な価値を提供していると考えられる世界的なブランド価値獲得企業と，それ以外のブラン
ド価値非獲得企業の日米サンプルを収集し，比較検証する。 
  
                                                   
31 上位100社中，日本企業は7社，米国企業は57社，欧州企業は33社であった。なお7社に該
当する日本企業はすべて製造業である。その後もランクインしている日本企業の数は7社前後を推
移している。詳細は Interbrand社Web Siteを参照。 
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第 2節 無形資産投資とグローバル・ブランド価値 
―2000～2010年の日米時系列データから― 
 
※本節は古川 (2013)を基に構成している。 
 
本節の目的は，前節での結果を踏まえ，世界的なブランド価値を獲得している多国籍企業が過去
にどのような無形資産投資を行ってきたかを探索的に明らかにすることである。無形資産とは，研
究開発，経営組織の改善，そして特許，商標，暖簾，販売権利の獲得，ブランドの構築といった活
動により企業に蓄積された資産のことである32。そしてブランドという資産は無形資産の一部を占
めているもので，収益性の増大や顧客の選好をもたらす要素である。ブランドは企業のグローバル
化が急速に進展している今日において，大変重要な要素となってきている。世界的なブランドであ
ることを示す「グローバル・ブランド」は，その価値を計測する試みがこれまで図られてきた。グ
ローバル・ブランドの代表的な価値計測機関には，米国の InterBrand社とMillward Brown社，
そして英国のBrand Finance社が挙げられる。各社の公示しているブランド価値獲得企業に占める
日本企業の割合を表したものが図0-6である33。 
ブランド価値を獲得している日本企業の割合は，InterBrand社の”Best Global Brands 2013”で
は7％，Millward Brown社の”Brand Z 2013”では4％，Brand Finance社の”Global 500 (2013年
版)”では 10％に留まっている。その一方で米国企業はそれぞれ 57％，47％，37％となっており，
世界の中でも最もブランド価値を獲得している企業が多い34。 
日本企業は今後，世界市場でさらにブランド価値を獲得し，プレゼンスを高め，競争力を維持・
拡大していく必要がある。内閣府 (2011)は，企業の海外売上高比率が上昇するほどブランドへの投
資をはじめとした無形資産投資が市場に評価されやすくなることを定量的な分析により明らかにし
ている35。企業のグローバル展開が進むほど，ブランドを構築するための投資が重要になるのであ
る。このような背景を踏まえ，本節では無形資産の中のブランドに焦点を充て，ブランド価値獲得
企業の無形資産投資傾向を分析する36。分析に財務データを用いることで具体的なインプリケーシ
ョンを提示し，ブランド価値を獲得するために必要な点を示唆する。 
 
 
                                                   
32 Simon and Sullivan (1993), p.31, Herremans et al. (2000), p.19, 内閣府 (2011), 184頁を参考
に定義。 
33 本節におけるブランド価値とは，すべてグローバル・ブランド価値を指す。 
34 なお「etc…」の部分は，その大半を欧州企業が占めている。 
35 内閣府 (2011), 192-193頁。 
36 Brand Finance社のランキングに入っている企業が対象。詳しくは後述。 
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図0-6 ブランド価値獲得企業の国別割合（2013年度版） 
 
出所：各社資料により筆者作成。 
 
I. 広告費・研究開発費とブランド価値 
伊藤・加賀谷 (2001)は，有形資産と営業利益の関連性が大きく低下しつつあることを定量的分析
から示したうえで，世界的に企業価値の源泉の決定要因が有形資産から無形資産へと変化している
ことを指摘している37。またStopford (2003)も同様に，有形資産のもたらす利益が減少してきてい
ることを指摘し，多国籍企業における今後の一課題として無形資産の構築を挙げている38。実際に
無形資産の重要性は企業にも認識されてきており，内閣府 (2011)によれば，米国企業は2000年以
降，有形資産投資よりも無形資産投資により大きなウエイトを置くようになってきている。その一
方で，日本企業も無形資産投資を年々増加させてはきているものの，未だに有形資産投資に大きな
ウエイトを置いている39。この有形資産投資への傾倒は，日本企業が米国企業と比較してブランド
価値を獲得できていない一因と考えられる。 
 ここでは無形資産投資の傾向をもう少し細かく見ていくこととする。現在の会計制度上，無形資
産投資を表わす利用可能な財務データは広告費と研究開発費に限られる40。そのため無形資産投資
の傾向は広告費ならびに研究開発費によって分析されることが常である。たとえば緒方 (2005)は広
告費と研究開発費が日本企業の無形資産形成にどれだけの効果を持っているのかを定量的に分析し
ている。その結果，①広告費の無形資産形成への効果は限定的であり，②研究開発費は無形資産形
                                                   
37 伊藤・加賀谷 (2001), 44-62頁。 
38 Stopford (2003), pp.35-36. 
39 内閣府 (2011), 187-188頁。 
40 緒方 (2005), 43頁。 
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成に効果的であるということを示している41。この結果は，広告費と研究開発費が無形資産全体の
形成にどれだけ効果があるのかという観点から分析されており，無形資産内の個別要素については
分析されていない。無形資産の主要な一要素であるブランドの価値形成も同様に広告費と研究開発
費の投資傾向によって分析可能なのであろうか。 
 広告とブランド価値の関係については，これまで多くの議論がなされてきた42。企業は広告を通
して自社自身や商品ブランドの魅力を消費者に対して訴求し，ブランドの認知・想起・説得をもた
らす。このプロセスを通じてブランド価値を上昇させていくというのが，先行研究の多くに共通す
る論理である。しかしブランド価値を高める要因は広告に限らない。Ailawadi et al. (2003)は，ブ
ランド価値は広告だけでなく，それ以外のマーケティング・ミックスや企業イメージ，製品ライン，
そして研究開発によっても創られるとしている43。またSrivastava et al. (1998)は，ブランド価値
は広告と優れた製品によりもたらされるとしている44。さらにSimon and Sullivan (1993)は，技術
革新が消費者にとって重要な分野においては特に，研究開発と特許がブランド価値の重要な決定要
因となるとしている45。製品やサービスは，その基本的な品質・機能・性能によって消費者に知覚
されるという側面を持っており，ブランド価値を下支えするものである。そして製品やサービスの
提供や改善は研究開発活動によるところが大きい。つまり研究開発もブランド価値を上昇させる要
因であると考えられる。 
 以上より，広告費ならびに研究開発費とブランド価値の関係をまとめたものが図 0-7である。広
告費と研究開発費は無形資産形成に影響をもたらしつつ，無形資産の要素であるブランド価値の上
昇にも良い影響をもたらすという関係性である。なお広告費と研究開発費のブランド価値への影響
は，既にChu and Keh (2006)やPeterson and Jeong (2010)による定量的な分析によって明らかに
なっている。Chu and Keh (2006)はブランド価値を獲得している企業353社を分析対象とし，広
告費と研究開発費がブランド価値の獲得へどのような影響をもたらすかを検証している46。また
Peterson and Jeong (2010)も同様にブランド価値を獲得している企業125社を分析対象とし，広告
費と研究開発費がブランド価値の獲得へもたらす影響，そしてさらにブランド価値が市場価値や時
価簿価比率，市場資産価値へもたらす影響を検証している47。その結果Chu and Keh (2006)および
Peterson and Jeong (2010)分析では，広告費と研究開発費がともにブランド価値の上昇に有効に作
                                                   
41 緒方 (2005), 40-54頁。 
42 Erickson and Jacobson (1992), p.1264, Keller (1993), pp.14-17, Herremans et al. (2000), 
pp.19-26, Corrad et al. (2009), p.670, Wang et al. (2009), p.140. 
43 Ailawadi et al. (2003), pp.3-6. 
44 Srivastava et al. (1998), p.5. 
45 Simon and Sullivan (1993), p.36. 
46 Chu and Keh (2006)は，InterBrand社の提供するブランド・ランキングに入っている企業をブ
ランド価値獲得企業として分析している。 
47 Peterson and Jeong (2010)は，Financial Worldならびに InterBrand社の提供するブランド・
ランキングに入っている企業をブランド価値獲得企業として分析している。 
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用するということが示されている。 
 
図0-7 広告費・研究開発費のブランド価値への影響 
 
出所：筆者作成。 
 
 以上が先行する研究によって明らかな点である。ここで検討すべきなのは，前節で示した「製品」
の差別化傾向が行き過ぎた状態となっている企業はブランド価値を獲得しているのかどうかである。
このような傾向を持つ企業は，研究開発費に多くの投資をしていることが考えられる。先行研究の
論理に従えば，研究開発費に過剰に注力しても，ブランド価値を獲得することができるということ
になる。果たして本当にそうなのであろうか。また先行研究で不足している点は，検証されている
対象がブランド価値を既に獲得している企業で，主に米国企業であることだ。既存研究ではブラン
ド価値獲得企業を非獲得企業と比較した分析，そしてその分析対象として日本企業を採用した研究
が見られない。そこで本節では，ブランド価値獲得企業と非獲得企業で広告費と研究開発費の投資
傾向に具体的にどれほどの差があるのかを，日本企業を対象に含めて明らかにしていく。具体的に
は 2011 年時点でのブランド価値獲得企業と非獲得企業が，2000-2010 年の間にどのような広告費
と研究開発費の投資を行ってきたかを比較分析する48。ブランド価値非獲得企業を分析の対象に含
めることで，ブランド価値非獲得企業が今後ブランド価値を獲得し上昇させるために必要な示唆を
抽出することができると考える。なお本研究におけるブランド価値の定義は後述する。 
 
II. サンプルの抽出 
本節では，サンプルの抽出に際し以下の5段階を経た。 
・ステップ1：データベースからのサンプル抽出。 
 グローバル化している企業を分析対象とするため，海外売上高比率が30％以上の企業を選出した
49。そしてその中で広告費，研究開発費，売上高を公表しているすべての企業をサンプル抽出条件
とした。またブランド価値獲得企業の国別割合を見た場合，米国企業の占める割合が最も高かった。
                                                   
48 本節の焦点は，広告費ならびに研究開発費とブランド価値獲得の関係性解明にあり，これら2つ
の指標のみでブランド価値のすべてを説明しようとしている訳では無いことに留意されたい。 
49 InterBrand社はグローバル・ブランドの条件として「母国以外での海外売上高比率が30％以上」
という基準を設けている。本節でもこの基準に準拠し，海外売上高比率が30％以上の企業を分析対
象とした。 
無形資産
ブランド価値
広告費
研究開発費
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よって日本企業と米国企業を分析の対象として採用した。日本企業に関しては，まず eol を利用し
海外売上高比率が30％以上の企業を抽出した。その上で日経NEEDS Financial Quest 2.0を利用
して該当企業の広告費，研究開発費，売上高を抽出した。米国企業に関しては，Mergent Online
を利用して海外売上高比率が30％以上の企業を選出し，各社の広告費，研究開発費，売上高を一社
ずつ抽出した。 
・ステップ2：ブランド価値獲得企業の定義。 
ステップ1で抽出した企業のうち，2011年時点でブランド価値を獲得している企業を抽出し，ブ
ランド価値獲得企業と非獲得企業を選別した。ブランド価値獲得企業の抽出に際しては，多くのブ
ランド価値獲得企業サンプルを獲得するためにBrand Finance社の”Global 500 (2011年版)”を利
用した50。以上より，本節では2011年時点でBrand Finance社の”Global 500 (2011年版)”にラン
クインしている企業をブランド価値獲得企業と定義した。 
・ステップ3：一定以上の規模を持つ企業の抽出。 
ここまでのサンプルの傾向を確認したところ，特に研究開発費に関して売上高の何倍もの巨額投
資を行う企業が散見された。そしてこのような企業は売上規模の低い位置に集中している傾向があ
った。本節では広告費と研究開発費の売上高比率を指標として分析を進めるが，このような企業は
大きな外れ値となり全体の傾向を探るには不適切であった。またBrand Finance社の”Global 500”
にランクインしている企業は，どれも一定以上の売上高規模を示していた。したがって，本節では
日本企業の場合，1000 億円以上，米国企業の場合，10 億ドル以上の売上高を基準とし，売上高が
それ以下の企業を除外した。 
・ステップ4：産業の分類。 
日本企業に関しては金融庁の業種分類，米国企業に関しては，米国の政府機関により制定されて
いるSIC Code (Standard Industrial Classification Code)を利用し，収集したサンプルの産業分類
を行った。その結果，製造業のサンプルを多く獲得することができた。そのため本節では，対象産
業を製造業に絞って傾向を分析した。なお同じ製造業の中でも産業財を製造する企業と消費財を製
造する企業とでは広告費と研究開発費の投資重点が異なる。内閣府 (2011)は，特に研究開発費の投
資傾向が強い財として医薬品製造業，医療機器製造業，光学機器製造業，鉄道関連機器製造業とい
った主に産業財製造業から構成される「R&D集約財製造業」を挙げている51。R&D集約財製造業
をその他の企業と同様に比較することはできないため，本節ではこれら4つのR&D集約財製造業
                                                   
50 InterBrand社の”Best Global Brands”，Millward Brown社の”Brand Z”ではブランド価値獲得
企業の上位100社しか公示していない。Brand Finance社の”Global 500”では上位500社を公示し
ている。Brand Finance社はブランド価値の算出に際し， InterBrand社と同様のDiscount Cash 
Flow(DCF)法を採用し，各ブランドの「純現在価値」を算出している。Brand Finance社の算出方
法は「想定特許権ロイヤリティ(Royalty Relief Approach)」という概念を用いており，かつ長期的
なスパンを前提に財務的予測を行っていること，またブランドの各地域における強さや顧客名声の
程度を考慮している点が特徴的である（Brand Finance (2011), p.50, 大橋 (2011), 102頁）。 
51 内閣府 (2011), 172-173頁。 
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を分析から除外した。 
・ステップ5：2000-2010年の時系列データを抽出。 
本節では分析に2000-2010年の時系列データを利用する。冒頭でも定義した通り，ブランドを含
む無形資産は，過去の活動により企業に蓄積された資産である。本節ではステップ2で示した通り，
2011年時点でのブランド価値を基にブランド価値獲得企業を抽出した。そのため2000年からブラ
ンド価値獲得の前年である 2010 年までの広告費と研究開発費を抽出し分析を行った。なお本節で
は，広告費と研究開発費の売上高比率を算出し，売上高規模の異なる企業を比較し易くした。以後
は広告費売上高比率ならびに研究開発費売上高比率を以下の様に略記する。 
AD： 広告費／売上高 
RD： 研究開発費／売上高 
以上の5段階を経て抽出された総企業数は321社，各年毎で延べ3349サンプルである52。 
 
III. 分析結果 
1. 記述統計 
 抽出したサンプルの分布を確認したところ，正規分布を仮定できなかった。そのため代表値とし
ては平均値ではなく中央値を用いた。まずADについてみていく。図0-8はADの2000年から2010
年における中央値推移，図0-9はADの有効サンプルサイズ推移と記述統計量を示したものである。 
ADの中央値推移を見てみると，ブランド価値獲得企業と非獲得企業で明らかな差が確認できた。
ブランド価値獲得企業は売上高の 3％前後を継続的に広告費へ投じているのに対して，ブランド価
値非獲得企業は1％弱を推移している（図0-8上）。ブランド価値獲得企業と非獲得企業における各
年の差についてMann-WhitneyのU検定を用いて統計的検定を行ってみても，2000年から2010
年の全年でブランド価値獲得企業と非獲得企業のAD間に統計的有意差を確認できた(p<.05)53。日
本企業と米国企業で分けてみても同様の傾向が確認できる（図0-8下）。 
ブランド価値獲得企業は非獲得企業に比べて多くの広告費を投じている。なおブランド価値非獲
得の日本企業は 2008年以降ADを伸ばしてきているが，これは有効なサンプルサイズの大きな変
化に起因している（図 0-9）。2007 年以前に低い広告費の値を示していた多くの日本のブランド価
値非獲得企業は，2008年以降，広告費データを公開しなくなった。 
 
 
 
                                                   
52 ブランド価値獲得の日本企業：19社，ブランド価値非獲得の日本企業：165社，ブランド価値
獲得の米国企業：51社，ブランド価値非獲得の米国企業：86社。 
53 抽出したサンプルでは正規分布を仮定できなかった。そのため本分析には t検定ではなくノンパ
ラメトリック手法であるMann-WhitneyのU検定を用いて差異を分析した。 
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図0-8 ADの中央値推移 
 
 
出所：筆者作成。 
 
図0-9 ADの有効サンプルサイズ推移と記述統計量 
 
 
出所：筆者作成。 
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そのため 2008年以降のブランド価値非獲得日本企業のAD中央値が高く引き上げられてしまっ
ている54。 
次にRDについてみていく。図0-10はRDの2000年から2010年における中央値推移，図0-11
はRDの有効サンプルサイズ推移と記述統計量を示したものである。RDの中央値推移を見てみる
と，AD の時に見られたようなブランド価値獲得企業と非獲得企業の明確な差は確認できなかった
（図0-10上）。 
 
図0-10 RDの中央値推移 
 
 
出所：筆者作成。 
 
ブランド価値獲得企業と非獲得企業における各年の差についてMann-WhitneyのU検定を用い
て統計的検定を行ってみても，2000年から2010年の全年でブランド価値獲得企業と非獲得企業の
RD間に統計的有意差を確認できなかった(p=n.s.)。日本企業と米国企業で分けてみると，ブランド
                                                   
54 この原因としては2008年に発生したリーマンショックの影響が想定される。広告費は景気の影
響を受けやすく，真っ先に費用削減対象となる事が多い。特に日本のブランド価値非獲得企業の中
には微細な広告費投資しか行ってこなかった企業が多く，これらの企業が広告費を削減したことで，
情報が非公開となりサンプルサイズが変化したと推定される。その結果，日本のブランド価値非獲
得企業サンプルにはある程度の広告費投資を行う企業だけが残り，2008年以降のAD中央値が高
く引き上げられてしまっている。 
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価値を獲得している日本企業は売上高の 5％前後といった特に多くの研究開発費投資を行っている
ことが分かる（図0-10下）。しかしブランド価値を獲得している米国企業は特に多くの研究開発費
投資を行っていないことを鑑みると，ブランド価値獲得企業と非獲得企業の間で研究開発費への投
資傾向に差があるとはここからはいえない。なおここでも同様にRDの有効サンプルサイズの推移
と記述統計量を図0-11に示した。 
 
図0-11 RDの有効サンプルサイズ推移と記述統計量 
 
 
出所：筆者作成。 
 
 以上より，ブランド価値獲得企業と非獲得企業との間にADの差は確認できたものの，RDの差
が確認できなかった。 
 
2. 広告費・研究開発費とブランド価値の変化率の関係 
 ここまでの分析では研究開発費とブランド価値獲得の関係性について確認する事が出来なかった。
しかし先行研究では広告費だけでなく研究開発費もブランド価値獲得に有益に作用するとされてい
たため，疑問が残る。また先行研究と同様にブランド価値獲得企業を対象とした分析でも，サンプ
ルに日本企業を多く含んだ場合，その結果が異なる可能性がある。そこで本節ではさらにサンプル
を日米のブランド価値獲得企業に絞り，広告費・研究開発費とブランド価値の関係についてより詳
細な分析を行った。本項では広告費・研究開発費の各年変化率とブランド価値の各年変化率との関
係を明らかにする。この関係性の解明から特に研究開発費とブランド価値の関係について明らかに
する。 
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広告費・研究開発費とブランド価値の変化率に関しては，それぞれの前年比率を算出したうえで
分析を行った。ブランド価値についてはBrand Finance社が提示している各ブランドの純現在価値
を参照した。なおブランド価値の前年比率を考慮することから，サンプルはブランド価値獲得企業
の中でも複数年においてブランド価値を獲得している企業に限定した。また多くのサンプルを獲得
するために，上述したサンプリング過程のステップ3で行った「一定以上の規模を持つ企業」の条
件を外した。その結果，抽出された総企業数は 96 社で，延べ 711 サンプルである55。なお Brand 
Finance社の”Global 500”が公示されているのが2007年以降となっている。そして本節では，ブラ
ンド価値に影響を与える広告費と研究開発費として過去3期分を考慮した。以上より分析の対象期
間は2004年から2011年に設定した。サンプルをブランド価値獲得企業に限定したうえで，研究開
発費とブランド価値の関係が改めて明らかになれば，研究開発費がブランド価値の上昇へ有効に作
用する条件を明らかにすることができる。 
 分析手法にはステップワイズ法による重回帰分析を採用した。独立変数は2004年から2011年の
広告費変化率ならびに研究開発費変化率であり，従属変数は2007年から2011年のブランド価値変
化率である。分析にはSPSS 18.0J for Windowsを利用した。重回帰分析の結果は表0-1の通りで
ある。 
 
表0-1 広告費・研究開発費のブランド価値への影響（重回帰分析の結果） 
 
出所：筆者作成。 
 
ステップワイズ法による重回帰分析の結果，各ブランド価値の変化率には先行する 2008 年から
2009年の広告費変化率，2005年から2006年の広告費変化率，2008年から2009年の研究開発費
変化率，2006年から2007年の研究開発費変化率のそれぞれが有意な影響を与えていることを確認
した。 
まず 2010-2011 年のブランド価値変化率には，2008-2009 年の広告費変化率が負の有意な値(β= 
-.318, p<.05)，2008-2009年の研究開発費変化率が正の有意な値(β= 1.229, p<.05)となっている(調
整済みR2= 0.990)。同様に2009-2010年のブランド価値変化率についても，2008-2009年の広告費
変化率が負の有意な値(β= -.763, p<.05)，2006-2007年の研究開発費変化率が正の有意な値(β= 1.338, 
                                                   
55 日本企業：27社，米国企業：69社。 
R2 R2 VIF
ブランド価値（従属変数）
2010-2011年の変化率 0.994 0.990 253.20 ** 2.661 -.318 * 1.229 **
2009-2010年の変化率 0.984 0.973 90.77 ** 1.861 -.763 ** 1.338 **
2008-2009年の変化率 0.685 0.633 13.05 * 1.000 -.828 *
2007-2008年の変化率 0.562 0.489 7.71 * 1.000 .750 *
* p<.05,  ** p<.01
（調整済み）
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p<.05)を示していた(調整済みR2= 0.973)。また2008-2009年のブランド価値変化率には，2005-2006
年の広告費変化率が負の有意な値(β= -.828, p<.05)を示しており(調整済みR2= 0.685)，2007-2008
年のブランド価値変化率には，2006-2007年の研究開発費変化率が正の有意な値(β= .750, p<.05)を
示していた(調整済みR2= 0.562)。 
これらの結果には2つの共通点を見出すことができる。①ブランド価値変化率には，広告費変化
率が負の有意な影響を与えている，②ブランド価値変化率には，研究開発費変化率が正の有意な影
響を与えている。すなわち，サンプルをブランド価値獲得企業だけに絞った場合，ブランド価値上
昇には広告費ではなく研究開発費が有益に作用していた。主に米国のブランド価値獲得企業を分析
対象としていた先行研究では，広告費と研究開発費の双方がブランド価値上昇に有益であるとされ
てきた。しかし表0-1の結果では，広告費はブランド価値上昇に負の影響を持つことが確認された。
この相違の一因としては，対象とする主なサンプルの違いが挙げられる。本節の分析では広告費投
資よりも研究開発費投資が高く評価されてきた日本のブランド価値獲得企業が分析に多く含まれて
いる。そのためこのような結果の違いが生じたと考えられる。 
 
IV. インプリケーション 
 これまで広告費ならびに研究開発費とブランド価値の関係について，対象とするサンプルと分析
方法を変えながら検討を行ってきた。ブランド価値獲得企業と非獲得企業を比較した場合，広告費
の投資傾向に明確な差が確認できた。ブランド価値獲得企業は，売上高の 3％前後を継続的に広告
費へ投じているのに対して，ブランド価値非獲得企業は売上高の 1％弱しか広告費を投じていなか
った。その一方で，研究開発費に関してはブランド価値獲得企業と非獲得企業の間に明確な投資傾
向の差が確認できなかった。その後，サンプルをブランド価値獲得企業に絞り，広告費ならびに研
究開発費とブランド価値の関係を分析したところ，過去に投資した広告費がさらなるブランド価値
の獲得に負の影響を及ぼし，研究開発費がさらなるブランド価値の獲得に正の影響を及ぼしている
ことを確認した。これらの結果をまとめたものが表0-2である。 
 
表0-2 ブランド価値獲得のための示唆 
 
出所：筆者作成。 
 
 ブランド価値獲得企業と非獲得企業を比較して分かることは，ブランド価値非獲得企業に欠けて
示唆の対象：ブランド価値非獲得企業 示唆の対象：ブランド価値獲得企業
広告費 投資の必要性。 負の影響を確認。
研究開発費
ブランド価値獲得企業と非獲得企業の
間に差異は確認されず。 正の影響を確認。
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いる要素である。つまりブランド価値非獲得企業は，今後ブランド価値を獲得するために，より多
くの広告費投資を行う必要がある56。なお広告費がさらなるブランド価値の獲得に負の影響を与え
るという結果に関しては，前節での主張とは異なるものとなった。本節におけるブランド価値獲得
企業の結果は，上述したようにサンプリングの偏りがもたらしたものであることが考えられる。本
点については今あるデータでは明確なことがいえない。今後は研究開発費投資に特徴のある日本企
業だけでなく，その他各国の企業もサンプルに入れて本点についてより精緻に検証していく必要が
ある。 
ここで品質に傾倒した展開をおこなっているサンプルを検討するために広告費と研究開発費のバ
ランスを考慮した。研究開発費に多くの投資を行なっているサンプルを単純に品質傾倒であるとす
ることには些かの問題がある。研究開発費に多くの投資を行なっていたとしても，そのサンプルは
そもそも無形資産投資に積極的なだけであって，研究開発費だけに注力しているとは限らないため
である。無形資産投資（本節では広告費と研究開発費）をどのようなバランスで投資しているのか
を検討する必要がある。そのうえで研究開発費への過剰な注力が確認できれば，そのサンプルは品
質に傾倒した展開をし，過剰品質問題に陥っている可能性が高い。 
図0-12に広告費を1とした場合の研究開発費比率を示した。ブランド価値非獲得企業は広告費1
に対し，日本企業は 4.48 倍，米国企業は 2.61 倍の研究開発費投資を行っている57。特に日本のブ
ランド価値非獲得企業は，過剰な研究開発投資を行なっていることが分かる。これらの企業はブラ
ンド価値を獲得するために広告費への投資により注力するようバランスをとる必要がある。一方で
ブランド価値獲得企業は広告費1に対し，日本企業が2.06倍，米国企業が0.86倍の研究開発費投
資を行っている58。図0-10において日本のブランド価値獲得企業はかなり多くの研究開発費投資を
行なっていることを確認したが，バランスという観点からみてみると，彼らは同様に広告費にも多
くの投資を行なっているのである。 
なお前節の図 0-2，図 0-3 で検討したサンプルについても同様に，広告費を 1 とした場合の研究
開発費比率を検討した。その結果，日本企業は米国企業と比較して研究開発投資に注力していると
はいえ，広告費1に対し，2.56倍といったバランスを保っていることが分かった59。前節では日本
企業に限定したグローバル・ブランドランキングである Interbrand 社の”Japan’s Best Global 
Brand 2011”にランクインしている企業を検討した。世界ランキングに入っているのはその一部で
あるため，本節における日本のブランド価値獲得企業である 2.06倍より少し高い 2.56倍というの
は妥当な値であると考えられる60。 
                                                   
56 本節ではブランド価値獲得企業をBrand Finance社”Global 500 (2011年版)”にランクインして
いる企業と定義している。 
57 2000-2010年の平均値。 
58 2000-2010年の平均値。 
59 2000-2010年の平均値。 
60 前節で検討した日本企業18社は，Interbrand社の“Best Global Brand 2011”では7社，Brand 
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図0-12 広告費を1とした場合の研究開発費比率 
 
出所：筆者作成。 
 
V. まとめ 
本節では，2000年から2010年の時系列データを用いて広告費ならびに研究開発費とブランド価
値の関係について検証を行ってきた。これまでの先行研究では広告費と研究開発費は，双方ともに
ブランド価値に有益な影響を与える要素であるとされてきた。しかし本節で行った分析の結果から，
単純に広告費や研究開発費に投資すればブランド価値を獲得できるという訳ではないことが分かる。
ブランド価値を最大化するために，各企業それぞれの段階に応じた適切な投資が必要であると考え
られる。さらにバランスといった観点から，広告費ならびに研究開発費とブランド価値との関係に
ついて検討する必要がある。 
本節の意義は，広告費と研究開発費という具体的な財務データから，1）ブランド価値獲得企業
と非獲得企業間の実態を明らかにしたこと，2）それぞれの投資がブランド価値の獲得に有効に作
用する条件の一端を明らかにしたことの2点に集約される。その結果，本研究はブランド価値獲得
企業とブランド価値非獲得企業の双方に示唆をもたらすことができた。また本研究では広告費への
投資は「商品」での差別化意識を示しており，研究開発費への投資は「製品」での差別化意識を示
すということから，この2つの指標を投資バランスといった観点も含めて考察してきた。このよう
                                                                                                                                                     
Finance社の“Global 500 (2011)”では13社が該当する。 
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倍
※ 製造業321社が対象。2000年から2010年の11年間で延べ3349サンプル。
※ Brand Finance社のGlobal500(2011)にランクインしている企業を「ブランド価値獲得企業」として定義。
※ 日本のブランド価値非獲得企業について：2007年以降，僅かな広告費しか計上してこなかった企業の多くが広告費データ
を公表しなくなった。その結果，サンプルには相対的に多くの広告費を計上していた企業のみが残り，2007年以降，日本のブ
ランド価値非獲得企業の値が大きく変化している。
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な観点からしても，本節での検証は前節での検証を支持する内容となっている。つまり日本の製造
業（特にその中でもブランド価値非獲得の日本企業）は品質や機能性といった「製品」の展開に重
点を置いていることを示している。これまで，品質や機能性を越えた価値の訴求をグローバル・レ
ベルで巧く展開する必要を指摘してきたが，品質や機能性を越えた価値とは一体どのようなものが
あるのだろうか。 
続く本論ではGBI戦略の観点から，この点について検討することにする。1章ではまず，1節で
既存のGBI戦略研究をレビューし，品質や機能性以外にはどのような価値が存在するのか，そして
既存研究の抱える問題点を明らかにする。特に 2 節では，具体的に多様な GBI 戦略を提示し，そ
れに伴うグローバル・マーケティング戦略の選択指針を示唆した。ここでは消費者行動研究におけ
るSheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値概念を基盤に現代の多様化したブランド・コンセプト（ブ
ランド・イメージの中核となるもの）を整理し，企業が採用可能な 7 つのGBI 戦略を抽出した61。
抽出したGBI戦略は，「価格訴求型」，「品質訴求型」，「集団訴求型」，「ステータス訴求型」，「感情
訴求型」，「社会貢献訴求型」，「多様性・新規性訴求型」の 7 つである。本節では「価格」，そして
「品質」だけに留まらない価値を具体的に示すことで，多国籍企業に選択肢と指針を示唆している。 
そして 2 章の 1 節ではさらに，文化特性の異なる各国・各地域で，どのようなGBI 戦略が最も
有効に作用するかを理論的に検討している。文化といった要素は，GBI戦略の選択に影響をもたら
す。そして対象とする市場で採用するGBI戦略が決定すれば，従属するマーケティング戦略を絞り
込むことが可能である。日本の製造業が新興国市場で展開するにあたっても，対象としている国や
地域の人々がどのような文化特性を持っているかを詳細に理解する必要がある62。そのうえで多様
なGBI戦略，そしてグローバル・マーケティングを有効に活用し，「価格」や「品質」だけに留ま
らない「様々な価値」を巧く配合した商品を展開する必要がある。続く2節では前節で考えられる
GBI戦略と文化特性の関係を明らかにするために，GBI戦略を定量化する方法と分析枠組みを示し
た。既存研究ではGBI戦略の定量化方法に問題を抱えていたが，その問題を解消するために，本研
究では Web（ホームページ）上のテキストデータを共通のキーワードから分析して GBI 戦略の定
量化を実施した。 
3 章では，価格，品質といった機能的訴求とそれに関連する多様性・新規性訴求の各文化圏にお
ける効果を検証している。そして4章では，目に見えない観念的価値を訴求する感情，集団，ステ
ータス，社会貢献訴求の各文化圏における効果を検証した。3章と 4章での検証から，文化特性に
応じて，効果的なGBI戦略の訴求型が異なることが明らかになった。 
上述した新しい枠組みの提示やその効果を検証する前に，次章では既存の代表的なGBI研究につ
いて検討し，先行研究における限界を明らかにする。 
                                                   
61 消費価値概念とは，消費者の価値観についての研究成果である。消費者の価値観である「消費価
値」は，消費者行動の動因となっている。 
62 Dawar and Chattopadhyay (2002), pp.460-462，Douglas and Craig (2011), p.96. 
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1章 GBIに関する既存研究と戦略類型 
 
第 1節 GBI研究 
 
※本節は古川 (2010)を基に構成している。 
 
 経済が発展するとともに，多くのマーケティング手法が生まれ，研究されてきた。近年では，ス
テータス・ブランド・マーケティングやバズ・マーケティング，経験価値マーケティングなどとい
ったものである1。メルセデス・ベンツやルイ・ヴィトンなどといったブランドは，高い社会的ステ
ータスを訴求するマーケティングを行い2，航空会社であるエア・アジアは顧客ロイヤルティ獲得の
ために，口コミを生むよう努力している3。レインフォレスト・カフェやアパレル・ブランドの
Abercrombie＆Fitchは五感を用いた経験を全面的に訴求するマーケティングを行っている4。 
これら新たなマーケティング手法が生まれてきた一方で，新たな問題も生じている。「グローバル
な世界で，どのようなマーケティング手法を選択し用いていくか」といった指針の欠如である。前
章でも述べた通り，日本の製造業は品質や機能性といった「製品」に重点を置いた展開を行ってお
り，多様な価値を巧く世界に訴求できていない。その理由の一つに，この指針の欠如がある。また
企業が国境を超え，異なる文化特性の市場をまたいでマーケティングを行う場合，画一的な手法を
用いることが可能なのか，それとも各地域によって最適な手法があるのか。地域による適応が必要
な場合，どのような基準で適応する必要があるのか。過去のグローバル・ブランド・イメージ研究
における Roth の研究はこの問題を解決する一助となりうるものである。彼は「各国でそれぞれ，
どのようなブランド・イメージ訴求を行ったら最適なパフォーマンスをもたらすか」ということを
実証により明らかにしている。ブランド・イメージを発展させ，管理することは，マーケティング
活動の重要な要素である。また，ブランド・イメージはマーケティングのやり方次第で変容するも
のである。企業が国境を超え，異なる文化特性の市場をまたいでブランド・イメージ戦略を行う場
合，各地域や文化圏でどのようなマーケティングを行う必要があるのか。本節ではGBI戦略研究で，
初の実証を行ったRoth, Martin S. の研究にフォーカスする。そして過去のGBI研究の流れから，
現代における彼の研究の意義，限界を論じる。 
 
                                                   
1 Money et al. (1998), Pine and Gilmore (1999), Kotler et al. (2007)を参照。 
2 長沢 (2002), 1-25頁。 
3 Kotler et al. (2007), 邦訳, 253-264頁。 
4 Pine and Gilmore (1999), 邦訳, 102-106頁, Abercrombie＆Fitchでは“Five Energy Senses”と銘
打ち，五感を用いた経験価値マーケティングを行っている。 
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I. ブランド・コンセプト選択 
 Gartner et al. (1955)は，ブランドを市場に投入する前にブランド・コンセプトを決定する必要が
あるとしている。そして時間をかけてイメージを維持・管理していくことが，長期的なブランドの
成功条件であるとしている5。また，Wind (1973)やShocker and Srinivasan (1979)は，適切なブラ
ンド・コンセプトの選択がブランドの長期的な価値向上をもたらすことを示唆している6。そのうえ
で，Park et al. (1986)はブランド・コンセプトを長期的に管理するためのフレームワークを提唱し
ている。そして彼のフレームワークは後に，Keller (1993)のブランド・エクイティ理論に組み込ま
れることになる7。Roth (1992)のGBI研究は，Park et al. (1986)のブランド・コンセプト研究を一
部批判したことから始まる。なお本研究では，ブランド・コンセプトならびにブランド・イメージ
を次のように定義する8。ブランド・コンセプトとは，「企業が選択したブランドの意味」であり，
ブランド・イメージの中核を示す概念である。またブランド・イメージとは，「消費者の記憶内にあ
るブランドの連想」である。ブランド・イメージは企業－消費者間のコミュニケーション活動を含
めた，企業に関連するすべての事象によりもたらされた消費者の知覚であり理解である。 
 
1. Park et al.による先行研究 
Park et al. (1986)は，長期的なブランド・イメージ管理のためのフレームワークとして，ブラン
ド・コンセプト－イメージ・マネジメント（BCM）という概念を提唱した（図1-1）。BCMはブラ
ンド・コンセプトを機能的（Functional），象徴的（Symbolic），経験的（Experiential）の3つに
分類し，これらをブランドの市場導入段階，市場での修正段階，拡張展開段階のそれぞれにおいて
一つだけ選択していくというものである。彼らは，ブランド・コンセプトを明確にして消費者を混
乱させないために，また複数のコンセプトを選択した場合でも管理が難しくならないように，複数
のコンセプト選択はすべきでないとしている。 
機能的コンセプト（Functional）とは，問題解決や予防を訴求するものである。洗濯洗剤などで，
「気になる匂いを落とす」，「白くする」などといった側面が訴求されているものがこれに該当する。
象徴的コンセプト（Symbolic）とは，コミュニティ内の立場や周りの人々との関連性を訴求するも
のである。ブランドを所持すること自体が成功やステータスの証となるようなものなど，消費者の
自我を拡大させるようなものがこれに当たる。経験的コンセプト（Experiential）とは，感覚的な
喜び，多様さ，経験的な消費を訴求するものである。刺激や多様性を求める消費者を充足させるも
のや，消費すること自体が喜びや楽しみをもたらすものがこれに当たる。 
 Park et al. (1986)以前の研究では，車なら象徴的コンセプト，芝刈り機なら機能的コンセプトと
                                                   
5 Gartner et al. (1955), pp.36-37. 
6 Wind (1973), pp.2-11, Shocker and Srinivasan (1979), pp.159-180. 
7 Keller (1993), pp.1-22. 
8 ここでの定義はPark et al.(1986), pp.135-136，Roth (1992), p.25，Keller (1993), p.3を参考にし
ている。 
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いったように，製品群によって 3つのブランド・コンセプトが割り当てられるのが普通であった9。
しかしPark et al. (1986)は，製品群とブランド・コンセプトを分離してBCM理論を構築している。
これは，コンセプトから派生するイメージは企業のブランド・マネジメントによって消費者の中に
形成されるものであって，製品群によって形成されるものではない，という主張から導き出された
ものである10。そのうえで，あらゆる製品にあらゆるコンセプトを付与することが可能であるとし
ている。この考え方はRothのGBI研究にも受け継がれる。 
 
図1-1 ブランド・コンセプト・マネジメント 
機能的
（Functional）
象徴的
（Symbolic）
経験的
（Experiential）
機能的
（Functional）
象徴的
（Symbolic）
経験的
（Experiential）
機能的
（Functional）
象徴的
（Symbolic）
経験的
（Experiential）
市場導入段階 修正段階 拡張展開段階
ブランド・イメージやポジションをつくるため
適切なマーケティング・ミックスを展開する。
ブランド・イメージや
ポジションの価値を高めるために
適切なマーケティング・ミックスを展開する
親ブランドとの連想を強化するために
適切なマーケティング・ミックスを展開する
出所）Park et al. (1986), pp.136-139を基に筆者作成。 
 
2. RothのDepth戦略とBreadth戦略論 
Park et al. (1986)の研究を経て，Roth (1992)はBCM理論の有効性を実証によって明らかにして
いる。BCM 理論では，ブランド構築の各段階において，一つのブランド・コンセプトを選択すべ
きであると主張されていた。そこで彼は，GBI戦略を行う上で「一つのブランド・コンセプトを選
択すべきか（Depth 戦略）」，「複数のブランド・コンセプトを選択すべきか（Breadth 戦略）」と
いう問題定義を行った。そのうえで，どちらの戦略がより高いパフォーマンスを発揮するかを検証
した11。彼はこの研究の分析視角として，「各国の経済発展度」，「市場競争度」，「文化におけるコン
テクスト12の違い」の３つを検討している。まず，国際的に市場を検討する際の最も重要な環境側
面として「各国の経済発展度」，「市場競争度」が挙げられる。そして「文化におけるコンテクスト
の違い」については，ブランド・コンセプトの解釈方法に影響を与える要因として挙げられている。
彼は「『高コンテクスト文化』よりも『低コンテクスト文化』の下の方が，複数のブランド・コンセ
                                                   
9 Woods (1960), pp.15-19, Midgley (1983), pp.74-75. 
10 Park et al. (1986), p.136. 
11 ここでのパフォーマンス指標は売り上げである。 
12 暗黙の情報を読み取る割合。多くの情報を言語化する文化特性のことを「低コンテクスト文化」, 
言語化されない情報が多く，文脈などから読み取ることでコミュニケーションを行う文化特性のこ
とを「高コンテクスト文化」という。一般的に，前者は西洋に多く，後者は東洋に多いとされてい
る。詳細はHall (1983), 邦訳, 79-102頁を参照。 
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プトによる Breadth 戦略が有効である」13という仮説を立てた。なお彼は，「象徴的（Symbolic）
コンセプト」を「社会的（Social）コンセプト」と換言し，「経験的（Experiential）コンセプト」
を「感覚的（Sensory）コンセプト」と換言している。これはいずれも後者の名称がより説明力の
強いためである。定義はPark et al. (1986)の行ったものと同じである。  
被験者は，米国に拠点を持つ海外進出企業のブランド・マネージャー38人。対象はビール，ジー
ンズ，スニーカーといった消費財14であり，213ケースのブランド戦略，11カ国がサンプルになっ
た15。「各国の経済発展度」，「文化におけるコンテクストの違い」についての詳細は表1-1の通りで
ある。ここではパフォーマンスを，多変量分散分析（MANOVA）を用いて検討している。そのう
えで多重比較検定（post-hoc test）を行い，結果として有意差が確認された。 
 
表1-1 経済発展度とコンテクスト分類 
国 経済発展度 コンテクスト文化
ベルギー 高い 低
フランス 高い 低
ドイツ 高い 低
イタリア 高い 低
オランダ 高い 低
中国 低い 高
日本 高い 高
ルーマニア 低い 低
ユーゴスラビア 低い 低
アルゼンチン 低い 高
ペルー 低い 高  
出所：Roth (1992), p.30を基に筆者作成。 
 
 サンプル中に採用されているブランド・コンセプトの割合は，機能的（Functional）49.2％，社
会的（Social）18.2％，感覚的（Sensory）32.7％であった。そして純粋に一つのブランド・コンセ
プトを選択し，GBI戦略を行っているケースはひとつも存在しなかった。つまり，すべてのケース
においてBreadth戦略が採用されていたということになる。そのため，Depth戦略とBreadth戦
略は，Rothによって次のように再定義された。 
 
 Depth戦略：複数のブランド・コンセプトが採用される中でも，強い訴求を行う支配的なコンセ
プトが一つ存在する戦略。 
 Breadth戦略：複数のブランド・コンセプトが採用される中で，支配的なコンセプトが存在しな
                                                   
13 Roth (1992), p.27. 
14 消費財においては多様なブランド・イメージ戦略が用いられる。そのため，彼は消費財を対象と
した。 
15 アルゼンチン，ベルギー，中国，フランス，ドイツ，日本，イタリア，オランダ，ペルー，ルー
マニア，ユーゴスラビアの11カ国。 
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い戦略。 
 
 このように再定義された結果を見ると，Depth戦略はBreadth戦略より全体的に高いパフォーマ
ンスを発揮した（表1-2）。「経済発展度」という点では，経済発展度の高い国でも低い国でも，Depth
戦略の方が有効であった。特に経済発展度の低い国ではその傾向が顕著である。また「市場競争度」
という点では，市場競争度が低い場合，Breadth戦略よりもDepth戦略の方が有効であった。市場
競争度が高い場合には，両戦略の間に有効な差が見られなかった。「文化におけるコンテクストの違
い」という点では，高コンテクスト文化においてはDepth戦略が有効であった。一方で，低コンテ
クスト文化においてはBreadth戦略の方が有効であった。このことは，彼の仮説を支持する結果と
なっている。低コンテクスト文化においては，Breadth戦略によるイメージ訴求が必要であり，有
効である。 
 Park et al. (1986)の主張する純粋なDepth戦略は存在しなかったため，どのケースにおいても複
数のブランド・コンセプト選択が行われていた。またこの結果は，文化特性の違いによって異なる
方法でのイメージ訴求が必要であることをも示唆している。 
 
表1-2 Depth戦略とBreadth戦略 
Depth戦略 Breadth戦略
高 ○ ×
低 ○ ×
高 △ △
低 ○ ×
高 ○ ×
低 × ○
×：相対的に有効ではない
経済発展度
市場競争度
コンテクスト文化
○：有効
△：どちらともいえない
 
出所：Roth (1992)を基に筆者作成。 
 
II. ブランド・イメージ訴求ポイントの選択 
 Depth戦略とBreadth戦略についての実証研究により，複数のブランド・コンセプトを選択し，
複数のイメージを訴求する必要があることがわかった。しかし，どのような基準でコンセプトを選
択する必要があるのか。実は，この点に関してもRothは実証により明らかにしている16。Rothは
各国の文化特性と社会経済の違いの中で，どのようなブランド・イメージが最も良いパフォーマン
スを発揮するのかを明らかにしようとした。なおパフォーマンス指標として，彼はマーケットシェ
                                                   
16 Roth (1995a)を参照。詳細は以後に述べる。 
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アを採用している17。 
 
1. Hofstedeの多文化社会理論 
 「文化の違い」という視角でRoth (1995a)が用いた尺度は，Hofstedeによる「多文化社会理論」
で示された４つの文化特性である。Hofstedeは 50カ国以上，11万 6000人を超える IBM社員を
対象にした実証により，文化の差異を求め，「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「男性らしさ‐女
性らしさ」，「不確実性の回避」といった４つの文化特性を見出した18。 
権力格差とは，「それぞれの国の制度や組織において，権力の弱い成員が，権力が不平等に分布し
ている状況を予期し，受け入れている程度」19と定義されている。権力格差は「権力の差」にどの
ように対応するかで，その強さが決定される。上司と部下の関係に例えると次のようになる。権力
格差が強い場合，部下にとって上司は近づきがたく，面と向かって反対意見を述べることはほとん
どありえない。つまり上司と部下の感情的な隔たりが大きく，権力の弱い者は権力者の決定に依存
することになる。逆に権力格差が弱い場合，部下はかなり気軽に上司と接し，反対意見を述べるこ
ともできる。つまり権力者と権力の弱い者との感覚的な隔たりが相対的に小さく，両者が相互依存
の関係になっている。権力格差は，ラテン系諸国，アフリカ，アジアなどでは強く，ラテン系以外
のヨーロッパ諸国，北米などでは弱い20。 
個人主義‐集団主義は次のように定義されている。「個人主義（Individualism）を特徴とする社
会では，個人と個人の結びつきはゆるやかである。人はそれぞれ，自分自身と肉親の面倒をみれば
よい。集団主義（Collectivism）を特徴とする社会では，人は生まれた時から，メンバー同士の結
びつきの強い内集団に統合される。内集団に忠誠を誓うかぎり，人はその集団から生涯にわたって
保護される」21。個人主義傾向の強い社会においては，何かを行う際に個人を強く意識する傾向が
あり，集団というよりは個々人でのパフォーマンスを向上させることに重点をおく。一方，集団主
義傾向の強い社会においては，何かを行う際チームワークが意識され，集団でのパフォーマンスを
向上させることに重点を置く。個人主義─集団主義の傾向は，西欧や北米では個人主義の傾向が強
く，アフリカ，南米，アジアでは集団主義が強い22。 
「男性らしさ‐女性らしさ」については，「仕事の目標」というテーマにより分類されている。仕
事の中でも「給与」，「仕事に対する承認」，「昇進」，「やりがい」といったことを目標にする社会を
「男性らしさ」と定義しており，「上司との関係」，「仕事の協力」，「居住地」，「雇用の保障」に目標
                                                   
17 マーケティングに関する多くの先行研究では，パフォーマンス指標としてマーケットシェアが用
いられている。Ryans (1988), Smith and Park (1992), Szymanski et al.(1993), Kim and Chung 
(1997)を参照。 
18 Hofstede (1991)，Lynn et al. (1993), p.482を参照。 
19 Hofstede (1991), 邦訳, 27頁。 
20 Hofstede (1991), 邦訳, 22-48頁。 
21 Hofstede (1991), 邦訳, 51頁。 
22 Hofstede (1991), 邦訳, 54頁。 
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をおく社会を「女性らしさ」と定義している。男性らしさの強い社会では，人々は，自己主張，競
争といった目的を持っており，男女の社会的な役割が決められている傾向がある。一方で女性らし
さの強い社会では，人々は，配慮，社会環境志向を重視しており，男女の性的役割が明確でないこ
とが特徴である。男性らしさの傾向は，日本，オーストリア，イタリア，スイスなどで強く，一方，
女性らしさの傾向は，スウェーデン，ノルウェー，オランダ，デンマークなどで強い23。 
最後に「不確実性の回避」は，「ある文化の成員が不確実な状況や未知の状況に対して脅威を感じ
る程度」24と定義されている。不確実性の回避が強い社会においては，あいまいさや自分の持つ不
安をすぐに解消したいという欲求が強い傾向にある。また奇抜なアイデアや行動を抑制し，革新に
対する抵抗があるのが特徴である。一方で不確実性の回避が弱い社会においては，あいまいな状況
であっても，危険についてよくわからなくても比較的平気であるといった傾向がある。奇抜，革新
的なアイデアに対して寛容であるといった特徴も持つ。不確実性回避の傾向は，ラテンアメリカ，
ラテン系ヨーロッパ，地中海諸国，日本，韓国では強く，日本，韓国以外のアジア諸国，アフリカ
諸国，アングロ系と北欧諸国は弱い25。 
Hofstedeは全世界のIBM従業員を調査し文化特性としてこれらの要素を導出したが，Lynn et al.  
(1993) はHofstedeが識別した文化特性が消費者行動にも同様に影響をもたらすということを明ら
かにした。これを踏まえRoth (1995a)は，分析視角としてHofstedeの文化特性を用いているので
ある。RothはHofstedeの４つの文化特性の中から，消費者ニーズとブランド・イメージに関連し
うるものとして，「権力格差」，「個人主義と集団主義」，「不確実性の回避」の 3 つを分析視角とし
て採用した。 
 
2. Rothによる文化特性と社会経済の影響検証 
 Rothは，Hofstedeの3つの文化特性に26，「社会経済の発展度」を分析視角に追加した。考慮さ
れたのは各国の GDP，平均収入，メディア・アクセス頻度，雇用，出生率，人口成長度などであ
り，10カ国60都市のサンプル27である。Rothは，これらの都市に進出している209ケースの消費
財ブランド戦略を対象に分析している。 
 回帰分析ならびに重回帰分析の結果は，表 1-3のようになった。まずイメージがマーケットシェ
                                                   
23 Hofstede (1991), 邦訳, 82-114頁。 
24 Hofstede (1991), 邦訳, 119頁。 
25 Hofstede (1991), 邦訳, 115-147頁。 
26 「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「不確実性の回避」のデータは，Hofstedeの調査資料を
情報源としている。Roth (1995a)では，なぜ「男性らしさ‐女性らしさ」の指標を用いなかったか
については明記されていない。ただし消費者ニーズとブランド・イメージに特に関わるものとして
「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「不確実性の回避」を挙げていることから，Roth (1995a)に
とって「男性らしさ‐女性らしさ」の指標はそれらほど消費者ニーズやブランド・イメージに関わ
りのあるものとして認識していなかったと推察される。 
27 アルゼンチン，ベルギー，中国，フランス，ドイツ，日本，イタリア，オランダ，ペルー，ユー
ゴスラビアの10カ国。 
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アに与える影響に関して，機能的（Functional），社会的（Social），感覚的（Sensory）のどのイメ
ージにおいても有意な結果は得られなかった。どのイメージ戦略も直接的なマーケットシェアへの
影響は無いということだ。しかし，イメージ戦略に文化特性や社会経済的要因が絡み合ってくると
事情が変わってくる。ここでは「権力格差×社会的（Social）イメージ」，「権力格差×感覚的（Sensory）
イメージ」，「個人主義×3つのイメージ」，ならびに「社会経済×3つのイメージ」がマーケットシ
ェアを説明できることが確認された。しかし「不確実性回避」の特性だけは，１つも有意な結果を
得られなかった。 
 
表1-3 GBI戦略のパフォーマンス 
マーケット・シェア
β
機能的イメージ .001
社会的イメージ .117
感覚的イメージ -.042
機能的イメージ　×　権力格差 -.074
社会的イメージ　×　権力格差 .198 **
感覚的イメージ　×　権力格差 .175 **
機能的イメージ　×　不確実性回避 -.025
社会的イメージ　×　不確実性回避 .094
感覚的イメージ　×　不確実性回避 .053
機能的イメージ　×　個人主義 .169 *
社会的イメージ　×　個人主義 -.339 ***
感覚的イメージ　×　個人主義 .261 ***
機能的イメージ　×　社会経済 -.203 **
社会的イメージ　×　社会経済 .305 ***
感覚的イメージ　×　社会経済 .286 ***
***p<.01   **p<.05   *p<.10  
出所：Roth (1995a), p.170を基に筆者作成。 
 
 Roth は，これら影響の確認された項目をより詳しく分析している（表 1-4）。表 1-4 では「権力
格差」，「個人主義」，「社会経済」のそれぞれを高（High）・中（Medium）・低（Low）に細分化し，
パフォーマンスの度合いを示した結果を示している。彼は勾配（ベクトル）分析によって，その傾
向を探っている。発見された勾配（ベクトル）は７つであった（表1-4参照）。まず「権力格差」に
ついては，その傾向が強いほど社会的（Social）イメージ，感覚的（Sensory）イメージ戦略が有効
である。そして，権力格差が弱くなるにつれて両イメージ戦略は負の影響をもたらす傾向がある。
次に「個人主義」の特性では，その程度が弱くなり集団主義傾向が強くなるほど，社会的（Social）
イメージ戦略が有効であり，一方で感覚的（Sensory）イメージ戦略は負の影響をもたらす傾向が
ある。逆に個人主義傾向の強い場合，社会的（Social）イメージ戦略は負の影響をもたらす傾向が
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あり，一方で感覚的（Sensory）イメージ戦略は有効になる。「社会経済」という特性では，社会経
済レベルが高くなるほど，社会的（Social）イメージ，感覚的イメージ戦略が有効である。また，
社会経済レベルが低くなるほど両イメージ戦略は負の影響をもたらす傾向がある。「社会経済」と機
能的（Functional）イメージ戦略との間にも勾配（ベクトル）は発見されたが，有意な値が検出さ
れたのは社会経済レベルが低い場合のみであった。そのため傾向は不明であるが，社会経済レベル
が低い場合には機能的（Functional）イメージ戦略が有効であるという結果が出ている。 
 
表1-4 有意であった項目の詳細と勾配分析 
β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値
高権力格差 .501 4.64 ** .452 3.47 **
中権力格差 .134 2.00 * -.256 -2.92 *
低権力格差 -.233 -2.18 * -.259 -3.04 **
高個人主義 .374 4.71 ** -.402 -2.78 ** .486 4.39 **
中個人主義 .519 4.10 ** .198 2.26 * -.063 -.67
低個人主義 -.136 -1.51 .300 3.57 ** -.424 -5.40 **
高社会経済 -.098 -1.35 .538 4.50 ** .468 4.27 **
中社会経済 .046 .25 .108 1.47 -.088 -.71
低社会経済 .215 2.43 * -.282 -3.07 ** -.278 -4.02 **
**p < .01
*p < .05
機能的（Functional）
ブランド・イメージ
社会的（Social）
ブランド・イメージ
感覚的（Sensory）
ブランド・イメージ
n.s.
出所：Roth (1995a), p.171を基に筆者作成。 
 
3. Rothのイメージ標準化・適応化論 
前節の実証により，文化特性と社会経済によってGBI戦略を変化させていく必要があるというこ
とが明らかにされた。パフォーマンスを高めるために，ブランド・イメージを適応化する必要があ
るわけである。しかし，ブランドはどのような状況に応じてイメージの適応化を図る必要があるの
か。Roth (1995b)は前節と同様のデータ・指標を用いて，これを実証している28。ブランド・イメ
ージの標準化・適応化を行っているサンプルの割合は図 1-2の通りである。これを見ると全体的に
標準化傾向が強いことが分かる。これは標準化により得られる規模の経済効果が大きいためであり，
ほとんどの企業がDepth戦略を採用していることにも要因があると考えられている29。 
さらに，文化特性・社会経済要因とブランド・イメージの適応化がマーケットシェアに影響を与
えているかどうかが，重回帰分析によって検証された。その結果が表 1-5である。ここでは「権力
格差バリエーション30×適応化」，「個人主義‐集団主義バリエーション×適応化」，「各国の社会経
                                                   
28 ここで彼は社会経済を各国国内市場での状況を意味する「各国の社会経済」と国境を超えた「市
場間の社会経済」の２つに細分化している。 
29 Roth (1995b), p.63. 
30 バリエーションとは，ブランド進出国または市場間における文化特性や社会経済の差異（バリエ
ーション）のことを指す。なおここでは，母国と受入国，そして受入国間の比較を行っている。 
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済バリエーション×適応化」，「市場間の社会経済バリエーション×適応化」の4項目において有意
な値が検出された。「不確実性回避バリエーション×適応化」については有意な値が検出されなか
った。なお，有意であった項目についての詳細分析は表1-6となっている。 
 
図1-2 ブランド・イメージ標準化／適応化の割合 
45.5%
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5.2% 5.6% 5.2%
1.9% 0.5%
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8.0%
2.8% 3.3% 2.8%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
標準化
サンプルに占める
企業の割合
適応化
 
出所：Roth (1995b), p.65を基に筆者作成。 
 
ここから，ブランド・イメージの適応化戦略が最適なパフォーマンスをもたらすのは「権力格差
バリエーションが大きい場合」，「個人主義‐集団主義バリエーションが大きい場合」，「各国の社会
経済バリエーションが大きい場合」，「市場間の社会経済バリエーションが大きい場合」であるとい
う結論が導出された。一方で，「権力格差バリエーションが小さい場合」，「個人主義‐集団主義バリ
エーションが小さい場合」，「各国の社会経済バリエーションが小さい場合」においてはブランド・
イメージを標準化する戦略が良いパフォーマンスをもたらす結果となった。 
 
表1-5 ブランド・イメージ適応化とパフォーマンス 
β ｔ値
権力格差バリエーション　×　適応化 .414 5.921 **
不確実性回避バリエーション　×　適応化 .164 1.492
個人主義－集団主義バリエーション　×　適応化 .386 4.459 **
各国の社会経済バリエーション　×　適応化 .569 7.014 **
市場間の社会経済バリエーション　×　適応化 .286 3.216 **
**p < .01
*p < .05  
出所：Roth (1995b), p.67を基に筆者作成。 
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表1-6 有意であった項目の詳細分析 
β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値
権力格差バリエーション .283 3.283 ** .167 1.533 -.186 -1.873 *
個人主義－集団主義バリエーション .256 3.002 ** .167 1.533 -.333 -3.628 **
各国の社会経済バリエーション .401 5.557 ** .167 1.533 -.174 -1.799 *
市場間の社会経済バリエーション .244 2.834 ** .167 1.533 .035 0.593
**p < .01
*p < .05
High Medlum Low
出所：Roth (1995b), p.68を基に筆者作成。 
 
III. Roth研究の意義と限界 
 GBI を管理することは，グローバル・マーケティングを行う上で大変重要な課題である31。どの
ようなマーケティング手法を用いるかでブランド・イメージが大きく変容してしまう。また近年多
くの手法が生まれてきたため，その管理が難しい。しかしマーケティングを通して，長期的にGBI
を維持・管理していく必要がある32。そのため，現実には「グローバルな世界で，どのようにマー
ケティング手法を選択し用いていくか」という問題が存在している。RothのGBI研究は，実証を
通してマーケティング手法選択の一助を提供している。これが彼によるGBI研究の現代的意義であ
る。 
「ブランド・コンセプト選択」の研究で発見されたのは，Park et al. (1986)の主張する純粋な
Depth戦略が現実には存在しないということであった。さらに，Rothによって再定義されたDepth
戦略は，低コンテクスト文化圏以外のほとんどの状況下で高いパフォーマンスを示した。ここから，
多くの状況下で軸となるブランド・イメージとともに，複数のイメージを訴求する必要性が示唆さ
れている。複数のイメージを訴求するためには，（経験価値マーケティングとバイラル・マーケティ
ングを併用するといったように）複数のマーケティング手法を用いる必要があるかもしれない。 
 続く研究では，文化特性と社会経済がGBI戦略に与える影響について，一定の傾向が存在するこ
とが明らかになった。文化特性と社会経済が異なる場合，最適なイメージ戦略も変化することにな
る。そのうえで，ブランド・イメージを適応化して各国・各市場で最適なイメージ戦略を採るべき
なのか。それともブランド・イメージを標準化して高いパフォーマンスにつなげるのか，をも彼は
明らかにした。 
 Rothによる研究の結果をまとめたものが表1-7である。権力格差が強く，集団主義傾向で，社会
経済の発展度合いが高いほど，ステータス・ブランド・マーケティングやバイラル・マーケティン
グといった社会性を訴求するマーケティングが有効である可能性が高い。また，権力格差が強く，
個人主義傾向で，社会経済の発展度が高いほど，経験価値マーケティングや五感マーケティングと
                                                   
31 Gardner and Levy (1955), p.38, Keller (1993), p.3, Hsieh (2002), p.47. 
32 Park et al. (1986), p.135, Keller (1998), 邦訳, p.728. 
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いった経験や感覚を訴求するマーケティングがうまく作用する可能性が高い。そして，社会経済の
発展度合いが低い社会では，旧来からの機能を訴求するマーケティングが消費者に受け入れられる
可能性が高い。 
 
表1-7 RothのGBI研究 
標準化／適応化 ブランド・イメージ（BI）戦略
権力格差
バリエーションが大きい：適応化
バリエーションが小さい：標準化
強いほど社会的BIは有効
強いほど感覚的BIは有効
弱いほど社会的BIは負の影響
弱いほど感覚的BIは負の影響
個人主義－集団主義
バリエーションが大きい：適応化
バリエーションが小さい：標準化
集団主義なほど社会的BIは有効
個人主義なほど感覚的BIは有効
個人主義なほど社会的BIは負の影響
集団主義なほど感覚的BIは負の影響
不確実性回避 n.s. n.s.
各国の社会経済
バリエーションが大きい：適応化
バリエーションが小さい：標準化
市場間の社会経済 バリエーションが大きい：適応化
低ければ機能的BIは有効
高いほど社会的BIは有効
高いほど感覚的BIは有効
低いほど社会的BIは負の影響
低いほど感覚的BIは負の影響  
出所：筆者作成。 
 
このように，Rothの研究はグローバル・マーケティング手法選択の一助となりうる。しかしその
一方で，Rothの研究は，いくつかの限界も有している。 
 第1に，「消費者行動研究との乖離」が挙げられる。Roth（1992）やPark et al. (1986)のGBI
研究は，心理学者 Woods (1960)の研究に由来している。Park et al. (1986)が挙げた機能的
（Functional），象徴的（Symbolic），経験的（Experiential）といったブランド・コンセプトは，
Woods (1960)の自我関与研究によってもたらされている。彼は自我関与という概念の下，消費者ニ
ーズと商品類型からこれらの要素を導き出した。そして，彼の研究は消費者行動研究に受け継がれ
た。Sheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値研究では，消費行動を説明する要因として「消費価値」
という概念が導出されている。ここでは「機能的（Functional）価値観」，「社会的（Social）価値
観」，「感情的（Emotional）価値観」とともに，「条件的（Conditional）価値観」，「認識的（Epistemic）
価値観」の５つが挙げられている33。この「消費価値」という概念がブランド・イメージに影響を
もたらすかどうかについては，Rabolt and Park (2009)がその一端を明らかにしている。このこと
からも今後は心理学および消費者行動論とGBI研究との理論的融合が必要である。 
第2に，「社会的（Social）イメージ」の意味を細分化する必要がある。象徴的（Symbolic）・社
                                                   
33 Sheth et al. (1991a), pp.16-23. 
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会的（Social）といった概念は，そもそも自我拡大型消費者ニーズを表現するものとして導き出さ
れた34。そのためこの概念は広義に捉えられる。Woods（1960）が自我拡大型ニーズを「メンバー
シップへの帰属（Membership）」，「威光（Prestige）」35などに細分化したように，GBI 研究にお
ける「社会的（Social）イメージ」もより細分化する必要がある。そのことによって「環境マーケ
ティング」などがうまく作用する文化圏・地域を導出できる可能性がある。 
第3に，文化特性の枠組みを検討する必要がある。文化特性を扱う研究では，これまでHofstede
の研究が用いられることが多かった。1970 年代，80 年代に確立した彼の分析枠組みは依然として
多くの研究者の注目を集め，いっそうの深化が図られているが，近年，VALS (Value And Life Style)，
RVS (Rokeach Value Survey)，LOV (List Of Values)，SVS (Schwartz Value Survey)といった研
究も生まれてきている。異文化研究の最新成果も吸収しながら，GBI研究を向上させる必要がある。 
 以上，Rothの限界は，2章以降で検討する。 
 
  
                                                   
34 Woods (1960), pp.15-19. 
35 Woods (1960), p.18. 
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第２節 消費価値概念に基づくGBI戦略類型 
 
※本節は古川 (2011a)を基に構成している。 
 
本節ではブランド・イメージ・マネジメントの視点からマーケティング戦略選択指針を模索する。
かつてPark et al. (1986)が提唱し，Roth (1992, 1995a,1995b)が実証を行った「ブランド・イメー
ジ・マネジメント」36の概念は一定の指針を提示していたが，近年の多様化したマーケティング戦
略に耐えうるものではない。その原因は，ブランド・コンセプト（ブランド・イメージの中核とな
るもの）の少なさにある。「ブランド・イメージ・マネジメント」において，ブランド・コンセプト
として採用されているのは「機能的」，「象徴的」，「経験的」の3側面のみである。彼らの抽出した
ブランド・コンセプトは消費者の価値観からもたらされているが，消費者の価値観についての研究
は，消費者行動研究の分野においてさらに進展している。一方でブランド研究の焦点は，これまで
ダイナミックな視点でのブランド構築や，ブランド認知プロセスの実証を主としてきた。そのため，
ブランド・コンセプト研究，また消費者にとって価値をもたらしているブランドの側面についての
議論があまり活発ではなかったのが現状である37。 
そこで本節は過去の消費価値研究から現代の多様化したブランド・コンセプトを整理し，そこか
ら企業が採用可能なGBI戦略を抽出することを目的とする。消費者の価値観を理解することは，企
業が注意を払わなければならない戦略上の必須事項であり，近年マーケティング研究における主要
な関心の一つになってきた38。それは消費者の価値観を基盤とした戦略は，企業基準のみを基盤と
した戦略よりも経営資源を効果的に導くことが可能なためである39。 
 
I. 消費価値研究 
 消費価値研究とは，消費行動に影響を与える消費者の価値観についての研究である40。1960年代
から 1970 年代にかけて，消費者行動研究においては S(Stimulus)‐O(Organism)‐R(Response)
モデルや，情報処理パラダイムを基礎とする研究がその中心を占めていた41。これらの研究におい
て，消費者は「論理的な思考」を行うことが前提として捉えられていた。しかし 1980 年代初頭，
このような前提への疑問が高まり，消費者行動における「より主観的な要因」へのアプローチが盛
                                                   
36 Park et al. (1986)は，まずブランド・イメージの中核となるもの（ブランド・コンセプト）を選
択し，それに見合ったマーケティング戦略を通して消費者へイメージを訴求するモデルを構築した。 
37 白井 (2006b), 15頁, 越川 (2010), 56-62頁。 
38 Woodruff, (1997), pp.139-140, Lin et al. (2005), p.140, Keller, (1993), p.10. 
39 Zeithaml, (1988), p.18. 
40 Sheth et al. (1991b), p.160. 
41 和田 他 (1996), 103頁。 
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んに行われるようになった42。その結果，消費者の価値観についての議論も活発化することになる。 
 
1. 消費価値（Consumption Values） 
 その後，消費者行動研究における消費価値研究はさらに進展したが，共通のコンセンサスが存在
しないという問題に直面することになる。しかし現在ではSheth et al. (1991a,1991b)の提唱する消
費価値（Consumption Values）が大きな支持を得ている43。その理由は，彼らの理論的フレームワ
ークが広範囲における研究領域，そして実証研究を集約したものであるためである。彼らの基盤と
する研究は，社会心理学，臨床心理学，実験心理学，経済心理学，消費経済学，社会学，社会成層
学，消費者行動学などの，650 を超える文献によってもたらされている44。また消費価値は多くの
実証が行われ，一貫した妥当性を得ているということもその一因である45。 
Sheth et al. (1991a, 1991b)が提示した消費価値は，「機能的価値（Functional）」，「社会的価値
（Social）」，「感情的価値（Emotional）」，「認識的価値（Epistemic）」，「条件的価値（Conditional）」
の5つである（図1-3）。各要因はそれぞれ独立しており，かつ消費行動には複数の消費価値が関連
しあっている。また，消費のどのような場面においても消費価値が機能しているとされている46。
本節ではSheth, at al. (1991a,1991b)の消費価値概念を基盤としてGBI戦略を抽出する。そのため，
彼らの消費価値については，それぞれ次節で詳しく説明，および検証する。 
 
図1-3 Sheth et al. (1991a,1991b)の消費価値 
 
出所：Sheth et al. (1991a), p.7を基に筆者作成。 
 
 1990 年代以降の消費価値研究においては，Holbrook (1996, 2006)の提唱する，「消費者価値
（Customer Value）」概念も支持を得ている。彼は消費行動を「外在的―内在的」，および「自己指
                                                   
42 Holbrook and Hirschman (1982), pp.132-140, Holbrook (2006), p.714，内田 (2008), 37頁。 
43 Sweeney and Soutar (2001), p.205, Mathwick et al. (2001), p.40, Pura (2005), p.515. 
44 Sheth et al. (1991a), pp.23-29. 
45 Sheth et al. (1991b), p.168, Sweeney and Soutar (2001), pp.203-220, Pura (2005), pp.509-538. 
46 Sheth et al. (1991b), pp.159-160. 
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向―他者指向」の 2軸から説明している（図 1-4）。Holbrook (1996)によれば，「外在的―内在的」
の枠組みは，「手段―目的関係」と関連しているとしている。つまり「外在的」とは，手段として更
なる目的を達成するための動機であり，一方で「内在的」とは消費それ自体が目的となるような動
機と位置付けられている。また「自己指向」とは，自分自身のための，または自分自身に影響を与
える枠組みである。それとは反対に「他者指向」とは，他者を意識した，他者との相互関係を考慮
した枠組みと定義されている。 
 
図 1-4 Holbrook (1996, 2006)の消費者価値概念 
 
出所：Holbrook (2006), p.715を基に筆者作成。 
 
「外在的」かつ「自己指向」であれば，「経済的価値（Economic）」が該当する。これには具体的
に，製品の効率性や品質の重視が挙げられている。また，「外在的」かつ「他者指向」であれば，「社
会的価値（Social）」が該当する。これには，所有することによる社会的名声，ステータスがある。
「内在的」で「自己指向」の場合，「快楽価値（Hedonic）」が挙げられている。これには消費体験，
製品の美しさなどによる自己充足などがある。最後に「内在的」で「他者指向」の場合，「利他的価
値（Altruistic）」が挙げられている。これには正義感，美徳観，信念を動機とした，他者への貢献
を伴う消費が該当する47。この「利他的価値（Altruistic）」を除けば，Holbrook (1996, 2006)の分
類は，Sheth et al. (1991a,1991b)の「消費価値（Consumption Value）」概念と重複点が多い。た
とえばHolbrook (1996, 2006)の「経済的価値（Economic）」はSheth et al. (1991a,1991b)の「機
能的価値（Functional）」と対応している。また両者とも「社会的価値（Social）」を採用しており，
さらに「快楽価値（Hedonic）」は「感情的価値（Emotional）」と概念の多くが重複している。 
 
2. 消費者の価値観 
日本においても，消費価値研究が行われている。野村総合研究所は1997年，2000年の2回に分
け，消費行動調査のため，日本人1万人へアンケートを行った。因子分析の結果，日本人の消費価
                                                   
47 Holbrook (1996), pp.138-142, Holbrook (2006), pp.714-725. 
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値は「寄らば大樹型」，「流行追求型」，「こだわり消費型」の3つに大別されている48。「寄らば大樹
型」とは，有名ブランド，有名メーカーの品を好んで消費し，価格が高くてもアフターサービスが
充実しているものを選択するという指向である。「流行追求型」とは，流行にこだわる，または他者
より先に新商品や新サービスを利用するといった指向である。そして「こだわり消費型」とは，自
己のライフスタイルにこだわって商品を選択し，また他者とは異なる個性的なものを敢えて選択す
るという指向である。彼らは消費における「日本人の三大価値観」として，このような分類を行っ
た。 
青木 (1997)は消費者の価値が「物理機能的価値」，「情緒的価値」，「精神的価値」によって構成さ
れているとしている49。「物理機能的価値」とは，ブランドの具体的で物理的な特徴に由来する機能
的な価値である。また「情緒的価値」とは，ブランドによってもたらされる気分や情緒などのメン
タルに由来する価値である。そして「精神的価値」とは文化，社会と密接に関連した消費者の精神
的側面を満足させる価値とされている。 
「ブランド価値」という観点からは，和田 (2002)が次のような概念を提示している。ここでの「ブ
ランド価値」とはブランドが消費者に提供する価値であり，同様に消費者にとっての便益である。
彼はそれらを「基本価値」，「便宜価値」，「感覚価値」，「観念価値」の４つに分類した50。「基本価値」
とは製品の物理的機能性であり，品質そのもの，また製品の優良度などに代表される。「便宜価値」
とは，製品の購買・消費時に利便性を提供する価値である。たとえば，価格や使用しやすいパッケ
ージの工夫などといったものである。「感覚価値」とは，五感を通して楽しい消費経験を提供する価
値である。製品や広告，販促物に感じる魅力や好感度が，感覚価値を構成している。最後に「観念
価値」は，ブランドが発信するノスタルジー，ファンタジー，ブランドの歴史への憧れや共感度，
また自己のライフスタイルへの共感度などによって構成される価値である。また「観念価値」は，
ブランドに単なる「品質や機能以外のストーリーを付加する」51ものと位置付けられている。「ブラ
ンド価値」概念において，それぞれの価値は階層的である。和田 (1997)によれば，それは「基本価
値が十分に提供されなければ便宜価値は創造されない」52というように，上位価値が下位価値を前
提に成り立っているためであるとしている。 
 
II. GBI戦略類型 
前節ではこれまでの消費価値研究をレビューしてきたが，本節ではSheth et al. (1991a,1991b)
の消費価値概念を基盤とし，GBI戦略の抽出を行う。彼らの概念は多岐の分野における多くの研究
                                                   
48 日戸・塩崎 (2001), 218-233頁。 
49 青木 (1997), 342-350頁。 
50 和田 (2002), 19-27頁。 
51 和田 (1997), 60頁。 
52 和田 (1997), 59頁。 
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を集約したものであり，実証的妥当性も存在する53。そのため本節では彼らの消費価値概念を基盤
とした。一般的に，ブランド・イメージとは「消費者の記憶内にあるブランド連想」54と定義され
ている。つまりブランド・イメージとは消費者が所持するイメージである。その一方で，本節では
「GBI戦略」を「企業が選択したブランドの意味を，消費者に対して訴求する戦略」と定義する55。
企業の発するブランド・イメージと，消費者の受け取るブランド・イメージは必ずしも一致すると
は限らない56。しかしGBI戦略を通して，企業はブランドの意味を消費者に訴求し，企業にとって
望ましいブランド・イメージを消費者の中に構築するのである。 
なお，本節では，Sheth et al. (1991a,1991b)の消費価値構成要素のひとつである「条件的価値
（Conditional）」を抽出過程において除外した。「条件的価値（Conditional）」とは，ある特定の状
況や場面に直面した時に発生する消費者の価値とされている。たとえば突然に雨が降ってきた場合，
傘需要が増大することや，店舗でのセールで予定していなかったモノまで「つい」購買してしまう
といった消費者の行動がこれにあたる。このように「条件的価値（Conditional）」は状況依存的で
偶然の出来事によりもたらされる消費であり，企業がイメージ戦略として恒常的にコントロールす
ることは難しい57。そのため本節ではGBI戦略抽出過程から除外した。 
 
1. 機能訴求 
 Sheth et al. (1991a,1991b)は「機能的価値（Functional）」を，製品における機能的側面，実利
的側面，または物理的性能側面によってもたらされた知覚であり，最も基本的な消費価値であると
している58。「機能的価値（Functional）」は，信頼性，品質，価格などによってもたらされる。オ
ーディオの選択時に音質を気にすること，また自動車の購入時に燃費性能や価格を重視することな
どがこれにあたる。 
Sweeney et al. (2001)は，彼らの「機能的価値（Functional）」が単純化しすぎであり，ひとつの
消費価値として捉えるのは難しいとしている。また，より洗練したモデルを構築すべきであると主
張している59。そのうえで，Sweeney et al. (2001)は機能的価値が「価格」と「品質」に分類可能で
あるということを実証によって明らかにしている。そのため，本節でも機能的価値を「価格重視
（Price）」，「品質重視（Quality）」の 2つに分類した。そもそも価格と品質にはトレードオフ関係
が存在している60。消費者は両者のバランスを考慮しながら消費を行うのである61。「価格」は消費
                                                   
53 Sheth et al. (1991a, 1991b), Sweeney and Soutar (2001), Mathwick et al. (2001), Lin et al. 
(2005), Pura (2005)を参照。 
54 Keller (1993), p.3. 
55 「ブランド・アイデンティティを，消費者に対して訴求する戦略」と換言することもできる。 
56 Howard (1977), p.28. 
57 イメージ戦略としてコントロールすることは難しいが，「条件的価値（Conditional）」を巧く用
いて消費に繋げようとする試みは存在する。詳しくはUnderhill (2000)を参照。 
58 Sheth et al. (1991a), p.18, Sheth et al. (1991b), p.160. 
59 Sweeney and Soutar (2001), p.204. 
60 Sweeney et al. (1999), p.79. 
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者にとって製品を獲得するための犠牲であり，ネガティブな要素である。その一方で「品質」は消
費者が受けとる恩恵であり，ポジティブな要素である62。このように「価格」と「品質」では，消
費者の知覚する価値が異なるのである。 
 
図 1-5 機能的価値の細分化 
 
出所：筆者作成。 
 
以上よりGBI戦略の視点においても同様に「価格訴求型」，「品質訴求型」の２つを用いる。「価
格訴求型」とはウォルマートの掲げる“Every day, Low price”や安さを訴求する“Private label”
などといった，低価格のトリガーとなるような訴求がこれにあてはまる63。一方で「品質訴求型」
とは，たとえばPanasonicの”Let’s note”が謳う高性能・高耐久性などといった，品質に関わる事実
やデータの訴求がこれにあたる。 
 
価格訴求型：低価格イメージ。価格という消費者の犠牲や負荷といった所与のネガティブ要素を低
減させるための訴求。 
品質訴求型：高品質イメージ。物理的性能，実用性，信頼性，サービスの質といった，消費者の受
け取る恩恵，品質に関わる事実やデータの訴求。 
 
2. 社会性訴求 
 「社会的価値（Social）」とは，特定の社会集団と自分との関わり合いによってもたらされた価値
である64。たとえば宝石などの顕示的商品の購入や，流行しているブランドを敢えて使用するとい
った「見せびらかし」や「他者と共有することが目的」の消費がこれにあたる。消費者は，社会的
な文脈に基づいてブランドを購買し，ブランドを自己表現の手段として用いている65。そして消費
者はブランドの購入・所有により，他人との差別化や卓越化を意図し，他の人と同一化を図ろうと
                                                                                                                                                     
61 Peter and Tarpey (1975), pp.29-37. 
62 Dodds et al. (1991), pp.307-319, Sweeney and Soutar (2001), p.206, Ahtola (1984), 
pp.623-626. 
63 Zeithaml (1988), p.15. 
64 Sheth et al. (1991a), p.19, Sheth et al. (1991b), p.161. 
65 Levy (1959), pp.117-124, 柴田 (2004), 101頁, 柴田 (2007), 185頁。 
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する66。社会的文脈の中での自己表現という視点からみれば，「社会的価値（Social）」は「他者との
差別化」ならびに「集団との同調」の 2 つに分類することが可能である67。そしてこれらは経済学
における消費外部性研究の「ヴェブレン型」，「スノッブ型」，「バンドワゴン型」効果によって説明
が可能である。 
ここで，「他者との差別化」については「ヴェブレン型」，「スノッブ型」，また「集団との同調」
には「バンドワゴン型」効果が該当する（図 1-6）。Leibenstein (1950)は，これらの効果を次のよ
うに説明している。「ヴェブレン型」効果とは，名声や虚栄のためにブランドを消費する行動を表し
ている68。安価なものより敢えて高価なものを選択するのと同時に，高級品を指向する傾向がある
のが特徴である69。また「スノッブ型」効果とは，希少性を指向する消費行動である。流行してい
るものや，一般大衆が所持しているものとは別のものを持ちたいという傾向が特徴である70。そし
て「バンドワゴン型」効果とは，他者との同調を指向する消費行動である。「スノッブ型」効果とは
反対に，流行しているものを消費したり，憧れの人が利用しているものを消費したりする傾向が特
徴である71。なお，「ヴェブレン型」ならびに「スノッブ型」には，一般大衆との分離という考えが
根底にあり，社会的ステータス獲得のための消費行動と捉えることができる。 
柴田 (1999)によれば，「集団との同調（バンドワゴン型）」は「積極的な同調」と「消極的な同調」
により構成されているとしている。「積極的な同調」は，理想に近い人と同じブランドを使用する行
動，また同一ブランドを所持・使用することによる仲間意識が挙げられている。一方で「消極的な
同調」については，集団の話題についていけなくなることを避ける行為，周りが知らないブランド
を所持・使用することの恥ずかしさなどが挙げられている72。 
以上から，社会的価値から抽出するGBI戦略は「ステータス訴求型」と「集団訴求型」の２つと
する。「ステータス訴求型」とは，たとえば Rolex の時計などといった，ブランドを所持・使用す
ること自体が成功の証となるようなイメージの訴求や，高級・希少性のあるブランドを所持・使用
することによる大衆との差別化を訴求するものなどがこれにあたる。「集団訴求型」とは，たとえば
著名人が所持・使用することなどによる集団への帰属を喚起する訴求，「売り上げ」や「シェア」の
ナンバーワンを謳うなど，社会的集団における流行を訴求するものがこれにあたる。 
 
ステータス訴求型：高級，希少性イメージ。ブランドを所持・使用することで得られる，社会的ス
テータスの訴求。 
                                                   
66 梅本 (1995), 39頁, 杉本 (1993), 101-105頁。 
67 自己表現手段としてのブランドが，「他者との差別化」，「集団との同調」などに分類可能である
という研究については，梅本 (1995), 杉本 (1993), 柴田 (1999), 柴田 (2003)を参照。 
68 一般的にこれは「顕示的消費行動」，また「衒示的消費行動」と呼ばれる。 
69 Leibenstein (1950), p.189, Kotler (1965), pp.42-44. 
70 Leibenstein (1950), p.189. 
71 Leibenstein (1950), p.189. 
72 柴田 (1999), 75-78頁。 
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集団訴求型：大衆，流行イメージ。著名人が所持・使用することなどによる集団への帰属や，流行
の訴求。 
 
図1-6 社会的価値の細分化 
 
出所：筆者作成。 
 
3. 感情訴求 
 Sheth et al. (1991a,1991b)によれば，「感情的価値（Emotional）」とは，気分や感情によっても
たらされた消費者の価値と定義されている。これは楽しさ，興奮，ロマンス，情熱，怒り，恐怖な
どの感情に由来する価値である73。たとえば，遊び心のある商品パッケージの消費や恐怖体験への
欲求からもたらされるホラー映画の消費などがこれにあたる。このような感情的価値に関する研究
は 1980 年代初頭に，消費者行動研究において「より主観的な要因」へのアプローチが行われるよ
うになり活発化した74。Holbrook (1996)は消費価値の感情的な側面を「快楽価値（Hedonic）」とい
う概念として捉え，消費体験，製品の美しさなどによる自己充足などを例示している。同様に，和
田 (2002)はこの側面を「感覚価値」という概念として捉え，サービス，パッケージ，広告などに感
じる楽しさ，五感体験から得られる感動などを挙げている。 
 このような消費価値を刺激するマーケティング手法として，近年「経験価値マーケティング」が
用いられるようになってきた。これは五感を通して，消費者に情動を引き起こすような消費経験を
提供するものである75。情動を伴う消費経験の訴求については，ハーレー・ダビットソン社の例を
挙げることができる。同社は大きな車体のバイクや独特のエンジン音などといった体験を，マーケ
ティングコミュニケーションを通して全面的に訴求している。これらの体験を通して，同社は消費
者に情緒的な関心をもたらすと同時に，「荒野を駆ける西部開拓時代のヒーロー」，「男らしさ」，「閉
鎖的な状況からの自由」などといった感情に訴えかけるイメージを消費者に伝えているのである76。
またアパレル・ブランドのAbercrombie & Fitchでは，店舗内に香水の噴霧器を常設しており，独
自にアレンジした音楽とともに，同社のイメージに沿って選出されたモデルが気軽に話しかけてく
                                                   
73 Sheth et al. (1991a), p.20, Sheth et al. (1991b), p.161. 
74 代表的な研究については，Holbrook and Hirschman (1982)を参照。 
75 経験価値マーケティングについての研究はSchmitt (1999), Schmitt (2003), Pine and Gilmore 
(1999)を参照。 
76 Aaker (1996), 邦訳, 176-180頁。 
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る。彼らは五感経験を通した楽しいイメージを消費者に訴求しているのである。このようにブラン
ドは，感情を通したイメージを消費者に伝達することも可能である。 
 以上から，「感情的価値（Emotional）」に由来するGBI戦略は「感情訴求型」とする。これは消
費経験，製品やそれに付随するサービスの楽しさなどといった感情に訴えかけるイメージの訴求で
ある。 
 
図1-7 感情訴求型 
 
出所：筆者作成。 
 
感情訴求型：経験を通した感情に関わるイメージ。特にブランドと消費者間の人的なコミュニケー
ション活動によって得られる，五感経験を通した感情（楽しい，情熱的など）に関わるイ
メージの訴求。 
 
4. 多様性・新規性訴求 
 つぎに「認識的価値（Epistemic）」について考察する。「認識的価値（Epistemic）」とは，好奇
心，目新しさや知識的欲求によってもたらされる価値である77。好奇心による他製品へのスイッチ，
新製品や新サービスへ即座に飛びつくような消費行動がこれにあたる。つまり製品に多様性や新規
性を求める消費価値である78。そしてこれらは「バラエティシーキング（以下VSと略記）」，「ノベ
ルティシーキング（以下NSと略記）」という概念として研究されてきた。先行研究において，一般
的に VS は消費者の多様性探索行為を説明する枠組みと定義されている79。また NS は，新しいモ
ノやサービスの探索，既知の刺激中における多様性を探し求める行為を説明するものであり，
Rogers (1976)は，新規性を求める消費行動を「イノベーションシーキング」とも呼んでいる80。そ
して彼の新製品普及理論において，特にこの傾向が顕著な層をイノベータ―と呼んでいる81。なお，
VS や NS の概念は重複する部分が大きいため，両者を総括して「バラエティシーキング」と呼ば
                                                   
77 Sheth et al. (1991a), p.21, Sheth et al. (1991b), p.162. 
78 Sheth et al. (1991a), pp.62-69, Sheth et al. (1991b), p.161. 
79 小川 (2005), 36頁, McAlister (1982), pp.141-142. なお「バラエティシーキング」の詳細なモデ
ルについては，McAlister and Passemier (1982)を参照。 
80 Hirschman (1980), p.284, Rogers (1976), pp.292-294. 
81 Rogers (1976), pp.292-294. 
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れることも多い82。 
これらの概念は，消費者による新しいモノや，今までと異なるモノへの欲求を基盤としている。
この消費価値を巧く用いたブランドの例としては Apple が挙げられる。同社の製品は iPhone や
iPadに代表されるように，新しい技術やシステムを利用したものが圧倒的に多い。 Business Week
誌「The 50 Most Innovative Companies」2010年版によれば，Apple は６年連続で首位を占めて
いる83。このことは同社の製品ラインナップから，消費者はAppleに対して革新的なイメージを構
築しているということを示唆している。また栗木 (2002)によれば，SONY ブランドに対して日本
の消費者は「創造性」，「最先端」などといったイメージを持っており，購買時の選択にあたり「機
能性」だけではなく，「新しさを味わうことができるか」などといった基準を重要視している84。以
上から「認識的価値（Epistemic）」に由来する GBI 戦略は，消費者の製品多様性・新規性探索行
動を考慮し次のように定義する。 
 
多様性・新規性訴求型：製品やサービスの多様性・革新的イメージ。豊富な製品バラエティや新技
術・新システムなどといった新規性（変化）の訴求。 
 
図1-8 多様性・新規性訴求型 
 
出所：筆者作成。 
 
5. 社会貢献訴求 
 前節でも述べた通り，Holbrook (1996, 2006)の提唱する消費価値概念は，Sheth et al. 
(1991a,1991b)の提唱する消費価値概念とその多くが重複している。しかし「利他的価値（Altruistic）」
についてはSheth et al. (1991a,1991b)の消費価値概念に構成されていない。ここでは「利他的価値
（Altruistic）」を考慮し，より幅広いGBI戦略類型を模索することにする。 
「利他的価値（Altruistic）」とは，他者へ貢献したいという欲求に由来する消費価値である85。
                                                   
82 Hirschman (1980), p.284. 
83 Arndt and Einhorn (2010), pp.34-40. なおこの調査は，革新的な企業に関する自由連想アンケー
トに基づいて作成されている。 
84 栗木 (2002), 18-23頁。 
85 Holbrook (1996), p.140, Holbrook (2006), p.716. 
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たとえば商品の売り上げ一部が社会貢献活動などに繋がっているような商品を，積極的に消費しよ
うとする行動がこれにあたる。この消費行動は「社会的価値（Social）」と同様に，「ブランドによ
る自己表現」概念で説明可能である。柴田 (2007)はブランドを自己表現の手段と捉え，その２つの
側面として「他者への自己表現」と「内的自己表現」を挙げている86。「他者への自己表現」とは，
「他者に対して自分に関するある特定の印象を与える行為」87である。そして「内的自己表現」と
は，「自分自身に対して語りかけるような内的で自己完結的な自己表現」88である。ここで，前者が
他者との関わり合いの中で自己表現を行うのに対し，後者の自己表現には他者との関わりが無い。
私たちには「他者に見せる」という行為を伴わずしても，ブランドを所持することで「自己概念」
または「アイデンティティ」を形成する側面があるとしている89。 
消費者は「利他的価値（Altruistic）」に由来する消費を通して他者に自己を表現し，他方で自己
概念やアイデンティティを維持する。たとえば環境に配慮している商品を購入し，それを持ち歩く
ことで，他者に対して「環境に配慮している自分」を表現することができる。また売り上げの一部
が募金される商品の消費を通して，「人の役に立っている自分」という自らの望むアイデンティティ
を確立することもある。近年，「利他的価値（Altruistic）」を刺激する手法として，コーズマーケテ
ィングが行われている。この手法は，商品の売り上げ一部を「社会問題の解決」や「環境への貢献」
へ費やすことを訴求して，消費意欲を喚起しようとするものである。このようにブランドは社会貢
献イメージを通して「利他的価値（Altruistic）」を刺激することも可能である。よって，ここでの
GBI戦略は次のように定義する。 
 
社会貢献訴求型：他者への貢献イメージ。ブランド消費による社会や環境への貢献を訴求。 
  
                                                   
86 柴田 (2007), 197-212頁。 
87 柴田 (2007), 209頁。 
88 柴田 (2007), 209頁。 
89 柴田 (2007), 208-209頁。 
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図1-9 社会貢献訴求型の位置付け 
 
出所：筆者作成。 
 
III. まとめ 
 これまでSheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値概念を基盤としながら，GBI戦略を抽出してき
た。抽出された要素は「価格訴求型」，「品質訴求型」，「ステータス訴求型」，「集団訴求型」，「感情
訴求型」，「多様性・新規性訴求型」，「社会貢献訴求型」の７つである。そして，これらをまとめた
ものが表1-8である。消費者を理解することで，ブランドはより適切なイメージ戦略を採用するこ
とができる。本節では消費価値概念を基盤とし，GBI戦略の類型化を行った。ここでの本節の意義
は，Park et al. (1986)による「ブランド・イメージ・マネジメント」概念では捉えきれなかった「現
代の多様化したGBI戦略」を説明可能にしたところにある。また本GBI戦略類型は，マーケター
やブランド・マネージャーに選択肢を提供し，マーケティング手法選択の一助となるものである。 
一方で，本節には「概念の精緻化」，「製品群差異の考慮」，「ダイナミックな視点の欠如」という
課題が存在する。まず概念をより精緻化する必要がある。それぞれのGBI戦略の間に階層性は存在
するのか，またこれらの戦略は消費者の内在的要素に訴えるものなのか，外在的要素に訴えるもの
なのか。これらを明らかにし，概念をより精緻化する必要がある。また本節において，GBI戦略の
製品群差異は考慮されていない。消費者がどのようなイメージを重視するかは，製品群によって偏
りがある90。そのためどのような製品群において，どのようなイメージ戦略がより効果的であるの
かを考慮する必要がある。最後に，本節ではダイナミックな視点が欠如している。ブランド導入期
からブランドが成熟するにつれて，場合によってイメージ戦略も変化させる必要がある91。ダイナ
ミックな視点を取り入れ，長期的なブランド・イメージ・マネジメント・モデルを構築する必要が
ある。 
                                                   
90 白井 (2006a), 39頁, 梅本 (1995), 37-48頁。 
91 Zeithaml (1988), p.10. 
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企業は海外市場で展開するにあたって，対象国の状況がどのようになっているのかを詳細に理解
する必要がある。そのうえで多様なGBI戦略，そしてそれに伴う適切なグローバル･マーケティン
グを活用し，消費者に価値を訴求しなければならない。Ghamawat (2007)は国の異質性（国家間の
差異）が「文化的」，「制度的」，「地理的」，「経済的」によって説明可能であるとしている。本研究
では，各国における有効なGBI戦略を考慮するにあたって，文化の概念を検討することにする。文
化の概念は，消費者の購買行動に大きな影響をもたらしていると考えられる。そこで，まず次章に
おいて，文化特性とGBI戦略の関係を明らかにし，どのような文化圏にどのようなGBI戦略を訴
求したら効果的かを検討することにする。 
 
表1-8 GBI戦略類型 
 
出所：筆者作成。 
 
 
 
ブランド・イメージ戦略 消費価値 研究者名
Ahtola (1984)
Dodds, et al. (1991)
Peter and Tarpey (1975)
Sweeney and Soutar (2001)
Zeithaml (1988)
Kotler (1965)
Leibenstein (1950)
Levy (1959)
梅本 (1995)
柴田 (1999,2003,2004,2007)
杉本 (1993)
Holbrook (1996,2006)
Holbrook and Hirschman (1982)
Pine and Gilmore (1999)
Schmitt (1999, 2003)
Hirschman (1980)
McAlister (1982)
McAlister and Passemier (1982)
Rogers (1976)
小川 (2005)
Holbrook (1996，2006)
柴田 (2007)
価格訴求型
機能的価値
（Functional）
品質訴求型
ステータス訴求型
社会的価値
（Social）
集団訴求型
感情訴求型
感情的価値
(Emotional)
多様性・新規性訴求型
認識的価値
（Epistemic）
社会貢献訴求型
利他的価値
（Altruistic）
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2章 各国民文化圏におけるGBI戦略 
 
第１節 各国民文化圏におけるGBI戦略 
 
※本節は古川 (2012)を基に構成している。 
 
 
序章で述べた通り，日本企業の多くが製品やサービスにおける品質や機能の向上に競争優位の源
泉を見出し，高品質・高機能の製品を消費者に提供してきた。しかし企業の国際的な活動の増加に
伴い，市場に多様な消費者が出現することで，このような努力が必ずしも結実しないという現実が
生じている。つまり製品やサービスにおける日本企業の高品質・高機能依存は，国際展開を行う上
での障害になる場合があるのだ。本研究ではこれまで品質や機能性といった側面に限らない多様な
GBI戦略を提示してきた。本節では1章で抽出した7つのGBI戦略がどのような文化圏で効果的
であるのかを理論的に検討することを目的としている。文化の概念には，Hofstede et al. (2010)の
提示する最新の国民文化概念を用いた1。 
 
I. 文化研究の変遷 
 本節ではHofstede, Geert（以下，Hofstede）の文化概念を用いて，各文化圏におけるGBI戦略
の有効性を検討する。彼の文化概念は強固なものとして捉えられており，グローバル・マーケティ
ング分野の研究でも用いられてきた2。また彼の文化概念は現代的有効性も高く，これまでに多様な
分野の研究で数多く引用されている。その理由を文化研究の変遷と共に以下で述べる。 
 
1. Hofstedeの国民文化研究 
 Hofstede は文化を「ある環境下における人々の，集合的な心のプログラム」と定義している3。
そのうえで彼は1968年から1978年にかけて，全世界の11万6000人を超える IBM社員を対象に
調査を行い，文化差異を分析した。その結果，「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「男性らしさ‐
女性らしさ」，「不確実性の回避」といった４つの文化特性を抽出した4。彼の抽出した４つの文化特
性はその後，主に社会科学の分野における国際的な研究に多く用いられた5。しかしその一方で，
                                                   
1 以降，文化とはすべて国民文化のことを示す。 
2 Mooij (1998), pp.91-92, Mooij (2004), pp.36-46, Hofstede et al. (2010), pp.409-412. 
3 Hofstede (1980a), p.43. 
4 Hofstede (1983), pp.75-85, Hofstede et al. (1990), p.288, Hofstede (1991), 邦訳, 13-147頁。なお，
それぞれの特性については本節の後半で説明する。 
5 Mooiji (1998), pp.91-92, Smith and Bond (1998), 邦訳, 55頁, Mooiji (2004), pp.45-46, Hofstede 
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1960 年代から 70 年代にかけて行われた彼の文化特性は古く，その現代的有効性が問われている。
また彼の研究では，サンプルの多くがマーケティングとサービス部署における男性から抽出されて
いる。そのため，男女比や組織が異なった場合でも同じような結果が抽出されるのかといった事も
疑問視されている6。そこで次項よりHofstede の研究が発表された 1980 年以降の文化研究を追い
ながら，この問題を検討していくことにする7。 
 
2. 1980年以降の文化研究 
(1) Chinese Value Survey (CVS) 
1980年代までに行われていた文化研究や価値観研究は，被験者に対する質問票が西洋人向けに作
成されていたことが問題であった8。Bond, Michael H.（以下，Bond）は1980年代末，東洋人向
けに質問票を改定することでこの問題を解消し，世界23カ国の学生，約2300人を対象に価値観調
査を行った9。この改訂された質問票による調査はChinese Value Survey (CVS)と呼ばれている。
そしてCVSを行った結果，4つの特性が抽出された。それらは「道徳的規律」，「統合」，「人間らし
さ」，「儒教的ダイナミズム」である10。その後，BondとHofstedeが共にCVSを分析した結果，「道
徳的規律（CVS）」と「権力格差（Hofstede）」，「統合（CVS）」と「個人主義‐集団主義（Hofstede）」，
そして「人間らしさ（CVS）」と「男性らしさ‐女性らしさ（Hofstede）」のそれぞれの特性に関連
性があることが確認された11。なおCVSで抽出された残りの特性である「儒教的ダイナミズム」は，
東洋だけでなく西洋の思想においても認識されている12。それにもかかわらず，従来のHofstedeに
よる文化概念では説明できなかったため，Hofstede (1991)はこれを「長期志向‐短期志向」と命名
し，5 つ目の特性として新たに採用した13。CVS の調査は Hofstede の調査と実施時期が異なるだ
けでなく，男女の割合，そして異なるサンプルを対象としている14。それにもかかわらず，「不確実
性回避」以外の特性が重なり合っていたということは特筆すべきことである。 
 
(2) Schwartz Value Survey 
 イスラエルの心理学者であるSchwartz, Shalom H. (以下，Schwartz)は，1988年から1993年
にかけて世界 49カ国（1カ国につき約 122人），6年間で約 3万 5000人を対象とした価値観調査
                                                                                                                                                     
et al. (1990), p.288. 
6 Smith and Bond (1998), 邦訳, 55頁。 
7 彼の研究が良く知られるようになったのは，Hofstede (1980b)が公刊されてからである。 
8 本節では，価値観を「個人が持つ物事の評価軸」と定義する。なお文化とは「それぞれの価値観
を社会的集合として見た時に，表れる傾向」を示す。 
9 Hofstede and Bond (1988), p.15, Hofstede (1991), 邦訳, 172-173頁。 
10 Hofstede (1991), 邦訳, 174-177頁。 
11 Hofstede and Bond (1988), p.15, Hofstede (1991), 邦訳, 173-177頁。 
12 Hofstede (1991), 邦訳, 176頁。 
13 Hofstede et al. (2010), pp.37-38. 
14 Smith and Bond (1998), 邦訳, 57頁。 
62 
 
を行った15。その結果，彼はまず個人レベルの価値観として 10 の特性を抽出した。そしてその後，
彼は文化レベルに研究をまとめ，10あった特性を7つの特性に集約した16。それらは「保守主義」，
「感情的自律」，「知的自律」，「階層性」，「平和主義的コミットメント」，「支配」，「調和」である。
なお，Schwartzによる文化レベルの 7特性とHofstedeによる 4つの文化特性（「長期志向‐短期
志向」を含まない）を比較分析した場合，すべての特性において関連性が確認されている17。それ
ぞれの対応は「保守主義（Schwartz）」と「集団主義（Hofstede）」，「感情的自律（Schwartz）」と
「個人主義（Hofstede）」，「知的自律（Schwartz）」と「弱い不確実性回避（Hofstede）」，「階層性
（Schwartz）」と「大きい権力格差（Hofstede）」，「平和主義的コミットメント（Schwartz）」と「小
さい権力格差（Hofstede）」，「支配（Schwartz）」と「男性らしさ（Hofstede）」，「調和（Schwartz）」
と「女性らしさ（Hofstede）」である18。このように Schwartz の文化研究では，Hofstede の文化
概念に対応する特性が確認された。 
 
(3) Trompennarsの文化概念とGLOBE調査 
 オランダ人のTrompenaars, Fons (以下，Trompenaars)は，1950年代から1960年代における
アメリカの社会学者達によってもたらされた概念的な区別を用いて 7 つの文化特性を提示した19。
それらは「普遍主義‐個別主義」，「個人主義‐共同体主義」，「関与特定的‐関与拡散的」，「感情中
立的‐感情表出的」，「達成型地位‐属性型地位」，「内部志向‐外部志向」，「時間志向性」である20。
そして彼は1980年代後半から1990年代前半にかけて，50か国の会社員，約3万人を対象に，こ
の文化特性に関するデータを収集した21。Trompenaarsの文化特性を実証しようとした研究は少な
いが，その一つにおけるSmith and Dugan (1996)による分析では，Trompenaarsの「個人主義‐
共同体主義」とHofstedeの「個人主義‐集団主義」における関連性が確認されている22。 
 その後，1994年から 1997年にかけて，Hofstedeの文化概念と関連性の深いGLOBE調査が行
われた。この調査はアメリカのHouse, Robert J. (以下，House)によるもので，世界62カ国の食品
加工業，金融，通信サービス業における951団体のミドルマネージャー，約1万7000人のサンプ
ルを対象としたものである23。GLOBE とは，Global Leadership and Organizational Behavior 
Effectivenessの略であり，文化がどのように組織のリーダーシップに影響するかについての分析を
                                                   
15 Schwartz (1999), pp.30-32. 
16 Schwartz and Bardi (1997), pp.385-410, Smith and Bond (1998), 邦訳, 60頁, Schwartz (1999), 
p.23. 
17 Smith and Bond (1998), 邦訳, 66頁, Mooij (2004), p.39, Hofstede et al. (2010), p.41. 
18 Smith and Bond (1998), 邦訳, 66頁。 
19 Smith and Dugan (1996), p.235. 
20 Trompenaars and Hampden-Turner (1997), 邦訳, 50-271頁。 
21 Trompenaars and Hampden-Turner (1997), 邦訳, 2-3頁。 
22 Smith and Dugan (1996), pp.249-250. 
23 House et al. (2004), pp.11-22. 
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目的としていた24。またHouseはGLOBE調査を基にして，リーダーシップに焦点を充てた分析だ
けではなく，国家や組織の文化に関する分析も行っている。GLOBE 調査はHofstede の 5 つの文
化特性を拡張するため，まず 9つの特性を理論的に導出した25。またこの 9つの特性は「慣習」と
「価値観」といった2つの側面に分類され，最終的に18の特性にまで細分化された。9つの特性と
は，「権力格差」，「不確実性回避」，「制度的な集団主義」，「排他的な集団主義」，「自己主張的」，「性
別平等主義」，「将来志向」，「人間性志向」，「成果志向」である26。そして，この18の特性を基に実
証が行われた。Hofstede (2006)は，GLOBE調査の結果と彼自身の文化特性の関係を分析している。
その結果，両者の研究結果に強い関連性が確認されている。GLOBE 調査は Hofstede の文化概念
の発表から約 25 年後に実施されたものであり，かつ質問票も回答者も異なる。しかし，GLOBE
調査の結果は Hofstede の「男性らしさ‐女性らしさ」を除いたすべての文化特性を強く支持する
ものであった。GLOBE 調査は Hofstede による文化研究の理解をさらに深めることに貢献してい
る。 
 
(4) World Values Survey (WVS) 
 世界中の社会科学者や企業が協力して行う大規模な価値観調査がWorld Values Survey (WVS)
である。WVSはアメリカの Inglehart, Ronaldによって組織されており，1981年から 2008年に
かけて5回の世界的調査を行っている27。これまでに世界90カ国（1カ国につき約1000サンプル），
約 25 万 7000 人を対象にデータが収集された。WVS は，環境，経済，教育，人々の感情，家族，
性別，性的関心，幸福，健康，余暇，友情，モラル，宗教，社会，政府と政治，仕事といった多岐
にわたる人々の価値観を調査しており，調査結果をWeb上で公開している28。 
ブルガリアのMinkov, Michael (以下，Minkov)は2007年，WVSの膨大な調査結果を詳細に分
析することで3つの文化特性を抽出した。それらは「排他主義‐普遍主義」，「物質主義‐謙虚さ」，
「気ままさ‐自制」である29。Minkovはその後，Hofstedeと共に文化研究を行い，「排他主義‐普
遍主義（Minkov）」と「集団主義‐個人主義（Hofstede）」，また「謙虚さ‐物質主義（Minkov）」
と「長期志向‐短期志向（Hofstede）」の関連性を確認した30。しかしMinkovの「気ままさ‐自制」
の特性は，Hofstedeによる5つの文化特性では説明のできない要素であった。そのためHofstede et 
                                                   
24 House et al. (2004), p.9. 
25 ここで考慮されたHofstedeによる5つの文化特性は，「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「男
性らしさ‐女性らしさ」，「不確実性の回避」，「長期志向‐短期志向」である。 
26 House et al. (2004), pp.11-14. 
27 第1回：1981-1984年，第2回：1989-1993年，第3回：1994-1998年，第4回：1999-2004
年，第5回：2005-2008年。なお現在，2010年から2012年にかけた価値観調査が進行中である。 
WVS web page, http://www.worldvaluessurvey.org/ (2011/10/28 accessed). 
28 調査結果はWVS web page, http://www.worldvaluessurvey.org/に掲載されている。 
29 Minkov and Hofstede (2011), pp.15-16, Hofstede et al. (2010), pp.44-45. 
30 Hofstede et al. (2010), pp.44-45. 
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al. (2010)は，6つめの文化特性として「気ままさ‐自制」を採用した31。また，Hofstede and Minkov 
(2010)はWVSのデータを用いて，Hofstedeによる「長期志向‐短期志向」の国家スコアを更新す
ることに成功した。これまでの「長期志向‐短期志向」は，23カ国の国家スコアしか得られていな
いことが問題であった。しかしHofstede and Minkov (2010)によって93カ国の「長期志向‐短期
志向」スコアが得られるようになった32。 
 以上，1980年以降の文化研究を追ってきた。これまでの文化研究はHofstedeによる文化研究の
成果と矛盾するものではなく，むしろ彼の文化特性を維持し，拡大してきている。彼の文化特性は
時代と共に進化してきた。このことから Hofstede による文化特性の現代的有効性が確認できる。
さらにHofstedeは時代による文化特性の変化について次のように述べている。「仮に文化特性が変
化していたとしても，その変化はすべての国々において一斉に発生しており，文化スコアの相対的
な位置は無傷である」33。このことは，Hofstede自身が第三者による客観的かつ実測的な指標を用
いて確認している34。 
 
II. 各文化圏におけるGBI戦略 
 前節で述べてきた通り，Hofstedeの提示する文化特性は現代的有効性が高く，強固なものである。
さらに彼の文化特性は，グローバル・マーケティングのための分析でも有用であるとされている35。
そこで本節ではHofstedeによる6つの文化特性（「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「男性らし
さ‐女性らしさ」，「不確実性の回避」，「長期志向‐短期志向」，「気ままさ‐自制」）を用いて，各文
化圏における GBI 戦略の有効性を検討する。なお 1 章において，過去のグローバル・ブランド・
イメージ（GBI）研究で用いられたHofstedeの4つの文化特性を紹介した。本節ではHofstede et 
al. (2010)の最新の成果を取り入れながら，改めて先述の4特性，そして新しく追加された2特性を
示し検討することにする。 
 
1. GBI戦略 
本研究では2章で，消費者行動研究におけるSheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値概念を基盤
に現代の多様化したブランド・コンセプト（GBI戦略の中核となるもの）を整理し，企業が採用可
能な７つのGBI戦略を抽出した36。抽出したGBI戦略は，「価格訴求型」，「品質訴求型」，「ステー
タス訴求型」，「集団訴求型」，「感情訴求型」，「社会貢献訴求型」，「多様性・新規性訴求型」である。
                                                   
31 Hofstede et al. (2010)の邦訳版（2013年出版）では，この指標を「放縦‐抑制」と翻訳している。
拙稿（古川 (2012)）ではこの指標を「気ままさ‐自制」と翻訳し既に発表しているため，本項にお
いても，「気ままさ‐自制」という訳語を用いて論を進める。 
32 Hofstede et al. (2010), pp.252-254, Hofstede and Minkov (2010), p.449. 
33 Hofstede et al. (2010), p.34. 
34 Hofstede et al. (2010), pp.38-39. 
35 Mooij (1998), pp.91-92, Mooij (2004), p.46. 
36 消費価値概念とは，消費者の価値観についての研究成果である。消費者の価値観である「消費価
値」は，消費行動の動因となっている。 
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前章と同様，便宜的にそれぞれの概要を示す。 
 
価格訴求型：低価格イメージ。価格という消費者の犠牲や負荷といった所与のネガティブ要素を低
減させるための訴求。 
品質訴求型：高品質イメージ。物理的性能，実用性，信頼性，サービスの質といった消費者の受け
取る恩恵。品質にかかわる事実やデータの訴求。 
集団訴求型：大衆，流行イメージ。著名人が所持・使用することなどによる集団への帰属や，流行
の訴求。 
ステータス訴求型：高級，希少性イメージ。ブランドを所持・使用することで得られる，社会的ス
テータスの訴求。 
感情訴求型：経験を通した感情に関わるイメージ。特にブランドと消費者間の人的なコミュニケー
ション活動によって得られる，五感経験を通した感情（楽しい，情熱的など）に関わるイ
メージの訴求。 
社会貢献訴求型：他者への貢献イメージ。ブランドの消費による社会や環境への貢献を訴求。 
多様性・新規性訴求型：製品やサービスの多様性・革新的イメージ。豊富な製品バラエティや新技
術・新システムなどといった新規性（変化）の訴求。 
 
2. Hofstedeの国民文化概念とGBI戦略 
(1) 権力格差 
権力格差とは，「それぞれの国の制度や組織において，権力の弱い成員が，権力が不平等に分布し
ている状況を予期し，受け入れている程度」37と定義されている。権力格差は，ラテン系諸国，ア
フリカ，アジアなどでは大きく，ラテン系以外のヨーロッパ諸国，北米などでは小さい38。権力格
差は「権力の差」にどのように対応するかで，その大きさが決定される。上司と部下の関係に例え
ると次のようになる。権力格差が大きい場合，部下にとって上司は近づきがたく，面と向かって反
対意見を述べることはほとんどありえない。つまり上司と部下の感情的な隔たりが大きく，権力の
弱い者は権力者の決定に依存することになる。逆に権力格差が小さい場合，部下はかなり気軽に上
司と接し，反対意見を述べることもできる。つまり権力者と権力の弱い者との感覚的な隔たりが相
対的に小さく，両者が相互依存の関係になっている。 
Hofstede (1980a, 1980b, 1991)によれば，権力格差が大きい場合，人々は特権や地位を表すシン
ボルや権力の誇示を志向することが述べられている。またこの場合，他者は「自身の権力を脅かす
脅威」とみなされる。そして権力の弱い者同士でさえも，他者を信頼する規範が弱いために連帯感
を持って活動することが難しいとされている39。以上より権力格差が大きい場合，上述したGBI戦
                                                   
37 Hofstede (1991), 邦訳, 27頁。 
38 Hofstede (1991), 邦訳, 23-26頁。 
39 Hofstede (1980a), p.46, Hofstede (1980b), 邦訳, 111頁, Hofstede (1991), 邦訳, 36頁, Hofstede 
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略におけるステータス訴求型が有効に作用すると考えられる。ステータス訴求型は，地位や権力を
はじめとした欲求を満たすものであり，ここでの傾向と一致する。またこの場合，人々は連帯意識
が弱く，他者への不信感を持っているため，集団訴求型は負の影響をもたらすと想定される。一方
で権力格差が小さい場合，人々は相互依存すべきであると考える傾向にあり，皆が連帯感を持って
活動することができる。この場合，人々は平等という意識が強いためにステータスを示すことは避
けられる40。つまり権力格差が小さい場合，集団訴求型が有効に作用すると考えられる。集団訴求
型は，他者との相互依存，連帯感をもたらす。一方で，ステータス訴求型は人々の平等意識を損な
うものとみなされるために負の影響をもたらすと考えられる。これらをまとめると次の通りである。 
 
 ステータス訴求型は，権力格差が大きい社会で有効であり，権力格差が小さい社会では負の影
響を持つ。 
 集団訴求型は，権力格差が小さい社会で有効であり，権力格差が大きい社会では負の影響を持
つ。 
 
(2) 個人主義‐集団主義 
「個人主義‐集団主義」は次のように定義されている。「個人主義（Individualism）を特徴とす
る社会では，個人と個人の結びつきはゆるやかである。人はそれぞれ，自分自身と肉親の面倒をみ
ればよい。集団主義（Collectivism）を特徴とする社会では，人は生まれた時から，メンバー同士
の結びつきの強い内集団に統合される。内集団に忠誠を誓うかぎり，人はその集団から生涯にわた
って保護される」41。個人主義の傾向は，西欧や北米で強く，集団主義の傾向は，アフリカ，南米，
アジアで強い42。 
個人主義社会においては，何かを行う際に個人を強く意識する傾向があり，集団というよりは個々
人でのパフォーマンスを向上させることに重点をおく。また個人的な時間や自由を志向する傾向が
あり，何でも自分でやってみるなどといった経験を大切にする。自身のライフスタイルを表現でき
るような消費を行い，楽しさや快楽を志向する43。この場合，個人主義社会においては経験や楽し
さをもたらす感情訴求型が有効に作用すると考えられる。一方で集団主義社会においては，何かを
行う際にチームワークやメンバーシップが意識され，集団でのパフォーマンスを向上させることに
重点を置く。また集団で行われた決定を信じる傾向があり，消費を行う場合は社会的なネットワー
                                                                                                                                                     
et al. (2010), pp.67-88. 
40 Hofstede (1980a), p.46, Hofstede (1980b), 邦訳, 111頁, Hofstede (1991), 邦訳, 36頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.67-88. 
41 Hofstede (1991), 邦訳, 51頁。 
42 Hofstede (1991), 邦訳, 51-54頁。 
43 Hofstede (1980a), p.48, Hofstede (1980b), 邦訳, 224頁, Hofstede (1991), 邦訳, 68頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.112-117. 
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クを情報源とする傾向がある44。この場合，他者の情報や集団帰属意識をもたらす集団訴求型が有
効であると考えられる。 
 
 感情訴求型は，個人主義社会で有効である。 
 集団訴求型は，集団主義社会で有効である。 
 
(3) 男性らしさ‐女性らしさ 
「男性らしさ‐女性らしさ」については，「仕事の目標」というテーマにより分類されている。仕
事の中でも「給与」，「仕事に対する承認」，「昇進」，「やりがい」といったことを目標にする社会を
「男性らしさ」と定義している。一方で「上司との関係」，「仕事の協力」，「居住地」，「雇用の保障」
に目標をおく社会を「女性らしさ」と定義している。男性らしさの傾向は，日本，オーストリア，
イタリア，スイスなどで強く，一方，女性らしさの傾向は，スウェーデン，ノルウェー，オランダ，
デンマーク，アジアではタイ，韓国などで強い45。 
男性らしさの強い社会では，人々は，自己主張，競争といった目的を持っており，男女の社会的
な役割が決められている傾向がある。また野心的かつ自己主張が強く，強さやステータスを志向し，
物質的な成功や進歩を目指している。消費については，高価なものを志向する傾向にあり，商品に
関するデータや事実に関心を持つ46。以上より男性らしさの強い社会では，「顕示的であり，敢えて
高価な商品を選択する消費者」を対象としたステータス訴求型が有効であると考えられる。また，
商品の機能，スペックや品質といったデータや事実を訴求する品質訴求型も有効であると考えられ
る。一方で女性らしさの強い社会では，人々は他者への配慮，社会環境を重視している。そして男
女の性的役割が明確でないことが特徴である。社会的弱者をはじめとした「他者」に配慮した活動
を行い，奉仕活動に関心がある。また，自国の経済成長よりも海外援助や環境保護に目を向ける傾
向にある47。よって女性らしさの強い社会では，社会や環境といった他者への貢献を訴求する社会
貢献訴求型が有効であると考えられる。 
 
 ステータス訴求型・品質訴求型は，男性らしさの強い社会で有効である。 
 社会貢献訴求型は，女性らしさの強い社会で有効である。 
 
                                                   
44 Hofstede (1980a), p.48, Hofstede (1980b), 邦訳, 224頁, Hofstede (1991), 邦訳, 68頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.112-117. 
45 Hofstede (1991), 邦訳, 85-89頁。 
46 Hofstede (1980a), p.49, Hofstede (1980b), 邦訳, 273頁, Hofstede (1991), 邦訳, 99-100頁, 
Hofstede et al. (2010), pp.163-175. 
47 Hofstede (1980a), p.49, Hofstede (1980b), 邦訳, 273頁, Hofstede (1991), 邦訳, 99-100頁, 
Hofstede et al. (2010), pp.163-175. 
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(4) 不確実性回避 
「不確実性の回避」は，「ある文化の成員が不確実な状況や未知の状況に対して脅威を感じる程度」
48と定義されている。不確実性回避の傾向は，ラテンアメリカ，ラテン系ヨーロッパ，地中海諸国，
日本，韓国では強く，日本，韓国以外のアジア諸国，アフリカ諸国，アングロ系と北欧諸国では弱
い49。 
不確実性の回避が強い社会においては，曖昧さや自分の持つ不安をすぐに解消したいという欲求
が強い傾向にある。人々にとって不確実性は脅威とみなされており，取り除かれなければならない
ものと考えられている。また奇抜なアイデアや行動を抑制し，革新に対する抵抗があるのが特徴で
ある。保守的な傾向を持っており，逸脱しているものを危険視する50。以上より不確実性の回避が
強い社会では，商品に関するデータや事実を訴求し，消費者の曖昧さを低減させる品質訴求型が有
効であると考えられる。しかしこの場合，変化や革新性，これまでと違うといった点を訴求する多
様性・新規性訴求型は，曖昧さや不安を低減させようとする傾向と反するものであり負の影響をも
たらすと考えられる。一方で不確実性の回避が弱い社会においては，曖昧な状況であっても，危険
についてよくわからなくても比較的平気であるといった傾向がある。むしろ変化に関心や好奇心を
持ち，奇抜で革新的なアイデアを受け入れるといった特徴を持つ51。そのため，この場合は変化や
新しさといった点を訴求する多様性・新規性訴求型が有効であると考えられる。 
 
 品質訴求型は，不確実性の回避が強い社会で有効である。 
 多様性・新規性訴求型は，不確実性の回避が弱い社会で有効であり，不確実性の回避が強い社
会では負の影響を持つ。 
 
(5) 長期志向‐短期志向 
「長期志向‐短期志向」は次のように定義されている。長期志向は，忍耐や倹約といった「将来
の報酬を得るために必要な活動」を志向する社会を表しており，短期志向は，伝統，面子の維持，
そして付き合いを果たすといった「過去や現在に関係した活動」を志向する社会を表している52。
長期志向は，西アジアやヨーロッパ圏の国々で多く見られる。一方で短期志向は，カナダ，ニュー
ジーランド，アメリカ，オーストラリアといったアングロ系の国々，中東，アフリカ，南アメリカ
の国々に多い53。 
                                                   
48 Hofstede (1991), 邦訳, 119頁。 
49 Hofstede (1991), 邦訳, 119-120頁。 
50 Hofstede (1980a), p.47, Hofstede (1980b), 邦訳, 179頁, Hofstede (1991), 邦訳, 133頁, 
Hofstede et al. (2010), pp.197-208. 
51 Hofstede (1980a), p.47, Hofstede (1980b), 邦訳, 179頁, Hofstede (1991), 邦訳, 133頁, 
Hofstede et al. (2010), pp.197-208. 
52 Hofstede (1991), 邦訳, 176-177頁, Hofstede et al. (2010), p.239. 
53 Hofstede et al. (2010), pp.255-259. 
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 長期志向の社会では，人々は将来性を重視しているため，長い時間をかけてでも辛抱強く努力し
ようとする。また資源を節約し，費用を抑え金銭の無駄遣いを避けようとする傾向にあり，貯蓄に
励むという特徴を持っている54。そのため長期志向の社会では，大量消費を避け，ひとつのものを
長く利用しようとする傾向があると考えられる。長期的にブランドを利用し，無駄な支出を避ける
ためにも，ある程度価格が高くても品質の良いブランドを購入しようとする傾向があると想定され
る。また，価格と品質にはトレードオフの関係が存在しているため，低価格のブランドは敬遠され
ることが想定される。以上より，長期志向の社会では，品質訴求型が有効であり，価格訴求型は負
の影響力を持つと考えられる。一方で短期志向の社会では，早く結果を出すことが重視されている。
短期志向の社会における人々は，貯蓄が少なく，消費に投資できる資金が少ないとされている。さ
らに人々は仲間との付き合いやステータスに関心を持ち，面子にこだわっている。また他者に負け
ないように見栄をはることが倹約や忍耐よりも重要視されている。以上より，短期志向の社会では
価格という消費者の犠牲や負荷を低減させる価格訴求型，ならびにステータスや面子の維持に効果
をもたらすステータス訴求型が有効であると考えられる。 
 
 品質訴求型は，長期志向の社会で有効である。 
 価格訴求型は，短期志向の社会で有効であり，長期志向の社会では負の影響力を持つ。 
 ステータス訴求型は，短期志向の社会で有効である。 
 
(6) 気ままさ‐自制 
「気ままさ‐自制」は，次のように定義されている。気ままさとは，人生を楽しみ，楽しい時間
を過ごすために必要な，人間の基本的で自然な欲求を充足させることに開放的な傾向である。一方
で自制とは，厳格な社会的規範により，そのような欲求が抑制され，規制される必要があると信じ
る傾向を表している55。気ままさの傾向は，ラテンアメリカの北部や西アフリカの国々で多い。そ
して自制の傾向は，西・南アジアや西ヨーロッパ諸国に多い56。 
気ままさを志向する社会では，人々は「楽しさ」に関連した活動を大切にする。余暇を気ままに
過ごすことに価値を置き，浪費を厭わず楽観的である。またこの社会では，ビールやソフトドリン
ク，ジャンクフードといった嗜好品の消費量が多い。このことから，気ままさを志向する社会では
感情訴求型が有効であると考えられる。感情訴求型は，楽しさをはじめとした感情を五感経験によ
ってもたらすものであり，ここでの傾向と一致する。一方で自制を志向する社会では，人々は行動
が様々な社会的規範によって制約されるべきであり，娯楽，浪費，そしてそれに類似した道楽は間
違っていると感じる。倹約を重要視しており，相対的に悲観的である。また自制を志向する社会で
                                                   
54 Hofstede (1991), 邦訳, 177-184頁, Hofstede et al. (2010), pp.239-275. 
55 Hofstede et al. (2010), p.281. 
56 Hofstede et al. (2010), pp.282-286. 
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は，伝統的なやり方・形式を変えずに社会の永続性，耐久性を確保しようとする57。自制を志向す
る社会では大量消費等による社会変容は受け入れられず，むしろ社会環境に配慮されたブランドを
消費することで持続的な社会や環境を実現することを重要視すると考えられる。以上よりこの社会
においては，浪費を否定し，倹約を志向する傾向に合った価格訴求型が有効であると考えられる。
また社会環境への配慮から，持続的な社会の実現を訴求する社会貢献訴求型が有効であると考えら
れる。一方で，感情訴求型は，楽しさを抑制しようとする自制の傾向と反するため負の影響をもた
らすと考えられる。 
 
 感情訴求型は，気ままさを志向する社会で有効であり，自制を志向する社会では負の影響を持
つ。 
 価格訴求型は，自制を志向する社会で有効である。 
 社会貢献訴求型は，自制を志向する社会で有効である。 
 
III. まとめ 
 文化特性を理解することで，企業は適切なGBI戦略を採用することができる。本節ではHofstede
の文化特性を用いて，各文化圏におけるGBI戦略の有効性を理論的に検討してきた。これをまとめ
たものが表4-1である。本節の意義は，GBI戦略を文化特性の側面から捉えたところにある。本節
は，どのような文化圏に，どのようなGBI戦略を実施すべきかを理論的な視角から示唆するもので
ある。対象とする市場で採用するGBI戦略が決定すれば，それに従属するマーケティング戦略も絞
り込むことが可能である。 
一方で，本節には実証の必要性という課題が存在する。本節の問題点は，理論的研究にとどまっ
ているところにある。本節は，実証のための仮説導出といった役割も担っている。ここで行った理
論的な検討がどれほど現実を説明しているのかを実証を通して解明する必要がある。理論的研究に
実証が伴うことで，綿密な国際的戦略モデルを構築する。実証的研究に移行するために，続く2節
ではブランドが採用しているGBI戦略の定量化を試みる。GBI戦略の効果を検証するためには，
この定量化が必要不可欠である。そのうえで本研究における分析枠組みを提示する。なお本節で挙
げられた複数の仮説については，次章以降でより詳細に仮説として定義し，ひとつずつ検証してい
くこととする。 
 
 
 
 
 
                                                   
57 Hofstede et al. (2010), pp.281-286. 
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表2-1 文化特性とGBI戦略 
 
出所：筆者作成。 
  
価格 品質 集団 ステータス 感情 社会貢献 多様性・新規性
権力格差
(大きい)
× ○
権力格差
(小さい)
○ ×
個人主義 ○
集団主義 ○
男性らしさ ○ ○
女性らしさ ○
不確実性回避
(強い)
○ ×
不確実性回避
(弱い)
○
長期志向 × ○
短期志向 ○ ○
気ままさ ○
自制 ○ × ○
※　○は正の影響，×は負の影響を表す。
GBI戦略
国
民
文
化
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第２節 GBI戦略の測定と分析枠組み 
 
※本節は古川 (2014)を基に構成している。 
 
 本節の目的は， GBI 戦略の測定に取り組むことである。GBI戦略を測定により戦略を定量化す
ることが可能となる。これにより今後のGBI戦略の効果検証研究に貢献するものである。 
ブランドは企業の様々なマーケティング活動によって，消費者の頭の中に蓄積される無形資産で
ある。消費者はブランドに対し様々なイメージを抱く。このブランド・イメージという曖昧な存在
を科学的に明らかにしようとする試みがこれまで数多くおこなわれてきた。消費者の頭の中にある
ブランド・イメージの測定に関しては，Attitude Scale・Natural Grouping・KRG（Kelly Repertory 
Grid）・ラダリング法・METラダリング法・Benefit Chain・ZMET（Zaltman Metaphor Elicitation 
Technique）・Narrative Technique等の手法が開発されている58。また近年ニューロサイエンスの
分野では，fMRI を利用して機械的に消費者の脳にどのようなブランド・イメージが構築されてい
るのかを検証する試みがなされている。 
企業が戦略的に訴求するブランド・イメージがそのまま消費者の抱くブランド・イメージになる
とは必ずしも限らない。ただし消費者調査研究の結果に企業戦略の検証研究が加わることで，ブラ
ンド・イメージがもたらす影響の実態をより詳細に理解することができる。また企業のコントロー
ル下にある戦略の効果検証を行なうことで，どのようなブランド・イメージを戦略的に訴求すると
効果的なのかといった企業戦略に直結する具体的な示唆を導出することも可能となる。 
そこで本節は，GBI戦略の測定を試みることを目的とする。GBI戦略とは，ブランド・アイデン
ティティを消費者に対し訴求する戦略のことである59。一方でブランド・イメージとは消費者の記
憶内にある当該ブランドに対する連想のことを示す。企業はGBI戦略を通して，消費者の頭の中に
自社にとって好ましいブランド・イメージを形成する。本研究では特に，グローバルな視点からブ
ランド・イメージ戦略の測定に取り組んでいる。このグローバル・ブランド・イメージ（GBI）戦
略を測定することにより，海外市場における日本企業が，また現地企業や多国籍企業が各国の市場
でどのようなGBI戦略を展開しているのかを相対的に把握することが可能となる60。 
                                                   
58 それぞれの概要についてはCian (2011)を参照。 
59 ブランド・アイデンティティとは，ブランドの戦略策定者が創造し維持しようとするブランドの
意味であり消費者への約束である[Aaker (1996), p.68]。 
60 本研究においてグローバル・ブランドは，母国市場以外の２カ国以上に展開しており，かつ海外
売上高比率が30％を超えているブランドのことを示す。グローバル・ブランドは複数のブランド・
コンセプトを複合的に組み合わせながら展開している（ブランド・コンセプトについては後述）。基
本的には世界共通の中核となるブランド・コンセプトを持ちながらも，企業によっては現地市場や
ブランドの成熟状態に合わせてカスタマイズしたブランド・コンセプトをも部分的に持ち合わせて
いる。 
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I. ブランド・コンセプト 
 GBI戦略は，ブランド・コンセプトを通して各国の消費者にブランド・アイデンティティを訴求
するものである。ブランド・コンセプトとは，企業が選択したブランドの意味であり，訴求するイ
メージの中核を示す概念である61。本節ではこのブランド・コンセプトに基づいてGBI戦略の測定
を実施した。そこで下記に過去のブランド・コンセプト研究の流れを示す（表2-2）。 
 
1. Park et al. (1986)のブランド・コンセプト研究 
Park et al. (1986)は，長期的なブランド・イメージ管理のためのフレームワークとして，ブラン
ド・コンセプト‐イメージ・マネジメント（BCM）という概念を提唱した。BCMはブランド・コ
ンセプトを機能的（Functional），経験的（Experiential），象徴的（Symbolic）の３つに分類し，
これらをブランドの市場導入段階，市場での修正段階，拡張展開段階のそれぞれにおいて選択して
いくというものである。機能的（Functional）とは，問題解決や予防を訴求するものである。歯ブ
ラシや歯磨き粉などで，「磨けなかった奥歯までしっかり届く」，「虫歯を予防する」といった側面が
訴求されているものがこれにあたる。経験的（Experiential）は，感覚的な喜び，多様さ，経験的
なブランドの側面を訴求するものである。楽しい，カッコいいといった感情的な点や，斬新さ，種
類の豊富さといった消費自体に喜びや楽しみをもたらすものがこれにあたる。象徴的（Symbolic）
とは，コミュニティ内の立場や周りの人々との関連性を訴求するものである。ブランドが消費者の
自己表現手段となるようなものがこれにあたる。 
Roth (1992)は，Park et al. (1986)の提示した3つのブランド・コンセプトを用いてBCM概念の
有効性を定量的に検証した。Roth (1992)の研究で用いられているブランド・コンセプトは機能的
（Functional），感覚的（Sensory），社会的（Social）といったように名称が若干変化しているもの
の，概念の内容はPark et al. (1986)の提示したものとほぼ同義である。Park et al. (1986)の提示し
たブランド・コンセプトはその後，Keller (1993)のブランド理論に組み込まれていくこととなる。
Keller (1993)は，「顧客ベースのブランド・エクイティ」という視点から，ブランドの知識が消費者
の中でどのように構成されているかを示した。彼はブランドの知識がブランド認知とブランド・イ
メージにより構成されるとしている。ブランド・コンセプトはブランド・イメージの中で，ブラン
ド連想の一部である「便益」として機能的（Functional），経験的（Experiential），象徴的（Symbolic）
が示されている。ブランド便益とは，「消費者の感じる価値であり，消費者が製品やサービスに接触
した際にもたらされるもの」62と定義される。Keller (1993)は消費者の視点からブランド知識の構
成要素を検討したため，ブランド便益といった名称を用いたものと考えられる。その一方でブラン
ド・コンセプトといった名称は，企業がブランドをどのように管理すべきかといった視点から用い
                                                   
61 Park et al. (1986), p.136. 
62 Keller (1993), p.4. 
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られてきた。Keller (1993)の研究以降，ブランド・コンセプトはブランド便益といった視点から研
究が進められている。 
 
表2-2 ブランド・コンセプトと便益研究 
 
注：概念間の対応は完全に一致するとは限らないので注意されたい。 
出所：筆者作成。 
 
2. ブランド便益と価値構造分類研究 
Aaker (1991)もまたブランド便益という概念を用いて，その内容を合理的便益（Rational）と心
理的便益（Psychological）の二つに分類した。合理的便益（Rational）は，「製品特性と密接に結
びついており，“合理的”意思決定過程の一部である」63と定義されている。ここでも歯ブラシや歯
磨き粉の例で示すと，「歯垢が良く取れる」，「フッ素配合で虫歯予防」といった便益がこれにあたる。
心理的便益（Psychological）とは，「特性の形成過程において非常に重要であり，そのブランドを
購入・使用する際に生じる何らかの感情と関連」64するものであると定義されている。ここでは「誰
よりも白い歯で，あなたは素敵になれる」といったような便益がこれにあたる。その後，Aaker (1996)
は，ブランド便益を機能的（Functional），情緒的（Emotional），自己表現的（Self-Expressive）
といった側面に整理しなおした。機能的（Functional）とは，製品属性に基づくものであり，機能
的な実用性を消費者にもたらすものである。信頼性や安全性といった要素がここに含まれる。情緒
的（Emotional）とは，ブランドの購買時に消費者が感じるポジティブな感覚をもたらすものであ
る。楽しさやエキサイティング感といった感情をもたらす要素がここに含まれる。そして自己表現
的（Self-Expressive）とは，ブランドの所持が自己表現の象徴を消費者にもたらすものである。ブ
                                                   
63 Aaker (1991), p.159. 
64 Aaker (1991), p.159. 
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ランドの持つステータス性といった，自己表現の手段となる要素がここに含まれる65。なお Aaker 
(1991)による合理的便益（Rational）は機能的（Functional）に，そしてAaker (1991)による心理
的便益（Psychological）は情緒的（Emotional），自己表現的（Self-Expressive）にそれぞれ対応
する。さらに Aaker (2009)では機能的（Functional），情緒的（Emotional），自己表現的
（Self-Expressive）という３つのブランド便益に，社会的（Social）といった要素も追加した。社
会的（Social）とは，ブランドが周囲の人々との関係性へもたらす効用を意味する。周囲の人々と
同じブランドを購買することによる仲間意識の形成などがこれにあたる。なお Park et al. (1986)
による概念とAaker (2009)の各概念には類似点を見出すことができる。つまりPark et al. (1986)
の機能的（Functional）には，同様に機能的（Functional）が対応しており，経験的（Experiential）
には情緒的（Emotional）が対応する。またPark et al. (1986)の象徴的（Symbolic）には，自己表
現的（Self-Expressive）と社会的（Social）が対応すると考えられる。 
 日本において代表的な研究は和田(2002)による製品の価値構造分類である。和田(2002)は，製品
価値を消費者にとっての便益の束としたうえで，それを基本価値，便宜価値，感覚価値，観念価値
の４つに分類した。基本価値とは「製品がカテゴリーそのものとして存在するためになくてはなら
ない価値」66である。基本価値があって初めてモノは製品として成立する。便宜価値は「消費者が
当該製品を便利に楽しくたやすく購買し消費しうる価値」67である。ここでは価格といった要素も
便宜価値に含まれる。感覚価値とは「製品サービスの購買や消費にあたって，消費者に楽しさを与
える価値であったり，消費者の五感に訴求する価値」68である。そして観念価値とは，ブランドが
発信するノスタルジー，ファンタジー，ブランドの歴史への憧れや共感度，また自己のライフスタ
イルへの共感度などによって構成される価値である69。和田(2002)はこれらの概念について，前述
した Aaker (1996)による概念との対応を示している。それによると Aaker (1996)の機能的
（Functional）には基本価値と便宜価値が対応しており，情緒的（Emotional）には感覚価値と観
念価値が対応するとされている。またAaker (1996)の自己表現的（Self-Expressive）には，観念価
値が対応する70。 
 ブランド便益の存在を定量的に検証した代表的研究としてはHsieh (2002)が挙げられる。Hsieh 
(2002)は，消費者の知覚するブランド便益は各国の市場で共通性があるのかどうかを定量的に検証
している。Hsieh (2002)は，20ヶ国，計70地域において自動車保有者に対する調査を実施しサン
プルを検証した結果，４つのブランド便益が存在していることを確認した。それらは経済的
（Economic），実用的（Utilitarian），感覚的（Sensory），象徴的（Symbolic）である。経済的（Economic）
とは，当該製品を利用することによって得られる効率性を意味する。これには製品の価格や自動車
                                                   
65 Aaker (1996), pp.95-101. 
66 和田 (2002), 20頁。 
67 和田 (2002), 20頁。 
68 和田 (2002), 20頁。 
69 和田 (2002), 20-21頁。 
70 和田 (2002), 52-55頁。 
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の燃費性能が挙げられている。実用的（Utilitarian）とは，製品やサービスの品質を意味する。こ
こでは製品の耐久性やサービスの信頼性などが挙げられる。感覚的（Sensory）とは，製品がもた
らす感情的な喜びを意味する。ここでは車の心地よい加速やスピード感，運転の楽しさなどが挙げ
られている。象徴的（Symbolic）とは，製品がもたらす社会的な威厳やラグジュアリー感を意味す
る。これは製品を所持することによって得られる社会的ステータスや自己実現の手段となるもので
ある。ここで検証されたブランド便益についても Park et al. (1986)の各概念と対応する。つまり
Park et al. (1986)の機能的（Functional）には，経済的（Economic），実用的（Utilitarian）が対
応しており，経験的（Experiential）には感覚的（Sensory）が対応する。またPark et al. (1986)
の象徴的（Symbolic）には，同様に象徴的（Symbolic）が対応している。 
 
3. 7つのGBI戦略 
 これらの先行研究をまとめた表 2-2をみると，ブランド・コンセプト（便益）は共通して大きく
３つの側面に分けることができる。それらは機能的，感情的，象徴的といった側面である。ただし
この３側面だけでは企業が実際にブランド・コンセプト（便益）を選択してどのようにGBI戦略と
して訴求していけばいいのかといったことが分かりにくい。仮に「ある地域では機能的コンセプト
（便益）を訴求するGBI戦略が効果的だ」という研究結果が得られたとしても，果たして企業は当
該地域に低価格を訴求すれば良いのか，それとも高品質を訴求すべきなのかが分からない。また
Hsieh (2002)の研究では比較的細分化された便益を提示してはいるものの，これをもってしても現
実に企業が訴求しているGBI戦略の実態をすべて説明することができない。たとえば，企業の「社
会や環境に貢献していること」を訴求するイメージ戦略は，どのブランド・コンセプト（便益）で
も説明することが難しい。 
これを踏まえ1章では，先行するブランド・コンセプト（便益）研究をSheth et al. (1991a, 1991b)
ならびにHolbrook (1996)の研究を基盤としながら整理し，企業が具体的に採用可能な７つのGBI
戦略を提示した。７つのGBI戦略とは，「価格訴求型」，「品質訴求型」，「ステータス訴求型」，「集
団訴求型」，「感情訴求型」，「社会貢献訴求型」，「多様性・新規性訴求」である。それぞれの概要を
以下に再掲する。 
 
価格訴求型：低価格イメージ。価格という消費者の犠牲や負荷といった所与のネガティブ要素を低
減させるための訴求。 
品質訴求型：高品質イメージ。物理的性能，実用性，信頼性，サービスの質といった消費者の受け
取る恩恵。品質にかかわる事実やデータの訴求。 
集団訴求型：大衆，流行イメージ。著名人が所持・使用することなどによる集団への帰属や，流行
の訴求。 
ステータス訴求型：高級，希少性イメージ。ブランドを所持・使用することで得られる，社会的ス
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テータスの訴求。 
感情訴求型：経験を通した感情に関わるイメージ。特にブランドと消費者間の人的なコミュニケー
ション活動によって得られる，五感経験を通した感情（楽しい，情熱的など）に関わるイ
メージの訴求。 
社会貢献訴求型：他者への貢献イメージ。ブランドの消費による社会や環境への貢献を訴求。 
多様性・新規性訴求型：製品やサービスの多様性・革新的イメージ。豊富な製品バラエティや新技
術・新システムなどといった新規性（変化）の訴求。 
 
1 章では，機能的（Functional），象徴的（Symbolic）の細分化ならびに，その他の要素を理論
的に整理することで，企業が具体的に訴求することのできる GBI 戦略を提示した。GBI 戦略の類
型化はSheth et al. (1991a, 1991b)ならびにHolbrook (1996)の研究を主な基盤として実施されてい
る。特にSheth et al. (1991a, 1991b)の研究は，社会心理学，臨床心理学，実験心理学，経済心理
学といった心理学領域だけでなく，消費経済学，社会学，社会成層学，消費者行動等といった広範
囲における研究領域の理論的・実証的研究を集約したものである。以上を踏まえ，本節でも1章で
抽出した7つのGBI戦略類型に基づいて，GBI戦略の測定を試みた。 
 
II. GBI戦略の測定 
1. 研究課題と調査分析方法 
 これまでもブランドの管理者に対してアンケート調査をおこない，ブランドの採用しているGBI
戦略を測定して効果を検証しようとする試みは存在している。たとえば Roth (1995a, 1995b)は
Park et al. (1986)のブランド・コンセプトを用いて，どのようなGBI戦略が，Hofstedeの提示す
るどのような文化圏でマーケットシェアを高めるのかを定量的に検証している71。Roth (1995a, 
1995b)の研究ではGBI戦略を3つの大きな概念に分類し，ブランドごとの各国におけるGBI戦略
展開状況をアンケートのみを用いて測定している。しかしアンケート調査では，イメージという曖
昧な存在を調査する以上，回答者によって結果にバラつきが出ることも多い。そのためアンケート
調査のみで得られた結果を相対的に検討できるのかに疑問が残る。そこで本節ではアンケート調査
だけではなく，ブランドの展開する Web ページを対象にテキストマイニングを実施することで，
各ブランドが訴求しているGBI 戦略を測定することにした。Web から知識や情報を抽出する技法
はWeb内容マイニングと呼ばれる。Web内容マイニングは，Webを「未開拓の多くの知識が眠っ
ている巨大な知識ベース」とみなし，そこから知見を発見しようとするものである72。本論文冒頭
でも示した通り，ブランドは企業の様々なマーケティング活動により形成されるものである。その
点でブランドの展開する Web ページは多くの活動を掲載しており，消費者にその情報を発信して
                                                   
71 詳しくは1章を参照。 
72 Chau et al. (2003), p.168, Liu and Chang (2004), p.1, Runker and Bezdek (2003), pp.218-219, 
楠村 (2007), 286-289頁。 
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いる。ブランドの展開するWebページを分析することで，それぞれのブランドが訴求しているGBI
戦略を明らかにすることができると考えられる。 
 マーケティングの分野ではこれまでも，テキストデータを用いてブランド・イメージやブランド
に対する評価を測定しようとする試みがなされてきた。たとえば豊田(2004, 2005)は消費者が抱く
携帯電話会社4社のイメージをテキストデータにより測定している。この分析ではキーワードの頻
度から連想の強さを，被験者に対する意味確認によりキーワードの好ましさを，そして定量的な分
析により連想のユニークさを測定している。また黒岩(2005)は，トヨタブランドを対象に，消費者
の情報収集の特徴がブランド・イメージとどの様な関連があるのかをテキストデータから分析して
いる。ここでは収集したテキストデータが分析者により複数の意味（テーマ）に分類され，その上
で各テーマにおいて類似度が高い他のキーワードを機械的に抽出している。この方法により，各キ
ーワードがブランドのどのような側面を意味しているのかを測定している。そして庄司(2009)は，
消費者の店舗推奨の内容と顧客ロイヤルティの関係をテキストデータにより分析している。この分
析では，分析者がキーワードの意味分類を行なった上で頻度を調査することにより推奨の内容を測
定している。Web内容マイニングを用いたテキスト分析を実施しているのが伊藤・曽和(2010)であ
る。この分析では，日本庭園利用者の評価を Web 上のブログに記載されているテキストデータか
ら測定している。評価の測定には，まず統計的に相関のあるキーワードを抽出し，その上で各キー
ワードの意味を分析者が分類することにより行なっている。 
 これまでの研究を概観してみると，ブランド・イメージやブランドに対する評価を測定するため
のキーワード抽出方法は大きく３つのアプローチに分類できる。それらは①Correlationalアプロー
チ，②Dictionary-Based アプローチ，そして③両者の複合的なアプローチである。Correlational
アプローチとは，テキストデータの中に表われる頻度の高い単語や，単語が出現する共通のパター
ンを統計処理によって発見・分類するアプローチである73。一方のDictionary-Basedアプローチと
は，分析者の基準でテキストデータやそれに含まれる単語を分類するアプローチである74。これら
のアプローチは，単語の分類を統計処理によって機械的におこなうのか，また分析者の基準でおこ
なうのかといった点に大きな相違がある75。 
 両アプローチの長所短所としては次のような点がある。Correlationalアプローチは，分析にあた
って客観性が確保できる一方で，「分析者の理論や問題意識を自由に操作化して追及することは困難」
76である。その反面，Dictionary-Based アプローチでは，「分析者の理論や問題意識を前提に，テ
キストデータの様々な側面に自由に焦点を絞った分析が可能」77となるが，分析にあたって恣意性
を完全に排除できないという問題を抱えている。以上を踏まえ，樋口(2004)は 2つのアプローチが
                                                   
73 樋口 (2004), 102頁。 
74 樋口 (2004), 102頁。 
75 樋口 (2004), 102頁。 
76 樋口 (2004), 104頁。 
77 樋口 (2004), 103頁。 
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補完しあうべき関係にあるとし，両者の統合アプローチを提唱している。 
 統合アプローチは 2 つのステップにより構成される。第 1 ステップとして，まず Correlational
アプローチにより，テキストデータを要約・提示する。次に第2ステップとして，前段階で処理し
たデータを用いて，Dictionary-Basedアプローチによるコーディング作業を実施するという流れで
ある。この2つのステップからなる統合アプローチを用いることで，分析者の視点からテキストデ
ータに自由に焦点をあてながら，かつある程度客観性を確保した分析をすることができるとされて
いる78。以上より，本節でも樋口(2004)の提唱した方法論によりテキストデータを分析した。 
 
2. 分析と考察 
 本節ではテキストデータに含まれるキーワードの頻度からGBI戦略を定量化している。そこで本
項ではGBI戦略測定のために必要なキーワード抽出の流れを示した（図2-1）。 
 
図2-1 キーワード抽出の流れ 
 
出所：筆者作成。 
 
本節ではまずブランド担当者へのアンケートを通して，各ブランドがどのようなGBI戦略を展開
しているのかを調査した。次に回答の得られたブランドが展開するすべての Web ページに掲載さ
れているテキストを抽出し，サンプル間で特定のイメージ訴求をしているブランドに共通する単語
を相関分析により特定した（Correlationalアプローチ）79。その後，テキスト内にある単語を7つ
のGBI戦略類型にそれぞれ分類し（Dictionary-Basedアプローチ），各訴求型別で相関係数の高か
った項目順に単語をキーワードとして選出した。以下にそれぞれの詳細を示す。 
 
                                                   
78 樋口 (2004), 111-112頁。 
79 テキストを抽出する対象は，該当するブランドが提供しているWeb上のすべてのページである。 
企業へのアンケート
訴求している
各GBI戦略比率
相関分析 Correlational
Web上の情報 アプローチ
各社のWebページに掲載されている
テキスト（単語）の頻度
各GBI戦略に適合する
単語を選択
相関係数の上位から順に
単語をキーワードとして選出
Dictionary-
Based
アプローチ
Step　1
Step　2
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(1) アンケート調査とWebページのテキスト収集（STEP1） 
 本項ではまず，ブランドが訴求しているGBI戦略の採用比率を調べるために日系グローバル企業
へのアンケート調査をおこなった。調査方法は郵送調査法である。対象は海外売上高比率が30％を
超えている日本の製造業（上場企業）が展開する 497 ブランドであり，調査期間は 2012 年 11 月
27日から2012年12月27日である80。 
 
図2-2 B to BブランドとB to CブランドのGBI戦略平均値 
 
注：日本・韓国・タイ・中国・イギリス・スウェーデン・ポルトガル・ロシア・アメリカ・ブラジ
ルの計10市場における平均値を示している。 
出所：アンケート調査を基に筆者作成。 
 
各ブランドには日本・韓国・タイ・中国・イギリス・スウェーデン・ポルトガル・ロシア・アメ
リカ・ブラジルの計10市場の中で，進出している地域を示してもらった81。次に各ブランドには１
章で類型化した7つのGBI戦略を示したうえで，進出地域におけるブランドのGBI戦略採用比率
をパーセンテージで回答してもらった82。回答数は 40 ブランド（回収率 8.04％）であり，その中
の有効回答数は 31 ブランド（回収率 6.23％）であった。分析対象となったのは 31 ブランド×10
ヶ国（ブランドによっては欠損国あり）で延べ 218サンプルである。回答の得られた 31ブランド
を概観すると，16ブランドがB to B，15ブランドがB to Cであることが判明した。図2にB to B
ブランドとB to Cブランドの採用するGBI戦略の平均値を示した。 
図2-2をみると，B to Bブランドは品質訴求や多様性・新規性訴求を重点的におこなっており，
                                                   
80 ブランド価値の代表的な計測機関である InterBrand社はグローバル・ブランドの条件として「母
国以外での海外売上高比率が30％以上」という基準を設けている。本節でもこの基準に準拠し，海
外売上高比率が30％以上の企業を分析対象とした。 
81 Hofstede et al. (2010)の提示する各国民文化のスコアが綺麗に分散する10か国を選出した。 
82 展開している市場ごとに100ポイントを7つのGBI戦略類型に配分してもらった。この方法は
Roth(1995a, 1995b)の用いた調査法を採用している。 
品質訴求型 社会貢献訴求型 多様性・新規性訴求型
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価格訴求型
ステータス訴求型
集団訴求型
感情訴求型
6.1
％
40.5
％
3.8
％
9.3
％
5.4
％
14.5
％
20.2
％
5.3
％
49.1
％
0.6
％
6.6
％
1.3
％
14.1
％
23.0
％
7.2
％
28.4
％
8.4
％
13.2
％
11.3
％
15.1
％
16.3
％
81 
 
それに比べてB to Cブランドは多様なGBI戦略を採用していることが分かる。以上より本節でも
多様なGBI戦略を採用しているB to Cの15ブランドに対象を絞って分析を進めた。 
次に処理できる情報量の限界から，絞り込んだ 15 ブランドの中よりランダムに 5 ブランドを抽
出した。以上より5ブランド×10か国（ブランドによっては欠損国あり）で延べ24サンプルを対
象に，各ブランドの各国 Web ページからテキストデータを収集した。テキストデータの収集期間
は 2013年 1月 1日から 2013年 1月 26日である。収集した日本語以外の言語についてはGoogle
社の提供している機械翻訳システムを利用し，すべての分析言語を日本語に統一した83。テキスト
マイニングには，統計ソフトRのパッケージングソフトであるRMeCabを利用した。テキストに
含まれる内容語（名詞・形容詞・動詞）を抽出した結果，計 6万 3433語が分析対象となった。な
おサンプル間で共通する単語の出現頻度を調べるにあたって，各テキスト内における単語の重要度
を考慮し，単語ごとにテキストの長さによる重み付け（正規化）処理をおこなった84。 
 以上を踏まえ，Webページ上に掲載されていた単語の頻度と先のアンケート調査による結果との
相関を分析した（STEP1）。この相関分析から，特定の訴求型を選択しているブランドのWebペー
ジに共通して出現している単語を明らかにすることができる85。分析には，Webページ上に掲載さ
                                                   
83 海野・那須川(2010)は，多言語のテキストから知見を発見する需要の高まりを示唆している。複
数の言語を扱うテキストマイニングでは，機械翻訳を利用するアプローチが多く用いられており，
その有用性も示されている[Steinberger (2012)，Banea et al. (2008)]。情報処理や言語処理の分野
では機械翻訳を利用してテキスト分析をおこなった研究が存在する。詳しくはPerea-Ortega et al. 
(2013)やZhang et al. (2011)を参照されたい。多言語を扱うテキストマイニングにおいて機械翻訳
を利用するポイントは次の3点に集約される。第1のポイントは，3つ以上の言語を1つの言語で
分析可能なことである。つまり1つの言語尺度で結果を解釈できることが重要な点となる。第2の
ポイントは，人間による翻訳よりも「再現性が高い」ことである。人間による翻訳の場合，翻訳す
る人によって結果が変化するため相対的に実験の再現性が低くなってしまう。第3のポイントは，
処理できる情報の量である。機械翻訳の場合，一度に大量の情報を処理できる。ただしここで問題
となるのは翻訳の精度である。翻訳の精度が低下するのは大きく，専門用語が多く含まれている場
合，翻訳対象が話し言葉の場合，文節をうまく認識できない場合の3つに分けられる。本節では企
業のWebページを分析の対象としているが，対象となるWebページは一般消費者向けで専門用語
が少なく，ほぼすべて書き言葉で占められている。また文節をうまく機械翻訳システムが認識でき
るようにWebサイトを一度Adobe社のAcrobatによりpdf化し，そのファイルのまま翻訳システ
ムへ送ることで誤訳のリスクを最小限に抑えた。さらに比較的翻訳精度の高い「内容語（名詞，動
詞，形容詞）」のみを分析対象としている。 
84 短い文書と比較して，長い文章に含まれているキーワードは自ずと頻度が高くなり，その結果，
重み（重要度）も大きくなってしまう。正規化により，考慮対象とする文書の長さによる影響を調
整することができる。なお正規化処理にはRMeCabに実装されている正規化関数を利用した。 
85「品質訴求型に多くのポイントを配分している複数のサンプルには，共通してWeb上に○○とい
うテキストが多く記載されている」等。 
例）分析ワード「手ごろ」（実際の値とは異なる） 
価格訴求型（A社 日本市場）40％  ワードの出現頻度 70 
価格訴求型（A社 ブラジル市場）30％ ワードの出現頻度 65 
価格訴求型（B社 日本市場）25％  ワードの出現頻度 40 
価格訴求型（B社 中国市場）30％  ワードの出現頻度 60 
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れていた単語の頻度とアンケート調査による各訴求型の値の間における Spearman の順位相関係
数を利用した86。 
 
(2) キーワードの選出（STEP2） 
 次に抽出した単語をDictionary-Basedアプローチにより7つのGBI戦略に該当するかどうか分
類した。その後，それぞれの訴求型に分類された単語で，かつ相関係数の高い単語から順にキーワ
ードを選出した（STEP2）。なお選出したキーワードの頻度を用いて，調査対象となっているブラ
ンドブランドのGBI戦略採用比率を市場ごとに下記の定式により再現した。 
 
 
 GBI 戦略の測定に妥当性を確保するため，本節では GBI 戦略の再現値を外的基準によって得ら
れた値と比較し，両者の関連性を検討した。両者の関連性が高いほどGBI戦略再現値の妥当性が高
いといえる（基準連関妥当性）。 
以上を踏まえ本節では，キーワード頻度によるGBI戦略再現値と先のアンケート調査による値の
差が最小になる所まで，キーワードを選出した。本過程を示したものが図2-3の実線である。 
 選出するキーワードについては前述したアンケート調査による各訴求型の値と Web ページ上に
掲載されていた単語の頻度との相関係数が高いものから順に選出した。2 変量の相関については，
一般的に相関係数が±0.20以上であれば何らかの相関があると認識される。そこで本研究でも正の
                                                                                                                                                     
「手ごろ」という 1 ワードだけでも価格訴求型，品質訴求型，集団訴求型，ステータス訴求型，
感情訴求型，社会貢献訴求型，多様性・新規性訴求型の7パターンと当該ワードの出現頻度間の相
関を考慮した。なおWeb内容マイニングを実施したすべてのページに含まれている内容語（名詞・
形容詞・動詞）は 6万 3433語であったので，6万 3433×7＝44万 4031パターンの結果が得られ
た。 
86 本研究ではサンプルサイズが小さく，分布の正規性を確保することが難しいため，ノンパラメト
リック手法であるSpearmanの順位相関係数を利用した。 
α ：価格訴求型のキーワード頻度
β ：品質訴求型のキーワード頻度
γ ：集団訴求型のキーワード頻度
δ ：ステータス訴求型のキーワード頻度
ε ：感情訴求型のキーワード頻度
ζ ：社会貢献訴求型のキーワード頻度
η ：多様性・新規性訴求型のキーワード頻度
X：測定したい訴求型のキーワード頻度（α ～η のいずれか）
Y：測定したい訴求型（α ～η のいずれか）のキーワード比率
ｘ
α +β +γ +δ +ε +ζ +η
＝ Y
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相関があるとされる相関係数が＋0.20以上の単語を対象にキーワードを選出した。しかしこの基準
で選出できたキーワードの総数は 229 語であり，これでは GBI 戦略の訴求型をうまく再現できな
い項目が存在した。そこで本研究では相関係数が＋0.20以上のキーワードだけでなく，相関がある
かどうか不明とされる相関係数が±0.19の単語も含めてキーワードを選出した。その結果，相関係
数が－0.15 の時点で GBI 戦略の再現値とアンケート調査の値との差が最小になった。ここまでに
選出したキーワードの総数は646語であり，うまく再現できないGBI戦略の訴求型は無くなった。 
 
図2-3 キーワードの選出過程 
 
出所：筆者作成。 
 
最終的に選出されたキーワードを表2-3に示した。価格訴求型については，「値引き」や「セール」
といった，価格という消費者の払う犠牲を低減させるキーワードが抽出された。また各国の通貨単
位もキーワードとして選出された。価格訴求型を採用する企業は価格についての情報を多く訴求す
ることで，消費者の払う犠牲や負荷が大きくないことを示している。品質訴求型については，「性能」，
「成分」，「耐久」，「効果」といったブランドの提供する物理的な性質についてのキーワードが多く
選出された。また「技術」や「安全」といったキーワードとともに，「サービス」に関するキーワー
ドも品質訴求型として選出された。 
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表2-3 GBI戦略を測定するためのキーワード 
 
注：キーワードの揺らぎを要約して提示している（例：「勧め」，「勧める」→「勧める」）。 
出所：筆者作成。 
 
集団訴求型では，「人気」，「流行」，「話題」といった集団への帰属を訴求するキーワードが選出さ
れている。また「ブログ」や「レビュー」などといったキーワードから，集団訴求型を採用するブ
ランドは口コミを醸成する各種ツールを利用して集団への帰属や流行を訴求していることが分かる。
ステータス訴求型では「ゴージャス」，「エレガント」，「プレミアム」といった高級感を示すキーワ
ードが選出された。また「貴重」，「限定」といった希少性を示すキーワードも選出された。ステー
タス訴求型を採用するブランドはこれらのキーワードにより，ブランドがもたらす社会的ステータ
スを訴求している。そして感情訴求型では，「うれしい」，「かわいい」，「ときめき」といった人間の
感情に関わるキーワードが選出された。また「におい」，「爽快」，「体感」といった五感経験を通し
たブランドへの接触無しでは得られない要素もキーワードとして選出された。社会貢献訴求型では，
キーワード
価格訴求型 Free, Off, Sale, アウトレット，円，お金，キャンペーン，クローナ，コスト，セール，ドル，バーツ，ポンド，元，ユーロ，ルーブル，レアル，手ごろ，税込み，節約，単価，値引き，定価，費用
品質訴求型
Compact, Effect, Function, Quality, Service, Treatment, アフターケア，アフターサービス，インスタント，エキ
ス，クオリティー，ケア，コンパクト，サービス，サイズ，サポート，スムーズ，テクノロジー，ハイクオリティー，
ハイテクノロジー，ハイパワー，パフォーマンス，パワー，ファブリック，まとまる，安心，安全，引き締める，栄
養，栄養剤，栄養素，栄養分，円滑，含む，顔料，記載，技術，軽量，原料，効果，効能，高画質，高性能，高
密度，最善，持久，湿潤，質，主成分，取り除く，手軽，潤滑，上質，浸透，性能，成果，成分，耐久，耐水，耐
性，長持ち，長続き，配合，平滑，保証，保障，補修，補償，防止，密度，有効，抑制
集団訴求型
Blog, Facebook, Fashion, Recommend, Review, Share, SNS, Tweet, Twitter, YouTube, おしゃれ，おすす
め，オススメ，コメント，シェア，ソーシャルウェブサイト，ソーシャルコンテンツ，ソーシャルネットワーキング，
ソーシャルメディア，ツイート，デザイン，トレンディ，トレンド，ヒット，ファッション，ブロガー，ブログ，ベストセ
ラー，レビュー，勧める，感想，共有，掲載，掲示板，口コミ，好評，実績，奨励，紹介，人気，推奨，推薦，絶
賛，注目，定評，投稿，評価，友人，有名人，流行，話題
ステータス訴求型
Brand, Luxury, Premium, VIP, アップグレード，エレガント，グレード，グレードアップ，ゴージャス，ハイエンド，
ハイグレード，ブランド，プレミアム，ラグジュアリー，リッチ，ロイヤル，外観，貴重，厳選，限り，限定，高級，
高値，豪華，最高峰，最優秀，受賞，授賞，賞，賞賛，上品，大賞，地位，憧れる，特製，特別，入賞，表彰，
名誉，贅沢
感情訴求型
Beautiful, Beauty, Experience, Love, うれしい，エキサイティング，エキゾチック，エクスペリエンス，カウンセリ
ング，カラー，かわいい，キメる，キレイ，サンプル，センセーショナル，デザイナー，ときめき，トライアル，にお
い，ニオイ，パッション，ハッピー，ビューティー，やる気，よろこぶ，愛，愛くるしい，愛しい，愛す，愛らしい，愛
好，愛情，愛着，印象づける，可愛い，家族，快感，楽しい，感じる，感応，感慨，感覚，感謝，感情，感触，感
心，感動，嬉しい，希望，気持ち良い，気分，居心地，共感，驚き，経験，五感，好き，好感，幸せ，香り，質
感，実感，実体験，情熱，触感，心地，親愛，鮮やか，爽やか，爽快，爽風，体感，体験，直感，秘密，美観，
本能，魅惑，癒す，誘惑，遊び心，予感，落ち着く，絆，颯爽
社会貢献訴求型
CSR, Eco, Nature, エコ，エコロジー，オーガニック，カートリッジ，グリーン，コンプライアンス，チャリティー，フェ
アトレード，ボランティア，リサイクル，リデュース，リフィル，リユース，援助，寄贈，寄付，救援，救済，救助，
公害，貢献，慈善，自然，実験，社会，保護，募金，緑，倫理
多様性・新規性訴求型
Category, Collection, Latest, New, Select, Type, イノベーション，オプション，カテゴリ，コレクション，シリー
ズ，セレクト，デビュー，ニュー，バージョン，バージョンアップ，パターン，バラエティー，バリエーション，ライン
ナップ，リニューアル，改善，開発，各種，更新，最新，取り揃える，種類，新，新しい，新鋭，新規，新型，新
作，新着，選ぶ，選択，選択肢，多彩，多様，発明，変革，豊富，様々
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「リデュース」，「リユース」，「リサイクル」といった自然環境への負荷を低減させるようなキーワ
ードが多く選出された。またそれだけでなく，社会的な問題を解決させるブランドの活動として「チ
ャリティー」，「フェアトレード」，「倫理」といったキーワードも選出された。最後に多様性・新規
性訴求型では，「バリエーション」，「ラインナップ」，「多彩」といったキーワードにより多様性に富
んだ選択肢を訴求している。また「バージョンアップ」，「リニューアル」，「新型」といった，新規
性（変化）を示すキーワードも見られた。 
 
(3) GBI戦略の測定例 
 これまで1章で提示した7つのGBI戦略類型を基に，ブランドへのアンケート調査とWebペー
ジのテキストマイニングを用いて GBI 戦略の測定を試みてきた。GBI 戦略の展開状況を調査した
いブランドがあれば，そのブランドのWebページからテキストデータを抽出した後，表2-3のキー
ワードを適用し先の定式に当てはめることで訴求しているGBI戦略を測定することができる。 
参考までに本項ではGBI戦略の測定例を示しておく。対象としたブランドは，本節で実施したア
ンケート調査の送付先からランダムにB to Cブランドを２つ抽出した（Aブランド・Bブランド）。
その上でアジア，米州，欧州の地域を代表して，それぞれ日本，アメリカ，イギリスの3市場にお
けるGBI戦略を測定した。本研究における測定方法を用いたGBI戦略の測定値を図2-4に示した。 
図2-4においてAブランドの感情訴求型を見るとアメリカやイギリス市場と比較して日本市場で
はその割合が高いことが分かる。また多様性・新規性訴求型では，イギリス市場で突出した値を示
しており，Aブランドはイギリス市場で特に多様性・新規性訴求を重視していることが分かる。次
にBブランドの品質訴求型を見ると，アメリカ市場で品質訴求を重視した展開をおこなっているこ
とが確認できる。AブランドとBブランドを比較した場合，社会貢献訴求型では，いずれの市場に
おいてもAブランドの方が高い値を示しており，Aブランドは相対的に社会貢献訴求型を強く訴求
していることが分かる。また集団訴求型については両ブランドとも，アメリカやイギリス市場より
も日本市場でその割合が高い。このことから，両ブランドとも集団訴求型については日本市場で注
力していることが確認できる。このように本節ではアンケート調査だけでなく，展開する Web ペ
ージに含まれるテキストも加味しながら，ブランドの訴求するGBI戦略を単一の尺度で横断的に測
定することができた。 
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図2-4 GBI戦略の測定例 
 
 
出所：筆者作成。 
 
III. 分析枠組み 
 GBI戦略の測定を踏まえ，本項では本研究における分析枠組みを示す。分析枠組みとしては基本
的にRoth (1995a)のフレームワークを援用した（図 2-5）。GBI 戦略の測定方法については後述す
る。本研究ではGBI戦略の各訴求型それぞれに焦点をあてて検証をおこなうため，独立変数には7
つのGBI戦略に占める対象訴求型の割合を算出したものを用いた。 
本論文の冒頭でも示した通り，GBI戦略は様々なマーケティング活動を通して訴求されるもので
ある。既存のマーケティング研究において，マーケティング活動に対するパフォーマンス指標とし
てはマーケットシェアが用いられることが多い87。またRoth (1995a)もGBI戦略に対するパフォー
マンス指標としてマーケットシェアを用いている。以上より，本研究でもGBI戦略のパフォーマン
                                                   
87 たとえばRyans (1988), Smith and Park (1992), Szymanski et al. (1993), Kim and Chung 
(1997)を参照。 
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ス指標（従属変数）としてブランド別のマーケットシェアを利用した。なお本研究では消費者に比
較的多様なブランド・イメージを持たれているとされる日用品ブランドを対象として，国別にラン
ダムサンプリングをおこなっている。そこで国ごとの違いを統制するために文化の概念を利用した。
文化の概念にはHofstede et al. (2010)の提示する国民文化特性ならびにそのスコアを用いた88。本
分析枠組みに国民文化の概念を利用することで，どのような国民文化圏で価格訴求型が有効に作用
するのかを明らかにすることができる。またその他のモデレータ変数として，各国の経済発展度も
考慮した。本研究では経済発展度を示す指標として，購買力平価換算の一人当たり GDP（以下，
GDP(PPP)と略記）を用いた。 
 
図2-5 分析枠組み 
 
出所：Roth (1995a), p.165を基に筆者作成。 
 
1. サンプリング 
 前節で検討した国民文化特性とGBI戦略の関係を検証するために，本節ではまず対象ブランドの
サンプリングをおこなった。対象とする国はHofstede et al. (2010)による6つの国民文化スコアが
分散するように設定した。その結果，日本・中国・台湾・タイ・ロシア・スウェーデン・イギリス・
ポルトガル・アメリカ・ブラジルによって構成される計10の国や地域を対象とした89。各国・各地
域におけるサンプルは Euromonitor 社の Passport Academic データベースに収録されている
                                                   
88 Hofstede et al. (2010)による国民文化概念の現代的有用性については前節を参照。 
89 GBI戦略を定量化する際には対象国に韓国が含まれていたが，ここでは除外している。韓国で展
開されているブランドのWeb Siteには，その大半にFlashを多用した仕様がなされており，Web
上のテキストデータをうまく収集できない事例が多く発生した。そこでここでは韓国の代わりに比
較的類似した国民文化スコアを持つ台湾を考慮することにした。 
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Beauty and Personal Care（日用品）ブランド（製品ブランド）である90。消費財の中でも日用品
ブランドは，消費者に比較的多様なブランド・イメージを持たれているとされている91。本データ
ベースから国ごとに 25 ブランドずつランダムにサンプリングをおこない，そこに収録されている
各ブランドの現地市場におけるマーケットシェアデータを従属変数として利用した。マーケットシ
ェアデータは 2009 年から 2012 年の平均値を用いた。収集したサンプルは 10 ヶ国×25 ブランド
で計244ブランドである（欠損値あり）。なお国民文化スコアには，Hofstede et al. (2010)に記載さ
れているスコアを利用した。またGDP(PPP)は IMFのWorld Economic Outlook Databaseに掲載
されている2012年の値を用いた。GBI戦略測定のためのテキストデータ収集期間は2013年2月2
日から2013年の3月26日である。 
 
2. 分析手法 
 検証には交互作用項を考慮した重回帰分析を利用した92。独立変数は各ブランドの価格訴求型採
用度であり，従属変数は現地市場でのブランド別マーケットシェアである。カテゴリカル変数では
なく，連続変数として検証を実施することで，企業への具体的なインプリケーションを導出するこ
とが可能となる。分析によって得られた結果を基に，自社の展開している（もしくは今後展開を考
えている）国の国民文化スコアを考慮することで，GBI戦略の訴求を変化させた場合どのようにマ
ーケットシェアが変化するのかをある程度予測することができる。なお，ここまでに収集した加工
前データの記述統計量を表 2-4 に，相関表を表 2-5 に示した93。分析にあたってまず回帰モデルの
予測性能を高めるためにすべての変数に対し対数変換処理をおこなった94。その上で多重共線性の
発生を抑制するためにセンタリング（中心化）処理をおこなった95。重回帰分析ではステップワイ
ズ法を用いてより説明力の高いモデルを選択するとともに，多重共線性の疑われる項目をVIF値＞
10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外した96。 
  
                                                   
90 たとえばシャンプーや石鹸，化粧品等が該当する。 
91 展開されている日用品ブランドは低価格や機能性に特化したものから，ステータス性や革新性を
訴求するものまで豊富であるのが特徴である。 
92 この方法についてはAiken and West (1991)を参照。 
93 相関係数の算出にはPearsonの積率相関係数を用いた。 
94 重回帰分析の前処理として対数変換処理をおこなうことの有効性と理論的根拠については，門
田・小林 (2009)を参照。 
95 Aiken and West (1991), p.32. 
96 表2-5をみると，いくつかの項目で若干の相関が想定されるが，これらの値を基準として多重共
線性の発生しない範囲内で分析を進めた。 
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IV. まとめ 
 本節ではGBI戦略のパフォーマンスを定量的に検証するために，ブランドの訴求するGBI戦略
の測定に取り組んできた。そのうえで本節では，次章以降に検証を実施するための分析枠組み，デ
ータのサンプリング，分析手法を示した。本節の意義は次の３点に集約される。第１に，ブランド
の GBI 戦略を定量化したことである。GBI 戦略という曖昧な存在を具体的なデータに落とし込む
ことができれば，今後，さらなる知見を得ることが可能となる。第２に，単一の尺度で複数ブラン
ドのGBI戦略を相対的に把握可能となったことである。従来のアンケートを利用したGBI戦略調
査では回答者により結果にバラつきの出ることが想定されるため，複数ブランドの調査結果を相対
的に検討可能かといった点に疑問が残っていた。第３に，大量にデータを収集することが可能とな
ったことである。従来の研究において用いられてきたアンケート調査では，回収率が大きな制約と
なることが多かった。その点で，本測定方法は Web ページの情報にアクセスできれば，GBI 戦略
の把握が可能となる。 
 一方で本節には課題も残されている。第１の課題は，GBI戦略測定方法の精緻化である。本節で
はGBI戦略の測定にあたりテキストの頻度という側面しか考慮していない。また本節では大量のサ
ンプルを検討できなかった。今後はテキスト同士の関連性を検証する他の分析手法を用いた場合や，
サンプルやそのサイズを変化させた場合に結果がどう変化するのかを丁寧に検証し，測定を精緻化
する必要がある。第２の課題は製品群差異の考慮である。本節ではB to Cブランドと対象としたう
えでGBI戦略の測定をおこなったが，B to Cブランドの中でも製品群によって，測定するための
キーワードが変化する可能性がある。今後は製品群を詳細に分類し各群に最適化した測定方法を検
討する必要がある。第３の課題は，GBI戦略のユニークな点を測定することである。本測定方法は，
複数ブランドのGBI戦略を共通の横断的な尺度を用いて測定するため，各ブランドが訴求するユニ
ークな単語は考慮の対象外となる。今後は各ブランドのユニークな点も測定できるように改良を加
える必要がある。 
 本章での検討や定量化，分析枠組みを踏まえ，次章では，各国民文化圏における 7 つの GBI 戦
略の効果をそれぞれ検証することとする。3章ならびに4章では，7つのGBI戦略を機能的な側面
（3章）と観念的な側面（4章）に分けている。機能的な側面とは，目に見える点から発生するGBI
戦略である。ここには価格訴求型，品質訴求型，そしてそれに派生する訴求型として多様性・新規
性訴求型を含めている。表示されている価格や，製品の品質・機能性，そして豊富なブランドの種
類や革新性といった要素は目に見えるものである。一方で観念的な側面とは，カタチの無い対象か
ら発生するGBI戦略である。ここには集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求
型が該当する。準拠集団がもたらす社会的な影響や五感経験によってもたらされる感情は目で見た
り触ったりすることができないものである。次章以降では便宜的に 7 つのGBI 戦略をこの 2 つに
分けて検証結果を示すこととする。 
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3章 機能的訴求の有効性 
 
第 1節 価格訴求型 
 
 本節の目的は，各国民文化圏においてブランドが訴求する低価格イメージの有効性を検証するこ
とである。店頭でブランドに付与されている実売価格と消費者が実際に抱く価格に対するイメージ
は異なる1。消費者の抱く価格に対するイメージは，消費者が様々な情報を自身の価値基準に照らし
合わせたうえで判断した結果生まれる2。同じ実売価格であったとしても，そのブランドを必ずしも
必要としていない消費者にとっては「高い」と知覚するかもしれないし，代替品を入手するために
多大な時間コストや労力をかけなければならない消費者にとっては「安い」と知覚するかもしれな
い。このように消費者の抱く価格に対するイメージは，実売価格によってのみ決まるものではない。
ただし消費者の抱くこのようなブランド・イメージは企業側で管理することが可能である。ブラン
ド・イメージの管理は，実売価格だけでなく，製品政策，チャネル政策，プロモーション政策など
といったマーケティング活動によって実施される。企業のマーケティング活動は消費者の価値基準
を変容させることができるのである。 
ブランドとその中核概念であるブランド・イメージは，企業の様々なマーケティング活動によっ
て消費者の頭の中に形成される無形資産である。本節でも，各国の消費者が抱くブランド・イメー
ジを企業側で管理するためのグローバル・ブランド・イメージ（GBI）戦略に焦点をあてる。GBI
戦略とは，ブランド・アイデンティティを各国の消費者に対し訴求する戦略のことである。この訴
求を通して企業は消費者の頭の中に好ましいブランド・イメージを形成する。企業の展開する国に
よって，どのようなGBI戦略が効果的かは異なることが想定される。本節では消費者に対し低価格
イメージを訴求する「価格訴求型GBI戦略（以下，価格訴求型と略記）」を取り上げ，この戦略の
各国民文化圏における有効性を検証する。 
これまでも各国の消費者を対象とした大規模調査から，その結果を企業のGBI戦略に落とし込も
うという意図の下，多くの研究がおこなわれてきた。しかしこの研究アプローチだけでは，企業が
調査結果に基づくGBI戦略を実行しても，それが本当に有効に作用するのかが明らかとはならない。
消費者調査でさえも消費者の持つ無意識の部分まで解明することは難しいのが現状である。そのた
め調査結果を企業戦略に落とし込んだとしても必ずしもそれがうまく作用するとは限らない。そこ
で企業が消費者に対して訴求するGBI戦略が，どのようなパフォーマンスをもたらしているのかと
いう視点を補う必要がある。GBI戦略の有効性を検証した研究は極めて少ないのが現状である。企
                                                   
1 Gabor and Granger (1961), p.187. 
2 Dickson and Sawyer (1990), pp.43-45, Zeithaml (1982), pp.357-359, Zeithaml (1988), pp.10-11.  
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業側の視点から各国民文化圏における GBI 戦略の有効性を検証したものとしては，Roth (1995a)
の研究が挙げられる。彼はどのようなGBI 戦略が，Hofstede の提示するどのような国民文化圏で
マーケットシェアを高めるのかを定量的に検証している3。しかしRoth (1995a)の研究ではGBI戦
略を3つの大きな概念のみに分類して効果を検証しているため，検証結果を踏まえて企業が具体的
にどのようなGBI戦略を展開していけばよいかが分かりにくい。またRoth (1995a)の研究では，
価格訴求型が含まれるGBI戦略に関しては，その効果が明らかになっていない。そこで本節では，
より細分化したGBI戦略の概念を用いつつWeb内容マイニングといったRoth (1995a)の用いた手
法と異なる方法でブランドごとのGBI 戦略を測定することで，Hofstede の提示する各国民文化圏
における価格訴求型の有効性を検証した。 
 
I. 価格訴求型の位置づけ 
 GBI戦略は，ブランド・コンセプトを通して各国の消費者にブランド・アイデンティティの訴求
をおこなうものである。ブランド・コンセプトとは，企業が選択したブランドの意味であり，訴求
するイメージの中核を示す概念である4。Roth (1995a)の研究では，Park et al. (1986)が提示した3
つのブランド・コンセプトを用いている。それらは機能的（Functional），経験的（Experiential），
象徴的（Symbolic）といった3つである。機能的（Functional）とは，問題解決や予防を訴求する
ものである。歯ブラシや歯磨き粉などで，「磨けなかった奥歯までしっかり届く」，「虫歯を予防する」
といった側面が訴求されているものがこれにあたる。経験的（Experiential）は，感覚的な喜び，
多様さ，経験的なブランドの側面を訴求するものである。楽しい，カッコいいといった感情的な点
や，斬新さ，種類の豊富さといった消費自体に喜びや楽しみをもたらすものがこれにあたる。象徴
的（Symbolic）とは，コミュニティ内の立場や周りの人々との関連性を訴求するものである。ブラ
ンドが消費者の自己表現手段となるようなものがこれにあたる。 
 価格に関連するブランド・コンセプトは，機能的（Functional）コンセプトである。Park et al. 
(1986)は機能的（Functional）コンセプトを提示するにあたり，Fennell (1978)の研究を理論的な
基盤としている。Fennell (1978)は，消費者の知覚している 7つの製品使用シチュエーションを提
示しており，Park et al. (1986)はその概念の一部である「現在の問題解決のための消費」，「将来発
生しうる問題予防のための消費」といった点を機能的（Functional）コンセプトとしてまとめてい
る。Fennell (1978)は，これら消費シチュエーションの発生要因として「金銭的な問題」という点
を含めていることから，Park et al. (1986)の提示した機能的（Functional）コンセプトには価格と
いった側面も含まれていることが分かる。 
 なおPark et al. (1986)の提示したブランド・コンセプトはその後，Keller (1993)の顧客ベースの
ブランド・エクイティ理論に「ブランド便益」という概念として組み込まれることとなる。ブラン
                                                   
3 Hofstedeの提示する国民文化概念については後述する。 
4 Park et al. (1986), p.136. 
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ド・コンセプトとブランド便益といった概念は，それぞれ「企業はブランドをどのように管理すべ
きか」といった視点と，「消費者はブランドからどのような便益を受け取ることができるか」といっ
た視点に分けることができる。Keller (1993)の研究以降，ブランド・コンセプトはブランド便益と
いった視点から研究が進められている。以降のブランド便益研究においても，機能的（Functional）
便益の中に価格という概念は位置づけられたままであった5。1章ではこれを問題意識の一部として
捉え，Sheth et al. (1991a, 1991b)による消費価値研究を基盤としながらブランド・コンセプト（便
益）を整理し，企業が具体的に採用可能な7つのGBI戦略を提示した。1章では，機能的（Functional）
を価格と品質という側面に分けている。 
 Sheth et al. (1991a, 1991b)による消費価値研究では，既存のブランド・コンセプト（便益）研究
と同様に，価格という要素は機能的（Functional）概念の一部として位置づけられていた。しかし
Sheth et al. (1991a, 1991b)以降の消費価値研究においては，機能的（Functional）概念を細分化し
ようとする試みが実証的になされている。たとえば Sweeney and Soutar (2001)は Sheth et al. 
(1991a, 1991b)の提示する消費価値が単純なものであるとしたうえで，定量的な検証から機能的
（Functional）概念が価格と品質という要素に細分化できることを示している。またPura (2005)
による研究においても同様にSheth et al. (1991a, 1991b)の提示する機能的（Functional）概念の
細分化が試みられており，定量的な検証の結果，金銭的と利便性といった2つの側面に細分化でき
ることを示している。このように機能的（Functional）概念は価格と品質という2つの側面に分け
ることができる。消費者にとって，価格とはブランドを獲得するための犠牲でありネガティブな要
素である一方で，品質とは消費者が受け取る恩恵でありポジティブな要素なのである（図 3-1）6。
以下に本研究における価格訴求型の定義を再掲する。 
 
価格訴求型：低価格イメージ。価格という消費者の犠牲や負荷といった所与のネガティブ要素を低
減させるための訴求。 
 
図3-1 機能的ブランド・コンセプトと価格訴求型 
 
出所：筆者作成。図1-5（前掲）から一部抜粋。 
                                                   
5 詳しくは1章を参照。 
6 Peter and Tarpey (1975), pp.29-37, Ahtola (1984), pp.623-626, Dodds et al. (1991), pp.307-319, 
Sweeney et al. (1999), p.79, Sweeney and Soutar (2001), p.206. 
価格（Price）
ネガティブ要素
機能的
（Functional）
品質（Quality）
ポジティブ要素
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II. 価格訴求型に関わる仮説 
価格訴求型に関連する国民文化特性は特に長期志向‐短期志向と気ままさ‐自制の 2 つである。
長期志向の社会では，人々は将来性を重視し，長い時間をかけてでも辛抱強く努力するという特徴
がある。そのために人々は資源を節約し，無駄な出費を抑えて金銭の無駄遣いを避けようとする。
また貯蓄に励むといった特徴を持っている。以上の特徴から，長期志向の社会において消費者は一
つのブランドを長期的に使おうとする傾向があることが想定される。一つのブランドを長期的に使
うことで，資源の節約ができるだけでなく将来的に無駄な出費も抑えることができる。長期的に利
用できるブランドとは，耐久性や持続性，アフターサービスの充実といった品質の高いブランドで
ある。Sweeney et al. (1999)によれば，価格と品質との間にはトレードオフ関係が存在するとして
いる7。また製品群によっても異なるが，価格は消費者にとって品質バロメーターとしての役割を担
っている8。以上より，長期志向の社会では価格訴求型が負の影響力を持っていることが予想される。
一方，短期志向の社会では，人々は将来性よりもすぐに結果を出すことを重視しており，仲間との
付き合いに関心を持つとされている。金銭的に赤字になったとしても付き合いのために浪費すると
いう特徴があり，貯蓄の少ない人が多いとされている。Mooij (2004)によれば，短期志向の社会で
は消費者は「～％ off」といった訴求により消費活動が促進されることが示唆されている。Hofstede 
(1991)によれば，短期志向の社会では人々は，長期的な考え方を持たず浪費の特徴があり，貯蓄が
少なく，かつ消費に回せる資金が少ないことが示されている。そのため，消費者はできるだけ手ご
ろな価格のブランドを消費しようとすることが考えられる。以上より，短期志向の社会では価格訴
求型が正の影響力を持っていると予想される。 
気ままさ‐自制に関しては，自制と価格訴求型に関連がある。自制を志向する社会では，人々は
行動が様々な社会的規範によって制約されるべきであり，娯楽，浪費，そしてそれに類似した道楽
は間違っていると感じる傾向にある。また倹約を重要視しており，相対的に悲観的であるという特
徴が挙げられている。ここでは短期志向の社会とは異なり浪費を否定して倹約を重視している。倹
約とは，無駄を省いて出費をできるだけ少なくすることである。ここまでは長期志向の社会におけ
る特徴と類似している。しかしここでは長期志向の社会で挙げられていた将来性の考慮や資源の節
約といった特徴は示されていない。自制を志向する社会においては，倹約のためには将来性や資源
の節約を必ずしも考慮する必要がないのである。価格という要素は消費者にとって，ブランドを獲
得するための犠牲でありネガティブな要素である9。このネガティブな要素を軽減させる訴求が，自
制を志向する社会が持つ倹約の考え方に合致する。以上より，自制を志向する社会では価格訴求型
が正の影響力を持っていることが予想される。 
                                                   
7 Sweeney et al. (1999), p.79. 
8 上田 (1999), 27-40頁, Brucks et al. (2000), pp.359-374. 
9 Peter and Tarpey (1975), pp.29-37, Ahtola (1984), pp.623-626, Dodds et al. (1991), pp.307-319, 
Sweeney et al. (1999), p.79, Sweeney and Soutar (2001), p.206. 
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仮説1-1a 長期志向の社会では，価格訴求型が強いほどマーケットシェアが低くなる。 
仮説1-1b 短期志向の社会では，価格訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説1-1c 長期志向から短期志向の社会になるほど，価格訴求型はマーケットシェアを高める。 
仮説1-2 自制を志向する社会では，価格訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
 
III. 結果と解釈 
 結果は表 3-1の通りである。ステップワイズ法によりモデルを検討した結果，これらの変数がモ
デルに残った。モデル2は2要因の交互作用を検討したものである（調整済みR2=.038, p<.05）10。
ここでは価格訴求型×長期志向‐短期志向ならびに価格訴求型×GDP(PPP)が有意な値を示して
いた(p<.10)。しかし価格訴求型×気ままさ‐自制の交互作用については有意でなかった。そこで本
節ではより詳細に価格訴求型の影響力を検証するため，3要因の交互作用まで検討した。 
表3-1のモデル3で示した箇所が，3要因の交互作用を検討した結果である（調整済みR2=.117, 
p<.01）。ここでは価格訴求型が関連する3要因交互作用のすべての組み合わせをステップワイズ法
により検討した。なお組み合わせの中には国民文化特性やGDP(PPP)だけでなく，価格訴求型以外
の 6 つの GBI 戦略も含まれている。その結果，価格訴求型×品質訴求型×長期志向‐短期志向，
価格訴求型×多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制，そして価格訴求型×ステータス訴求型×
GDP(PPP)の交互作用項が有意な値を示していた(p<.10)。次に交互作用項が有意であったこれら 3
つの項目に対して，単純傾斜の有意性検定をおこなった。単純傾斜有意性検定の実施には，Cohen 
and Cohen (1983)の提案している±1SDガイドラインに従った。 
  
                                                   
10 本論では全体を通して有意であるか否かを判断するために，p< .10を基準として用いている。た
だしこれより小さい水準を確認した場合，その値を適宜示すこととする。 
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表3-1 価格訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
1. 価格訴求型×品質訴求型×長期志向‐短期志向 
 図 3-2 に価格訴求型×品質訴求型×長期志向‐短期志向の単純傾斜有意性検定の結果を示した。
これをみると長期志向の社会では，ブランドの品質訴求型を採用する度合いが高く，かつ価格訴求
型の採用度合いも高いほどマーケットシェアが高くなることが示されている(B=2.371, p<.10)。し
かし長期志向の社会で，品質訴求型の採用度合いが低い場合では，価格訴求型の採用度合いを変化
させても有意なマーケットシェアの変化を確認できなかった(B=-1.216, p=n.s.)。この結果は，長期
志向の社会では高品質イメージがブランドに訴求されている場合に限って，価格に関するイメージ
訴求が有効になってくることを示している。長期志向の社会において，価格訴求型が負の影響力を
持っていることは確認できなかった。以上より仮説1-1aは支持されなかった。 
 仮説では，価格訴求型は長期志向の社会において負の影響を持つとしていた。これは長期志向の
（定数） -.007 -.009 .006
独立変数
価格訴求型 .577 .105 .658 .120 + 1.326 .242 *
モデレータ変数
個人主義‐集団主義 -.141 -.149 + -.176 -.186 * -.195 -.206 *
男性らしさ‐女性らしさ -.046 -.062 -.065 -.088 -.087 -.117 +
長期志向‐短期志向 -.083 -.070 -.126 -.106 -.014 -.012
気ままさ‐自制 .233 .182 * .181 .141 .078 .061
GDP(PPP) -.050 -.059 -.006 -.007 .000 .000
2要因交互作用項
価格訴求型×個人主義‐集団主義 -1.969 -.085 -2.963 -.128
価格訴求型×長期志向‐短期志向 -4.986 -.196 + -3.753 -.148
価格訴求型×気ままさ‐自制 -2.242 -.057 -3.391 -.086
価格訴求型×GDP(PPP) 4.993 .236 + 6.333 .299 *
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
品質訴求型 -.267 -.062
ステータス訴求型 -.085 -.009
感情訴求型 .186 .033
多様性・新規性訴求型 -.834 -.158 *
価格訴求型×品質訴求型 16.348 .144
価格訴求型×ステータス訴求型 39.450 .153 *
価格訴求型×感情訴求型 -13.406 -.105
価格訴求型×多様性・新規性訴求型 10.742 .096
品質訴求型×長期志向‐短期志向 1.441 .068
ステータス訴求型×GDP(PPP) -4.264 -.116 +
感情訴求型×長期志向‐短期志向 -1.428 -.050
多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制 -.680 -.024
3要因交互作用項
価格訴求型×品質訴求型×長期志向‐短期志向 82.216 .157 +
価格訴求型×感情訴求型×長期志向‐短期志向 38.538 .065
価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP) -173.255 -.170 *
価格訴求型×多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制 -135.862 -.149 +
調整済みR2 .024 .038 .117
F値 1.988 + 1.965 * 2.241 **
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
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社会では，良いモノを長く使うという人々の特徴を前提としている。価格と品質はトレードオフの
関係にあるため，低価格イコール粗悪品といったイメージ持った消費者はブランドの購買を敬遠す
るのではないかという仮説であった。しかし本検証の結果を踏まえると，長期志向の社会であって
も，しっかりと品質訴求を実施することで粗悪品というイメージが払拭されていれば，低価格イメ
ージの訴求が有効に作用することが分かる。 
 
図3-2 価格訴求型×品質訴求型×長期志向‐短期志向の単純傾斜分析 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
一方で短期志向の社会において，品質訴求型の採用度合いが高い場合は，価格訴求型の採用度合
いを変化させても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった(B=2.072, p=n.s.)。しかし短
期志向の社会において，品質訴求型の採用度合いが低く，かつ価格訴求型の採用度合いが高くなる
ほどマーケットシェアが高くなることが示されている(B=2.078, p<.10)。本節ではGBI戦略の各訴
求型を全訴求型に占める割合で算出している。そのためこの結果は，短期志向の社会では品質訴求
型以外のGBI戦略が展開されている場合，価格訴求型が有効であることを示している。品質訴求型
以外のどのような GBI 戦略と価格訴求型の組み合わせが短期志向の社会において有効であるのか
は，現段階では不明である。この点は今後詳細に検証していく必要がある。品質訴求型の採用度合
いが高い場合では効果が確認できなかったが，部分的に短期志向の社会において価格訴求型の正の
影響力を確認できた。以上より仮説 1-1b は部分的に支持された。短期志向の社会では，品質訴求
型の採用度合いが高い場合は価格訴求型の有効性が確認できなかったものの，それ以外の場合では
価格訴求型がマーケットシェアの上昇に有効であることが確認できた。この結果から，短期志向の
社会においては，低価格イメージが消費者に受け入れられる傾向が読み取れる。人々は浪費の特徴
があり，貯蓄が少なく，かつ消費に回す資金が少ないため，できるだけ手ごろな価格のブランドを
受け入れようとするのではないだろうか。 
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 続いて仮説1-1cを検証するため，図3-3に長期志向‐短期志向をｘ軸に変換した場合の価格訴求
型×品質訴求型×長期志向‐短期志向の単純傾斜分析結果を示した。品質訴求型の採用度合いが高
い場合をみると，価格訴求型採用度合いが高い場合も(B=.097, p=n.s.)，低い場合においても(B=.032, 
p=n.s.) 長期志向‐短期志向の値を変化させても，有意なマーケットシェアの変化は確認できなか
った。一方で品質訴求型の採用度合いが低い場合をみると，価格訴求型の採用度合いが高い時に長
期志向から短期志向になるにつれマーケットシェアを高めている（短期志向から長期志向になるに
つれマーケットシェアが低くなっている）ことを確認した(B=-.450, p<.10)。価格訴求型の採用度合
いが低い場合は，長期志向‐短期志向の値を変化させてみても，有意なマーケットシェアの変化は
確認できなかった(B=.014, p=n.s.)。以上より，品質訴求型の採用度合いが高い場合では長期志向‐
短期志向間におけるマーケットシェアの推移は確認できなかったが，品質訴求型の採用度合いが低
い場合では，短期志向になるにつれ価格訴求型がマーケットシェアを高めることを確認できた。以
上より仮説1-1cも部分的に支持された。この結果からも，やはり，長期志向の社会になるにつれ価
格訴求型を有効に作用させるには，品質訴求型の強調が必要であることが推察される。 
 
図3-3 長期志向から短期志向にかけてのマーケットシェア推移 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
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2. 価格訴求型×多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制 
 図3-4に価格訴求型×多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制における単純傾斜有意性検定の結
果を示した。 
 
図3-4 価格訴求型×多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制の単純傾斜分析 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
これをみると，自制を志向する社会ではブランドの多様性・新規性訴求型の採用度合いが高く，
かつ価格訴求型も高いほどマーケットシェアが高くなることが示されている(B=3.509, p<.05)。し
かし自制を志向する社会で，多様性・新規性訴求型の採用度合いが低い場合では，価格訴求型の採
用度合いを変化させてみてもマーケットシェアの有意な変化が確認できなかった(B=.358, p=n.s.)。
この結果は，自制を志向する社会では，種類の豊富さやブランドの新しさを訴求するイメージが強
いブランドに限っては，低価格イメージの訴求が有効となることを示している。価格訴求型の効果
は限定的ではあるが，以上より仮説1-2は部分的に支持された。なお気ままさを志向する社会では，
多様性・新規性訴求型の採用度合いが高い場合でも(B=.109, p=n.s.)，低い場合においても(B=1.329, 
p=n.s.)，価格訴求型採用度合いの変化によるマーケットシェアの有意な変化を確認できなかった。 
自制を志向する社会において，価格訴求型を有効に作用させるには，なぜ多様性・新規性訴求型
の強調が必要なのか，ここで得られたデータのみではその解釈ができない。本点については，後述
する多様性・新規性訴求型の検証結果を含めて，今後より詳細に検討していく必要がある。 
 
3. 価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP) 
 価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP)については，本節において仮説を設定した項目では
ないが，検証により明らかになった要素として単純傾斜の有意性検定結果と若干の解釈を示す。図
3-5に価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP)の単純傾斜有意性検定の結果を示した。 
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図3-5 価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP)の単純傾斜分析 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
ここでは GDP(PPP)が高い国では，ブランドのステータス訴求型を採用する度合いが高く，かつ
価格訴求型の採用度合いが高いほどマーケットシェアが高くなることが示されている(B=2.773, 
p<.01)。また同様にGDP(PPP)の高い国で，ステータス訴求型の採用度合いが低い場合でも，価格
訴求型の採用度合いが高いほどマーケットシェアが高くなることが示されている(B=2.793, p<.05)。
以上よりGDP(PPP)の高い国では，ステータス訴求型の採用度合いに関わらず価格訴求型はマーケ
ットシェアに対して正の影響力があるといえる。一方でGDP(PPP)の低い国で，かつステータス訴
求型の採用度合いが高い場合においては，価格訴求型の採用度合いを変化させてもマーケットシェ
アの有意な変化を確認できなかった(B=1.859, p=n.s.)。ただしGDP(PPP)の低い国で，かつステー
タス訴求型の採用度合いが低い場合，価格訴求型の採用度合いが高いほどマーケットシェアが低く
なることが示されている(B=-2.120, p<.10)。 
またGDP(PPP)をｘ軸に変換してみると（図3-6），ステータス訴求型の採用度合いが低いブラン
ドに関しては，価格訴求型の採用度合いが高い場合，GDP(PPP)が低い国から高い国にかけてマー
ケットシェアを伸ばしていることが分かる(B=.569, p<.01)。反対に価格訴求型の採用度合いが低い
場合，GDP(PPP)が低い国から高い国にかけてマーケットシェアを減らしている(B=-.355, p<.05)。
ステータス訴求型の採用度合いが高いブランドに関しては，価格訴求型の採用度合いが高い場合も
(B=-.021, p=n.s.)，低い場合でも(B=-.193, p=n.s.)，GDP(PPP)の値を変化させることによるマーケ
ットシェアの有意な変化を確認できなかった。 
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図3-6 価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP)の単純傾斜分析（GDP(PPP)軸） 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 GDP(PPP)の異なる国における価格訴求型の効果は市場で販売されているブランドの価格レンジ
に関係することが想定される。価格訴求型は「手ごろ」や「値引き」，「セール」といったキーワー
ドに特徴づけられるが，これらはブランドの価格レンジが広い場合に特に強い意味を持つと考えら
れる。市場で販売されているブランドの価格レンジが狭い場合，消費者はこのようなキーワードを
提示されても，実売価格の振れ幅が小さいために受けるインパクトが小さいのである。ブランドの
価格レンジは同一のブランドカテゴリーにおける商品選択肢の豊富さ（ブランド数の多さ）に比例
すると考えられる。経済発展の未発達な国では，相対的にブランドの選択肢が豊富ではなく，ブラ
ンドの価格レンジも狭い。ただし経済が発展するにしたがい，大量消費社会へ移行することでブラ
ンドの選択肢も増大する。その結果，ブランドの価格レンジも広がる。その後さらに経済発展が進
み大量消費社会を超えるにしたがってプレミアムブランドが充実してくる。その結果さらにブラン
ドの価格レンジが広がるという構図である。この構図にしたがうと，価格訴求型は経済が発展する
ほど消費者にインパクトを与えることになると考えられる。ただし本検証の結果のみではこの考え
を裏付けることはできない。以上は，本節の検証結果に対する新たな仮説である。この仮説は課題
として今後詳細に検証していきたい。 
 
IV. まとめ 
 本節ではWeb内容マイニングという手法を用いて世界10ヶ国における日用品ブランドの価格訴
求型を測定し，その各国民文化圏における効果を検証してきた。その結果，長期志向‐短期志向，
気ままさ‐自制の国民文化特性，そしてGDP(PPP)が変化した場合の価格訴求型の効果を確認した。
これらの結果を踏まえ，企業は価格訴求型の有効な国が自社の展開する市場にどのように分布して
いるかを考慮してグローバル・マーケティングを施行する必要がある。しかし各国の状況を単一の
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国民文化特性のみで単純に判断してはならない。その理由は，それぞれの国では6つの国民文化特
性が複雑に絡み合っているためである。すべての国民文化特性による影響度合いを考慮して，各国
の状況を判断する必要があることに注意されたい。本節の意義は次の 2 点に集約される。第 1 に，
価格訴求型という機能的（Functional）概念を細分化したものを用いて，その各国民文化圏におけ
る有効性を検証したことである。既存の概念を細分化することで，これまで機能的（Functional）
という大きな概念では検証できなかった効果を確認することができた。第2に，価格訴求型がどれ
ほどの影響力を持っているのかを定量的に明らかにしたことである。各国民文化圏における価格訴
求型の影響力を定量的に検証することで，その有効性を認識できるようになった。 
 一方で本節には課題が存在する。その最たるものは，価格訴求型以外のGBI戦略それぞれに焦点
をあてて，各国民文化圏における効果を検証することである。本節ではGBI戦略の一部に焦点をあ
てて検証をおこなったため，検証に係る決定係数を充分に高めることができなかった。GBI戦略に
は価格訴求型以外にも6つの訴求型が存在している。そこで次節では，品質訴求型について検討す
ることとする。 
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第２節 品質訴求型 
 
 ブランドは元来，商品を識別するための印であった。後にこの識別印は，消費者にとって品質保
証の意味合いを持つこととなる。消費者は自身が処理する情報量を減らすために，この識別印を利
用した。これまで利用したことのある商品と同じ識別印のついた商品を購買することで，消費者は
改めて自身で商品の品質を精査しなくても良くなったのである。そして現代におけるブランドは，
品質保証の意味合いだけでなく，様々な価値の保証を担う存在となっている。ブランドを所持する
ことで，消費者にステータス性を保証するものや，デザイン性，楽しさ等を保証するものがこれに
あたる。ブランドとは消費者の頭の中に蓄積していく企業の無形資産である。企業はブランドを構
築するために，様々な価値をマーケティング活動により訴求し，自社にとって好ましいブランドの
イメージを形成するのである。これまで日本のブランドは世界的に，高品質というイメージを消費
者に抱かれ，高品質の印とみなされてきた。しかし日本のブランドが世界で展開するにあたって，
高品質というイメージは必ずしも好意的に捉えられるとは限らない。価格にセンシティブな消費者
が多い国では，高品質だからこそ価格も高いと判断され購買時に消費者の選択肢にすら入らないこ
ともある。また品質以外の存在に価値を見出す消費者が多い国では，品質が高いのはもはや当然と
捉えられ，それを超えた価値を重要視する。 
本節の目的は，高品質イメージを訴求する品質訴求型GBI戦略（以下，品質訴求型と略記）が世
界の各国民文化圏でどのように作用するのかを検証することである。国民文化は，Hofstede et al. 
(2010)のスコアを用いた。GBI戦略とはブランド・アイデンティティを各国の消費者に対して戦略
的に訴求するものである。本節の検証により，高品質イメージが有効に作用する国民文化圏と，そ
うでない国民文化圏が明らかになる。品質訴求型のGBI戦略が有効ではない国民文化圏では，品質
を超えた価値をグローバル・マーケティングにより訴求する必要がある。 
 
I. 品質訴求型の位置づけ 
 1章ではSheth et al. (1991a, 1991b)による消費価値研究を基盤としながら過去のGBI研究を整
理することで，企業が具体的に採用可能な 7 つの GBI 戦略を理論的に抽出している。本節でも１
章のGBI戦略類型に準拠し，品質訴求型を下記のように定義している。 
 
品質訴求型：高品質イメージ。物理的性能，実用性，信頼性，サービスの質といった消費者の受け
取る恩恵。品質にかかわる事実やデータの訴求。 
 
品質という概念は既存研究の中において様々な意味で用いられている。そこで本節では主要な既
存研究による品質の捉え方と本節における品質訴求型の位置づけを整理しておく。表 3-2にブラン
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ドの品質に関する既存研究と本節における品質訴求型の位置づけを示した。 
品質訴求型に関連するブランド・コンセプトはPark et al. (1986)の機能的（Functional）コンセ
プトである。機能的（Functional）コンセプトとは，問題解決や予防を訴求するものである。歯ブ
ラシや歯磨き粉などで，「磨けなかった奥歯までしっかり届く」，「虫歯を予防する」といった側面が
訴求されているものがこれにあたる。また前節で述べた通り，価格といった要素もここに含まれて
いる。Park et al. (1986)は機能的（Functional）側面を提示するにあたり，Fennell (1978)の研究
を理論的な基盤としている。前節でも示した通り，Fennell (1978)は消費者の知覚している 7つの
製品使用シチュエーションを提示している。そしてPark et al. (1986)はその概念の一部である「現
在の問題解決のための消費」，「将来発生しうる問題予防のための消費」といった点を機能的
（Functional）側面としてまとめている。Fennell (1978)は，これら消費シチュエーションの発生
要因として「金銭的な問題」という点を含めていることから，Park et al. (1986)の提示した機能的
（Functional）側面にはブランドの価格といった点も含まれていることがわかる。本節における品
質訴求型との相違点を示しておくと，Park et al. (1986)による機能的（Functional）コンセプトに
は価格という要素が含まれているものの，品質訴求型には価格という要素は含まれていないという
点である。 
 「消費者の知覚する品質」といった視点からおこなわれている研究としては Zeithaml (1988)が
存在する。Zeithaml (1988)は消費者による製品品質についての判断を「知覚品質」とし，その構成
要素として「製品属性によるもの」だけでなく「価格」や「評判」も含めている。本節における品
質訴求型は，製品の機能性や性能といった物理的特質によってもたらされる「製品属性によるもの」
に限定される。「価格」や「評判」といった要素は他の概念として捉えている。また和田 (2002)は
消費者が受け取る製品の便益として基本価値，便宜価値，感覚価値，観念価値の4つを提示してい
る。その中で品質に関わる便益としては基本価値と便宜価値がある。基本価値とは「製品がカテゴ
リーそのものとして存在するためになくてはならない価値」11とされている。基本価値があっては
じめてモノは製品として成立する。便宜価値は「消費者が当該製品を便利に楽しくたやすく購買し
消費しうる価値」12とされている。ここでは価格といった要素も便宜価値に含まれている。本節に
おける品質訴求型は基本価値と便宜価値の一部に該当し，便宜価値に含まれる価格といった要素は
含まれない。 
 
 
 
 
 
                                                   
11 和田 (2002), 20頁。 
12 和田 (2002), 20頁。 
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表3-2 品質訴求型の位置づけ 
 
注：概念間の対応は完全に一致するとは限らないので注意されたい。 
出所：既存研究の整理により筆者作成。 
 
消費者の知覚する便益を定量的に検証した代表的研究としては Hsieh (2002)が挙げられる。
Hsieh (2002)は，消費者の知覚するブランドの便益は各国の市場で共通性があるのかどうかを定量
的に検証している。20ヶ国，計70地域において自動車保有者に対する調査を実施しサンプルを検
証した結果，Hsieh (2002)は4つのブランド便益が存在していることを確認している。それらは実
用的（Utilitarian），経済的（Economic），感覚的（Sensory），象徴的（Symbolic）である。その
中で品質に関わる便益は実用的（Utilitarian），経済的（Economic）である。実用的（Utilitarian）
とは，製品やサービスの品質を意味する。ここでは製品の耐久性やサービスの信頼性などが挙げら
れる。経済的（Economic）とは，当該製品を利用することによって得られる効率性を意味する。こ
れには製品の価格や自動車の燃費性能が挙げられている。ここでも品質訴求型は，実用的
（Utilitarian）と価格という要素を除いた経済的（Economic）の一部に該当する。 
 本節では既存研究で示されているような，価格や評判といった要素は品質訴求型には含めていな
い。これらの要素を含めて品質訴求型の各国民文化圏における有効性を検証したとしても，得られ
た結果を踏まえて企業はどのようなイメージを訴求していけよいのかが不明瞭になってしまうため
である。価格や評判といった要素は別のGBI戦略として考慮する。前述した通り，本節では１章で
提示した品質訴求型の概念に基づいて検証を進める。 
 
II. 品質訴求型に関わる仮説 
 品質訴求型に関連する国民文化特性は特に個人主義‐集団主義，男性らしさ‐女性らしさ，不確
実性回避，長期志向‐短期志向の4つである。個人主義‐集団主義では，特に個人主義と品質訴求
型に関連がある。国民文化特性とGBI 戦略の関係性を検討した 2 章 2 節では，個人主義と品質訴
本論
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Keller (1993)
価格 評判
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…
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求型の関係性に言及しなかった。しかし GBI 戦略とマーケットシェアの関係性を検証した Roth 
(1995a)の定量的研究では，品質訴求型が含まれる機能的（Functional）が個人主義社会において有
効に作用するという結果が出ている。Roth (1995a)はこの結果に対して解釈を示してはいないもの
の，これは個人主義社会には低コンテクスト文化という特徴を持った国が多いことに関係している
ためだと考えられる。Hofstede (1991)によれば，個人主義社会に属する国々で共通する特徴点とし
て，低コンテクスト文化を持っていることを挙げている13。コンテクスト文化という概念は Hall 
(1983)が提唱した概念であり，暗黙の情報を読み取る度合いが文化特性によって異なることを示し
ている。低コンテクスト文化を持つ国では多くの情報を言語化する特徴があるため，文脈を読むと
いう習慣が無い。一方で高コンテクスト文化を持つ国では，言語化されない情報が多く，文脈など
から意味を読み取ることでコミュニケーションをおこなう習慣がある。低コンテクスト文化の傾向
を持つとされる個人主義社会では，ブランドに関する多くの情報が言語化されて事実やデータとし
て示されることが重要である。そして品質訴求型は，品質に関わる事実やデータを訴求するもので
ある。以上より，個人主義社会では品質訴求型が正の影響力を持っていると考えられる。 
 男性らしさ‐女性らしさでは，特に男性らしさと品質訴求型に関連がある。男性らしさを持つ社
会では，人々は自己主張，競争といった目的を持っており，男女の社会的な役割が決められている
傾向がある。また野心的で強さを志向し，物質的な成功や進歩を目指しているという特徴を持つ。
Hofstede (1991)は男性らしさと女性らしさの傾向に応じて，産業の得意分野も異なっていることを
示唆している14。男性らしさを持つ社会においては，効率性や高品質，迅速性が必要とされる製造
業を得意分野としている。一方で女性らしさを持つ社会においては，コンサルタントや輸送業等と
いったサービス業を得意としている。このことから男性らしさを持つ社会では，人々は相対的に効
率性や高品質といった点を重視することがわかる。またHofstede et al. (2010)によれば，男性らし
さを持つ社会において消費者が自動車を購買する場合，事実やデータに興味・関心を持つことが示
されている15。以上より，男性らしさを持つ社会では品質訴求型が正の影響力を持っていると考え
られる。 
 不確実性回避については，この傾向が強い場合に品質訴求型と関連がある。不確実性回避が強い
社会においては，曖昧さや自分の持つ不安をすぐに解消したいという欲求が強い傾向にある。人々
にとって不確実性という存在は脅威とみなされており，取り除かれなければならないものと考えら
れている。人々は不確実性を取り除くために努力することで安心を求める。一方で，不確実性の回
避が弱い社会においては，人々にとって不確実性という存在は脅威ではなく，曖昧な状況であって
も，危険についてよく分からなくても比較的平気であるといった傾向がある。その点で品質に関す
る事実やデータを訴求する品質訴求型は，消費者の抱えるブランドに対する曖昧さを解消する効果
があると考えられる。以上より，不確実性の回避が強い社会では品質訴求型が正の影響力を持って
                                                   
13 Hofstede (1991), 邦訳, 60-61頁。 
14 Hofstede (1991), 邦訳, 99-100頁。 
15 Hofstede et al. (2010), pp.163-164. 
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いると考えられる。 
 長期志向‐短期志向については，特に長期志向と品質訴求型に関連がある。長期志向の社会では，
人々は将来性を重視し，長い時間をかけてでも辛抱強く努力するという特徴がある。そのために人々
は資源を節約し，無駄な出費を抑えて金銭の無駄遣いを避けようとする。また倹約志向で貯蓄に励
むといった特徴を持っている。以上の特徴から，長期志向の社会において消費者は一つのブランド
を長期的に使おうとする傾向があることが想定される。一つのブランドを長期的に使うことで，資
源の節約ができるだけでなく将来的に無駄な出費も抑えることができる。この点が長期志向の社会
における人々の考え方に合致する。長期的に利用できるブランドとは，耐久性や持続性，アフター
サービスの充実といった品質の高いブランドである。以上より，長期志向の社会では品質訴求型が
正の影響力を持っていると考えられる。 
 
仮説2-1 個人主義社会では，品質訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説2-2 男性らしさを持つ社会では，品質訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説2-3 不確実性回避が強い社会では，品質訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説2-4 長期志向の社会では，品質訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
 
III. 結果と解釈 
 品質訴求型の重回帰モデルを示したものが表 3-3である。ステップワイズ法によりモデルを検討
した結果，これらの変数がモデルに残った。多重共線性の問題から，GDP(PPP)の指標は最終的な
モデルの中に残らなかった。モデル2は2要因の交互作用を検討したものである（調整済みR2=.030, 
p<.10）。モデル 2の 2要因交互作用項をみてみると，品質訴求型×権力格差（p<.05）と品質訴求
型×気ままさ‐自制（p<.10）の項目に有意な値を確認できた。しかしそれ以外の交互作用項には
有意な値を確認できなかった。そこで本節ではより詳細に品質訴求型の影響力を検証するために 3
要因の交互作用まで検討した。 
 モデル 3が 3要因の交互作用を検討した結果である（調整済みR2=.085, p<.01）。ここでは品質
訴求型が関連する3要因交互作用のすべての組み合わせをステップワイズ法により検討した。その
結果，品質訴求型×集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさ（p<.01）と品質訴求型×不確実性回避
×長期志向‐短期志向（p<.01）の項目に有意な値を確認した。2要因交互作用項の効果は3要因交
互作用項の効果に限定されることとなる。モデル3の中で3要因交互作用項に限定されない2要因
交互作用については，品質訴求型×権力格差（p<.01），品質訴求型×個人主義‐集団主義，品質訴
求型×気ままさ‐自制（p<.05）の項目に有意な値を確認した。次に交互作用項が有意であったこ
れらの項目に対して，事後検定である単純傾斜の有意性検定をおこなった。単純傾斜有意性検定の
実施にはCohen and Cohen (1983)の±1SDガイドラインに従った。以後，仮説に関わる項目から
順に事後検定の結果を示す。 
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表3-3 品質訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
1. 品質訴求型×個人主義‐集団主義 
 図3-7に品質訴求型×個人主義‐集団主義の単純傾斜有意性検定による結果を示した。左図をみ
ると個人主義社会では品質訴求型の採用度合いが高いほどマーケットシェアが高くなることがわか
る（B=1.355, p<.10）。一方で集団主義社会では品質訴求型の効果を確認することができなかった
（B=-1.042, p=n.s.）。また右図をみてみると，集団主義社会から個人主義社会になるに従って，品
質訴求型の採用度合いが低いブランドはマーケットシェアが低くなることがわかる（B=-.446, 
p<.01）。品質訴求型の採用度合いが高いブランドに関しては効果を確認できなかった（B=.079, 
p=n.s.）。この結果は，個人主義社会に限っては品質訴求型が有効に作用することを示している。以
上より仮説2-1は支持された。Roth (1995a)では機能的（Functional）は，個人主義社会において
有効に作用するとされていた。本節の検証結果から，Roth (1995a)の示した機能的（Functional）
は，その概念から価格という要素を除いても，同様に個人主義社会において有効に作用することが
わかった。個人主義社会において，品質訴求型の採用度合いが低いブランドは，ブランドに関する
（定数） -.006 -.003 .013
独立変数
品質訴求型 -.388 -.090 -.371 -.086 .157 .036
モデレータ変数
権力格差 -.116 -.071 -.030 -.018 .042 .026
個人主義‐集団主義 -.199 -.210 * -.202 -.213 * -.184 -.194
男性らしさ‐女性らしさ -.011 -.015 -.013 -.018 .027 .036
不確実性回避 -.089 -.074 -.084 -.070 -.060 -.051
長期志向‐短期志向 -.102 -.086 -.109 -.091 -.064 -.054
気ままさ‐自制 .126 .098 .195 .152 .223 .174
2要因交互作用項
品質訴求型×権力格差 11.845 .386 * 14.400 .470 **
品質訴求型×個人主義‐集団主義 1.249 .070 4.792 .270 *
品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -.854 -.064 -1.562 -.117
品質訴求型×不確実性回避 -.972 -.044 1.696 .077
品質訴求型×長期志向‐短期志向 1.986 .093 6.152 .289 **
品質訴求型×気ままさ‐自制 5.823 .241 + 8.889 .367 *
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
価格訴求型 1.475 .269 *
集団訴求型 .507 .113
価格訴求型×品質訴求型 24.726 .217 +
品質訴求型×集団訴求型 .808 .010
価格訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -.834 -.042
集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -.923 -.062
不確実性回避×長期志向‐短期志向 .076 .012
3要因交互作用項
品質訴求型×価格訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 26.972 .074
品質訴求型×集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 45.141 .173 **
品質訴求型×不確実性回避×長期志向‐短期志向 -29.708 -.253 **
調整済みR2 .024 .030 .085
F値 1.844 + 1.584 + 1.978 **
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
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言語化された事実やデータが多く示されておらず，その結果マーケットシェアを低めていると考え
られる。ただし本検証の結果のみでは，その原因が「個人主義社会に低コンテクスト文化を持つ国
が多いから」であるかどうかは不明である。今後はコンテクスト文化と品質訴求型の関係性を詳細
に検証していく必要がある。 
 
図3-7 品質訴求型×個人主義‐集団主義 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
2. 品質訴求型×集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 
図3-8に品質訴求型×集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさの単純傾斜有意性検定による結果を
示した。左図の集団訴求型採用度合いが高いブランドについては，男性らしさを持つ社会において
も(B=.281, p=n.s.)，女性らしさを持つ社会においても(B=.177, p=n.s.)品質訴求型とマーケットシェ
アの有意な関係性がみられなかった。右図の集団訴求型採用度合いが低いブランドについても同様
で，男性らしさを持つ社会においても(B=-.280, p=n.s.)，女性らしさを持つ社会においても(B=.509, 
p=n.s.)品質訴求型とマーケットシェアの有意な関係性がみられなかった。表3-3で示した重回帰モ
デルにおいては，この交互作用項は有意な値を示していたものの，事後検定を実施した結果，有意
な値を示している効果を確認できなかった。また品質訴求型と男性らしさ‐女性らしさの関係につ
いて，2 要因交互作用項の品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさの項目にさかのぼってみても，有
意な値を確認することができない。以上より仮説 2-2 を支持する結果は得られなかった。仮説 2-2
は，男性らしさの強い社会においては，人々はブランドの示すデータに関心があるため品質訴求型
が正の影響力を持つというものである。しかし男性らしさの強い社会において品質訴求型の大きな
影響力を確認できなかったことを考慮すると，人々は必ずしも「品質」に関わるデータに興味を持
っている訳ではないのかもしれないということが推察される。男性らしさを持つ社会では自己主張
や社会での競争が重要視されているために，それを体現する「ステータス」に関わる（例えば，消
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費者調査で人々が憧れるブランド○年連続 No.1 獲得などといった）データに人々は興味を持って
いるということも考えられる。今後はステータス訴求型をはじめとした品質訴求型以外のGBI戦略
と男性らしさ‐女性らしさの交互作用を検討しながら，この点を明らかにする必要がある。 
 
図3-8 品質訴求型×集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
3. 品質訴求型×不確実性回避×長期志向‐短期志向 
 図3-9に品質訴求型×不確実性回避×長期志向‐短期志向の単純傾斜有意性検定による結果を示
した。 
 
図3-9 品質訴求型×不確実性回避×長期志向‐短期志向 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
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左図の不確実性回避が強い社会で，かつ長期志向の社会の場合も（B=.544, p=n.s.），短期志向の
社会の場合も（B=.443, p=n.s.），品質訴求型のマーケットシェアへの有意な関係性を確認できなか
った。一方で右図の不確実性回避が弱い社会で，かつ長期志向の社会の場合，品質訴求型の採用度
合いが高いブランドほどマーケットシェアが高くなることがわかった（B=2.224, p<.05）。また不確
実性回避が弱い社会で，かつ短期志向の社会の場合，品質訴求型の採用度合いが高いブランドほど
マーケットシェアが低くなることもわかった（B=-2.584, p<.05）。仮説 2-3では，不確実性回避が
強い社会においては品質訴求型が有効であるとした。しかし不確実性回避が強い社会においては品
質訴求型とマーケットシェアの関係性が確認できず，反対に不確実性回避が弱い社会において関係
性が確認できたことを考慮すると，仮説 2-3を支持する結果が得られなかったと帰結するのが妥当
である。不確実性回避が強い社会では品質訴求型の大きな効果が確認できなかったのに対して，不
確実性回避が弱い社会ではその効果が確認できた。この結果から，不確実性回避が強い社会では企
業の発信する情報を人々はあまり重要視しないのではないかということが考えられる。つまり企業
の発信する情報に対して人々は不確実性を懸念しているということである。現代において人々は消
費者レビューなどの第三者情報を，様々な方面から収集することができる。不確実性回避の強い社
会では，企業の発信する情報よりも，周囲の評価等を重要視する傾向があるのではないだろうか。
その結果，本検証では仮説を支持する結果が得られなかったのではないだろうか。この点は本検証
から得られた新たな仮説として今後明らかにしていきたい。 
仮説 2-4は，長期志向の社会では，品質訴求型が有効であるというものである。本検証の結果を
踏まえると，不確実性回避が弱い社会でかつ長期志向の社会の場合に限って，品質訴求型が有効で
あることを確認した。以上より仮説 2-4は部分的に支持された。不確実性回避が弱い社会でかつ長
期志向の社会において，人々は品質訴求型をもとに長期的に利用できるブランドを選定していると
考えられる。検証結果では，不確実性回避が弱い社会でかつ短期志向の社会においては，品質訴求
型が負の影響を持っていた。Hofstede (1991)によれば，短期志向の社会では人々は，長期的な考え
方を持たず浪費の特徴があり，貯蓄が少なく，かつ消費に投資にできる資金が少ないことが示され
ている16。そのため，消費者はできるだけ手ごろな価格のブランドを消費しようとすることが考え
られる。またSweeney et al. (1999)によれば，価格と品質との間にはトレードオフ関係が存在する
としている17。価格は消費者にとって品質バロメーターとしての役割を担っているのである18。その
ために，短期志向の社会において品質訴求型の負の影響が確認されたと考えられる。この点は今後，
価格訴求型，品質訴求型と短期志向の3要素の関係をより深く検証することによって明らかにする
必要がある。 
 
                                                   
16 Hofstede (1991), 邦訳, 184頁。 
17 Sweeney et al. (1999), p.79. 
18 Brucks et al. (2000), pp.359-374. 
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4. その他の明らかになった点 
 本節において仮説を設定しなかった項目についても，表 3-3の重回帰モデルにおいて品質訴求型
×権力格差と品質訴求型×気ままさ‐自制の2つの2要因交互作用項が有意な値を示していた。こ
れらについても，検証によって明らかになった項目として単純傾斜有意性検定の結果と若干の解釈
を示す。 
 
(1) 品質訴求型×権力格差 
図3-10に品質訴求型×権力格差の単純傾斜有意性検定による結果を示した。図3-10の左図をみ
ると，権力格差が大きい社会では，品質訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケットシェアが高
くなることが示されている（B=2.250, p<.01）。反対に，権力格差の小さい社会では，品質訴求型の
採用度合いが高くなるほどマーケットシェアが低くなることが示されている（B=-1.937, p<.05）。
図 3-10 の右図をみると，品質訴求型の採用度合いが高いブランドは，権力格差が大きくなるほど
マーケットシェアが高くなることが確認できる（B=.833, p<.10）。反対に，品質訴求型の採用度合
いが低いブランドは，権力格差が大きくなるほどマーケットシェアも低くなることが確認できる
（B=-.749, p<.10）。 
 
図3-10 品質訴求型×権力格差 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
権力格差の大きい社会では人々の連帯意識が希薄で，周囲の人たちへの不信感を持っているとさ
れている。権力格差の大きい社会において，周囲の人たちは自身の立場を脅かす脅威とみなされて
いるのである。そのため人々は周囲の評価といった情報よりも，企業の発信する品質訴求型の情報
を重要視しているのではないだろうか。一方で権力格差の小さい社会においては，人々は相互依存
すべきであると考えられており，皆が連帯感を持って活動するとされている。そのため人々は，企
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業の発信する品質訴求型よりも周囲の評価といった情報を重要視すると考えられる。結果からは権
力格差の小さい社会では品質訴求型の採用度合いが低いブランドほどマーケットシェアが高くなっ
ていることがわかる。本検証では品質訴求型を全訴求型に占める割合で算出している。そのためこ
の結果は，権力格差の小さい社会では品質訴求型以外のGBI戦略が展開されている場合，マーケッ
トシェアが高くなることを示している。品質訴求型以外のどのようなGBI戦略が権力格差の小さい
社会において有効であるのかは，現段階では不明である。この点は今後検証していく必要がある。 
 
(2) 品質訴求型×気ままさ‐自制 
次に品質訴求型×気ままさ‐自制の単純傾斜有意性検定による結果を示した（図3-11）。 
 
図3-11 品質訴求型×気ままさ‐自制 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
図3-11の左図をみると，気ままさを志向する社会では品質訴求型の採用度合いが高いブランドほ
どマーケットシェアが高くなることが示されている（B=1.748, p<.05）。反対に自制を志向する社会
では，品質訴求型の採用度合いが高いブランドほどマーケットシェアが低くなることが示されてい
る（B=-1.434, p<.10）。図3-11の右図をみると，品質訴求型の採用度合いが高いブランドは，気ま
まさを志向する度合いが大きい社会ほどマーケットシェアが高くなることが確認できる（B=.709, 
p<.05）。一方で，品質訴求型の採用度合いが低いブランドについては，気ままさ‐自制の度合いと
マーケットシェアの関係性が確認できなかった（B=-.264, p=n.s.）。Hofstede et al. (2010)によれば，
気ままさを志向する社会において人々は人間の基本的な欲求を充足させることに開放的であるとい
うことが示されている19。品質は人々の安全・安心に関わる要素でもある。気ままさを志向する社
会では，少しお金を払ってでも品質や性能の良いブランドが欲しいという基本的な欲求に開放的で
                                                   
19 Hofstede et al. (2010), p.281. 
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あるため，品質訴求型の有効性が確認できたのではないだろうか。一方で自制を志向する社会にお
いては，人間の基本的な欲求は抑制され，規制される必要があると考えられている。人々は倹約を
重要視しており，慎ましく質素な生活を志向する。その点で，物理的な高性能や高機能性といった
点を訴求する品質訴求型は，慎ましく質素な生活という自制を志向する社会の考え方とは適合しに
くい。そのため品質訴求型は自制を志向する社会では負の影響をもたらしているのではないだろう
か。 
 
IV. まとめ 
 本節では日用品ブランドを対象として，日本企業の得意とする品質訴求型が Hofstede et al. 
(2010)の提示するどのような国民文化圏で有効に作用するのかを企業戦略の視点から検証してきた。
その結果，2要因としては，品質訴求型×権力格差，品質訴求型×個人主義，品質訴求型×気まま
さ‐自制，3 要因としては，品質訴求型×不確実性回避×長期志向‐短期志向の交互作用効果を確
認した。これらの結果から，企業は品質訴求型が有効に作用する国民文化圏とそうでない国民文化
圏を踏まえ，品質訴求型が有効ではない国民文化圏では，品質を超えた価値をグローバル・マーケ
ティングにより訴求する必要がある。 
本節の意義は次の2点である。第1に，既存研究で機能的（Functional）とされていた要素から
価格等の要素を除き，品質訴求型としてGBI戦略の効果を検証したことである。このことでより具
体的なインプリケーションを提示することが可能となった。第2に品質訴求型の効果を定量的に示
したことである。本節での検証の結果，品質訴求型が各国民文化圏において一様に効果を持つもの
ではないことが明らかになった。また一部の国民文化圏においては品質訴求型が負の影響をもたら
すということも明らかになった。 
 ここまでGBI戦略の機能的な側面である価格訴求型，ならびに品質訴求型について検証を実施し
てきた。次節では，残る多様性・新規性訴求型について検討することとする。  
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第３節 多様性・新規性訴求型 
 
 本節の目的は，ブランドのバラエティや新しさといった側面を訴求するGBI戦略が各国民文化圏
でどのように作用するのかを定量的に検証することである。序章でも示した通り，GBI 戦略とは，
グローバル・マーケティングを通してブランド・アイデンティティを消費者へ訴求する戦略のこと
である20。GBI戦略は国境を越えたGBI戦略展開のことを意味する。具体的には，母国市場以外の
2ヶ国以上でブランドを展開し，世界で統一的に展開するブランド・コンセプトを軸としながらも，
部分的には各国市場の状況やブランドの成熟度に応じて各国に適応化したブランド・コンセプトを
複合的に訴求する戦略である21。 
 あるブランドに愛着を抱き，そのブランドを長い間購買し続ける消費者もいれば，ひとつのブラ
ンドにこだわらず，様々なブランドを購買しようとする消費者も存在する。後者の消費行動はバラ
エティシーキング（以下，VS と略記）と呼ばれ，消費者の多様性探索行動を説明する枠組みと定
義されている22。これと類似して，目新しさを重視してブランドを購買する消費行動をノベルティ
シーキング（以下，NSと略記）と呼ぶ。NSとは新しいモノやサービスの探索，既知の刺激中にお
ける多様性を探し求める行為と定義されている23。「新しいモノ好き」と呼ばれるような消費者がこ
れにあたり，発売日に店頭に並ぶような人々の行動を示す。なおNSの概念はVSの概念と重複す
る部分が大きいため，両者を総括して VS とされることも多い24。企業はこのような消費行動をお
こなう人々に自社のブランドから他社のブランドへスイッチされないように，様々なマーケティン
グを実施してきた25。たとえばブランドの多様なカラーバリエーションやラインナップといった選
択肢を提供したり，ひとつのブランドの中でもテイストの異なる商品をそろえたりしている。また
定期的に革新的な商品を市場へ出すことによって変化を感じてもらうことで，消費者を飽きさせず
に自社ブランドの中でスイッチが完結するような取り組みをしている。このようなマーケティング
を通して，ブランドは消費者に，多様性があり革新的なイメージを訴求している。本研究ではこの
ようなGBI訴求を多様性・新規性訴求型と呼んでいる26。 
                                                   
20 ブランド・アイデンティティは複数のブランド・コンセプトによって構成される。ブランド・ア
イデンティティ，ならびにブランド・コンセプトの詳細については1章を参照されたい。 
21 本節では，海外売上高比率が30％を超えているブランドを対象としている。 
22 小川 (2005), 36頁，McAlister (1982), pp.141-142. 
23 Hirschman (1980), p.284. 
24 Hirschman (1980), p.284. 
25 スイッチとは，他のブランドへの乗り換え・切り替えを意味する。 
26 Sheth et al. (1991a, 1991b)が機能的価値（Functional）と認識的価値（Epistemic）を分類した
ように，本論においても品質訴求型と多様性・新規性訴求型を分けている（詳細は1章2節を参照
されたい）。多様性・新規性訴求型は「これまでとは異なる変化」を訴求するものである。「新技術」
などといった製品の品質に関わるものであっても，これまでにはない変化を訴求するものは多様
性・新規性訴求型に分類される。一方で品質訴求型は物理的性能，実用性，信頼性，サービスの質
といった事実やデータを訴求するものであって，そこに「これまでとは異なる変化」という要素は
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多様性・新規性訴求型：製品やサービスの多様性・革新的イメージ。豊富な製品バラエティや新技
術・新システムなどといった新規性（変化）の訴求。 
 
多様性・新規性訴求型により，ブランドは消費者に対して「今までとは異なる（変化）点」を訴
求することで，VS や NS 行動の基盤となっている「新しく・今までと異なるモノへの欲求」を充
足させる。ただし本論文で一貫して主張していることは，どのようなGBI戦略でも，その有効性は
世界で一様であるとは限らないということである。展開している市場が変われば適切なGBI戦略も
変化するはずである。そこで本節では多様性・新規性訴求型の各国民文化圏における有効性を検証
する。国民文化概念には，これまでと同様にHofstede et al. (2010)の提示したものを用いた。 
 
I. 多様性・新規性訴求型の位置づけ 
 これまでも述べてきた通り，ブランド・アイデンティティの訴求はブランド・コンセプトの選択
を通して実施される。ブランド・コンセプトとは，企業の選択したブランドの意味であり，訴求す
るイメージの中核である27。本項では多様性・新規性訴求型と既存のブランド・コンセプト研究，
そしてその関連研究との概念的な繋がりを示す。 
 Park et al. (1986)はVSに影響を与えるブランド・コンセプトとして，経験的（Experiential）
を挙げている28。経験的（Experiential）とは，感覚的な喜びやラインナップの多様さ，経験的なブ
ランドの側面を訴求するブランド・コンセプトである。そしてKeller (1993)の枠組みにおいても同
様に経験的（Experiential）に「選択の楽しさ」といったVSに関連する点が含まれている29。なお
Park et al. (1986)とKeller (1993)の双方の概念において，VSに関係する点は言及されているもの
の，NSに関する点については明確に述べられてはいない。Park et al. (1986)やKeller (1993)の提
示した経験的（Experiential）とAaker (1996)による概念の重なり合う部分は情緒的（Emotional）
といった要素である。Aaker (1996)は情緒的（Emotional）を，ブランドの購買時に消費者が感じ
る楽しさやエキサイティング感などといったポジティブな感覚をもたらすものとしている30。しか
しAaker (1996)の提示する情緒的（Emotional）の概念にはVSやNSに関する点が明示されてい
ない。 
 Sheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値研究では，多様性・新規性訴求型に関連する要素として認
識的（Epistemic）が挙げられている。認識的（Epistemic）とは，好奇心，目新しさや知識的欲求
によってもたらされる消費者にとっての価値を意味する31。Sheth et al. (1991a, 1991b)は認識的
                                                                                                                                                     
含まない。 
27 Park et al. (1986), p.136. 
28 Park et al. (1986), p.136. 
29 Keller (1993), p.4. 
30 Aaker (1996), pp.97-99. 
31 Sheth et al. (1991a), p.21, Sheth et al. (1991b), p.162. 
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（Epistemic）が消費者のVSやNS行動をもたらす消費価値であるとしている。また彼らは認識的
（Epistemic）を感情的（Emotional）と明確に区別している。Sheth et al. (1991a, 1991b)の示し
た感情的（Emotional）とは，エキサイティング感，情熱などといった気分や感情によってもたら
された消費者の価値のことを意味する32。その点で感情的（Emotional）は Park et al. (1986)や
Keller (1993)による経験的（Experiential），そしてAaker (1996)による情緒的（Emotional）と重
なり合う部分が大きい。 
 本節では多様性・新規性訴求型といった分類を用いるが，これは１章で導出したGBI戦略のひと
つである。1章では既存研究を整理することで，企業が具体的に採用可能な7つのGBI戦略を類型
化している。1章においてもSheth et al. (1991a, 1991b)と同様に，ブランドの感情的な側面を訴求
するGBI戦略と多様性や新しさといった変化を訴求するGBI戦略を分けている。Park et al. (1986)
とKeller (1993)，そしてSheth et al. (1991a, 1991b)と1章において提示した概念の関係性を示し
たものが表3-4である。 
 
表3-4 多様性・新規性訴求型の位置づけ 
 
注1：概念間の対応は完全に一致するとは限らないので注意されたい。 
注2：感情訴求型とは，五感経験を通した感情（楽しい，情熱的など）に関わるイメージの訴求である。 
出所：既存研究の整理により筆者作成。 
 
 既存のブランド・コンセプト研究やブランド便益研究においては，多様性・新規性訴求型が対象
とするような要素が明確に概念規定されてこなかった。Park et al. (1986)やKeller (1993)の概念で
は経験的（Experiential）といった側面に多様性・新規性訴求型の関わる部分が含まれてはいるも
のの，このままでは経験的（Experiential）をかなり広義に捉えることが可能となるため具体的な
インプリケーションを導出することも難しくなる。ブランド・コンセプトやブランド便益の概念を
基に企業がGBI戦略を採用する場合，それらの概念はできるだけ具体的かつ詳細に構成されている
ことが望ましい。そこで本節でも1章で提示した多様性・新規性訴求型の概念を用いてその有効性
を検証している。 
 本節ではここまでに1章で提示した多様性・新規性訴求型と既存のブランド・コンセプト，ブラ
                                                   
32 Sheth et al. (1991a), p.20, Sheth et al. (1991b), p.161. 
研究者
Park et al. (1986)
Keller (1993)
Aaker (1996)
Sheth, et al (1991a, 1991b)
本論
感情的（Emotional） 認識的（Epistemic）
感情訴求型 多様性・新規性訴求型
ブランド・コンセプト，ブランド便益，消費価値研究
経験的（Experiential）
経験的（Experiential）
情緒的（Emotional）
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ンド便益研究との関係性を示し，概念規定をおこなってきた。次はこれらを踏まえて多様性・新規
性訴求型がHofstede et al. (2010)の提示したどのような国民文化特性において有効に作用するのか
を検証する。 
 
II. 多様性・新規性訴求型に関わる仮説 
 多様性・新規性訴求型に関連すると想定される国民文化特性は不確実性回避の指標である。不確
実性回避の傾向は，曖昧さや不安といった気持ちに対して人々がどのように対処するかによって分
けられる。不確実性回避の傾向が強い場合，人々は不確実な要因をすぐに取り除きたいという考え
が強く，曖昧であったり不安であったりする状況に耐えることが難しい。保守的な価値観を持って
おり逸脱しているものを危険視する傾向がある。そのため，新しい商品や技術を受け入れるのに躊
躇いがあるとされている33。これらの傾向から，不確実性回避の傾向が強い社会においては，多様
性・新規性訴求型が負の影響力を持つことが考えられる。多様性・新規性訴求型は，ブランドの多
様性や新しさを訴求することで消費者に対し変化を提案するものである。不確実性回避の傾向が強
い社会では，新しい変化は不確実性を多く含む存在と認識される。そのため多様性・新規性訴求型
は不確実性回避の傾向が強い社会の考え方と一致せず，むしろパフォーマンスの向上に逆効果をも
たらすことが考えられる。 
一方で不確実性回避の傾向が弱い場合，人々は不確実な要因が存在しても比較的平気であり，危
険について良く分からなくても生活することができる。奇抜で革新的なアイデアや行動に対して寛
容であり，むしろ変化することに対して興味を持っている34。また新しい特徴を持つ商品を受け入
れるのが早いという特徴があるとされている35。これらの傾向から，不確実性回避の傾向が弱い社
会においては，多様性・新規性訴求型が正の影響力を持つことが考えられる。不確実性回避の傾向
が強い社会とは異なり，不確実性回避の傾向が弱い社会においては，多少リスクが存在していたと
しても新しい変化を受け入れようとする特徴がある。その点で，多様性・新規性訴求型の訴求する
新たな変化といった側面と，不確実性回避の傾向弱い社会における考え方が一致する。以上を踏ま
えて導き出された仮説は次の３つである。 
 
仮説3-1a 不確実性回避の傾向が強い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが高くなるほ
どマーケットシェアが低くなる。 
仮説3-1b 不確実性回避の傾向が弱い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが高くなるほ
どマーケットシェアが高くなる。 
仮説3-1c 不確実性回避の傾向が強い社会から弱い社会になるほど，多様性・新規性訴求型はマー
                                                   
33 Hofstede (1980a), p.42, Hofstede (1980b), p.179, Hofstede (1991), 邦訳, 133頁, Hofstede et al. 
(2010), p.208. 
34 Hofstede (1980a), p.42, Hofstede (1980b), p.179, Hofstede (1991), 邦訳, 133頁。 
35 Hofstede et al. (2010), p.208. 
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ケットシェアを高める。 
 
III. 結果と解釈 
 検証に用いたデータや GBI 戦略の測定手法に関しては 2 章に記した。独立変数は多様性・新規
性訴求型の採用比率，従属変数はブランド別のマーケットシェアである。なおHofstede et al. (2010)
による国民文化スコア，ならびにGDP(PPP)をモデレータ変数として考慮した。 
 重回帰モデルを示したものが表 3-5である。ステップワイズ法によりモデルを検討した結果，こ
れらの変数がモデルに残った。なお本検証においても多重共線性の問題から，GDP(PPP)の指標は
最終的なモデルの中に残らなかった。 
 
表3-5 多様性・新規性訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
モデル2が2要因交互作用を検討したものである（調整済みR2=.062, p<.01）。モデル2では多
様性・新規性訴求型の主効果を確認できる（B= -1.095, p<.01）。また2要因交互作用項において
は多様性・新規性訴求型×権力格差の項目に有意な値を確認できた（p<.05）。しかし多様性・新
規性訴求型×不確実性回避の項目には有意な値を確認できなかった（p=n.s.）。そこで本節では，
多様性・新規性訴求型と，それ以外の6つのGBI戦略，そしてHofstede et al. (2010)の提示した6
つの国民文化特性による3要因の組み合わせをすべて考慮し（3要因交互作用），調整済みR2値が
（定数） -.005 .001 .004
独立変数
多様性・新規性訴求型 -1.158 -.220 ** -1.095 -.208 ** -1.181 -.224 **
モデレ ター変数
権力格差 -.176 -.108 -.182 -.111 -.109 -.067
個人主義‐集団主義 -.256 -.270 ** -.234 -.247 * -.210 -.222 *
男性らしさ‐女性らしさ -.016 -.022 .002 .003 -.012 -.016
不確実性回避 -.192 -.161 + -.172 -.144 + -.161 -.135
長期志向‐短期志向 -.135 -.114 + -.098 -.083 -.080 -.068
2要因交互作用項
多様性・新規性訴求型×権力格差 -6.259 -.167 * -6.565 -.175 *
多様性・新規性訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 1.295 .080 1.560 .097
多様性・新規性訴求型×不確実性回避 .932 .037 2.575 .101
多様性・新規性訴求型×長期志向‐短期志向 2.400 .092 1.034 .040
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
価格訴求型 .955 .174 *
価格訴求型×多様性・新規性訴求型 -11.228 -.100 +
価格訴求型×不確実性回避 -.513 -.017
3要因交互作用項
多様性・新規性訴求型×価格訴求型×不確実性回避 142.052 .259 **
調整済みR2 .058 .062 .086
F値 3.511 ** 2.613 ** 2.632 **
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
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最も高くかつ多重共線性の問題が発生していないモデルを模索した36。その結果，導出された組み
合わせがモデル3である。モデル3においても多様性・新規性訴求型の主効果を確認した（B= -1.181, 
p<.01）。この結果は，多様性・新規性訴求型とマーケットシェアの間には負の関係性があること
を示している。ただしこの主効果は有意な2要因交互作用項，ならびに3要因交互作用項によって
限定される。2要因交互作用項では，モデル 2と同様に多様性・新規性訴求型×権力格差の項目に
有意な値を確認した（p<.05）。そして 3 要因交互作用項においては，多様性・新規性訴求型×価
格訴求型×不確実性回避の項目が有意であった（p<.01）37。次に交互作用項の詳細を検証するため，
有意な値を確認できた交互作用項に対して事後検定である単純傾斜有意性検定をおこなった。単純
傾斜有意性検定の実施にはCohen and Cohen (1983)の±1SDガイドラインに従った。以降，仮説
を設定した不確実性回避に関わる項目から単純傾斜有意性検定の結果を示していく。 
 
1. 多様性・新規性訴求型×価格訴求型×不確実性回避 
 図 3-12，図 3-13に多様性・新規性訴求型×価格訴求型×不確実性回避の単純傾斜有意性検定に
よる結果を示した。それぞれの図では価格訴求型の採用度合いに応じて多様性・新規性訴求型と不
確実性回避の関係を分けて示している。図 3-12 が価格訴求型の採用度合いが低い場合，そして図
3-13が価格訴求型の採用度合いが高い場合である。本節ではまず価格訴求型の採用度合いが低い場
合からみていくことにする。 
 
図3-12 多様性・新規性訴求型×価格訴求型（低）×不確実性回避 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
                                                   
36 それ以外の6つのGBI戦略とは，1章で提示したGBI戦略を指す。多様性・新規性訴求型以外
に，価格訴求型，品質訴求型，集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求型が該
当する。 
37 価格訴求型とは，価格という消費者の犠牲や負荷を低減させるための低価格イメージの訴求を意
味する。詳細については1章を参照されたい。 
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図3-12左図をみると，不確実性回避の傾向が強い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合い
が高くなるほどマーケットシェアが低くなることがわかる（B= -1.404, p<.10）。一方で不確実性
回避の傾向が弱い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが変化しても有意なマーケットシ
ェアの変化は確認できなかった（B=.013, p=n.s.）。図3-12右図をみると，多様性・新規性訴求型
の採用度合いが高い場合，不確実性回避の傾向が強くなるにつれマーケットシェアが低くなること
がわかる（B= -.299, p<.10）。ただし多様性・新規性訴求型の採用度合いが低い場合では，不確実
性回避の傾向が変化しても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B=.021, p=n.s.）。 
 
図3-13 多様性・新規性訴求型×価格訴求型（高）×不確実性回避 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 次に価格訴求型の採用度合いが高い場合をみていく。図 3-13 左図において，不確実性回避の傾
向が強い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが変化してもマーケットシェアの有意な変
化は確認できなかった（B=.065, p=n.s.）。しかし不確実性回避の傾向が弱い社会では，多様性・
新規性訴求型の採用度合いが高くなるにつれマーケットシェアが低くなることがわかった（B= 
-3.399, p<.01）。図3-13右図をみてみると，多様性・新規性訴求型の採用度合いが高い場合，不確
実性回避の傾向が変化しても，マーケットシェアの有意なマーケットシェアの推移は確認できなか
った（B=.208, p=n.s.）。一方で，多様性・新規性訴求型の採用度合いが低い場合，不確実性回避
の傾向が強くなるにつれマーケットシェアが低くなることを確認した（B= -.575, p<.01）。 
 本検証においては，価格訴求型の採用度合いの違いによって，多様性・新規性訴求型と不確実性
回避の関係性が全く異なる結果となった。これらの結果を総合的に考慮すると，「不確実性回避の傾
向が強い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケットシェアが低くな
る」とした仮説3-1aが価格訴求型の採用度合いが低い場合に限って支持された。一方で，「不確実
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性回避の傾向が弱い社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケットシェ
アが高くなる」とした仮説 3-1b については，それを支持する十分なデータが得られなかった。た
だし「不確実性回避の傾向が強い社会から弱い社会になるほど，多様性・新規性訴求型のマーケッ
トシェアに対する影響力が強くなる」とした仮説3-1cについては，価格訴求型の採用度合いが低い
場合に限って支持された。価格訴求型の採用度合いが低い，つまり低価格イメージが訴求されてい
ない場合，消費者は金銭的なリスクと新商品に対する不安を二重に背負うこととなると考えられる。
不確実性回避の傾向が強い社会においては，消費者がこの二重の不安を大きなリスクと捉えるため
マーケットシェアが低くなったのではないかと考えられる。ただし同条件で価格訴求型の採用度合
いが高くなったとしても（図 3-13），有意なマーケットシェアの増加を確認することはできなかっ
た。この点については今後より詳細に検証を進める必要がある。 
 一方で価格訴求型の採用度合いが高い場合において，不確実性回避の傾向が弱い社会では多様
性・新規性訴求型が負の影響力を持つことがわかった（図3-13左）。また多様性・新規性訴求型の
採用度合いが低い場合，不確実性回避の傾向が弱くなるにつれてマーケットシェアが増加したこと
を考慮すると，不確実性回避の傾向が弱い社会においては，「低価格」というイメージと「多様性，
または新しい」といったイメージは消費者にとって結びつけづらいものであるということが考えら
れる。より革新的で奇抜な変化を志向する不確実性回避の傾向が弱い社会の人々は，低価格で新し
い（変化のある）商品といった点に魅力を感じにくいのかもしれない。ただしこの場合でも，同条
件で価格訴求型の採用度合いが低くなったとしても（図 3-12），有意なマーケットシェアの増加を
確認することはできなかった。検証結果から得られたこれらの新たな仮説については別の手法も取
り入れながら，改めて今後詳細に検証する必要がある。 
 
2. 多様性・新規性訴求型×権力格差 
 図3-14に多様性・新規性訴求型×権力格差の単純傾斜有意性検定による結果を示した。多様性・
新規性訴求型×権力格差の関係性は，本節では仮説を設定した項目ではないが，検証により明らか
になった要素として下位検定の結果と若干の解釈を示すこととする。 
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図3-14 多様性・新規性訴求型×権力格差 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 左図をみると権力格差の大きい社会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが大きくなるほど，
マーケットシェアが低くなることが確認できる（B= -2.133, p<.01）。一方で権力格差の小さい社
会では，多様性・新規性訴求型の採用度合いが変化しても，マーケットシェアの有意な変化を確認
できなかった（B= -.229, p=n.s.）。右図をみると，多様性・新規性訴求型の採用度合いが高い場合，
権力格差が大きくなるにつれてマーケットシェアが低くなることがわかる（B= -.404, p<.10）。多
様性・新規性訴求型の採用度合いが低い場合は，権力格差の大きさが変化してもマーケットシェア
の有意な推移を確認できなかった（B=.186, p=n.s.）。これらの結果は，権力格差の大きい社会で
は多様性・新規性訴求型が負の影響力を持つことを示している。Hofstede (1980b)によれば，権力
格差の大きい社会において人々は自分の権力を脅かす潜在的なリスクを回避しようとするとされて
いる38。そのため人々は保守的であり，新しい変化や不確実性に富んだ多様性に寛容ではないこと
が推察される。このような人々の考え方がブランドの選択にも反映されることで，多様性・新規性
訴求型が負の影響力を持つという結果が得られたのではないだろうか。ただしこの点についても本
検証結果のみで解釈することには限界があるため，新たな仮説として今後方法を変えながら明らか
にしていく必要がある。 
 
IV. まとめ 
 本節ではHofstede et al. (2010)の提示した国民文化概念を用いて，どのような国民文化圏におい
て多様性・新規性訴求型の影響力が変化するのかを定量的に検証してきた。その結果， 3要因交互
作用項では多様性・新規性訴求型×価格訴求型×不確実性回避，2 要因交互作用項では多様性・新
規性訴求型×権力格差の項目で多様性・新規性訴求型の影響力を確認することができた。ブランド
                                                   
38 Hofstede (1980b), p.111. 
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管理者は本検証の結果を踏まえて，適切に多様性・新規性訴求型を採用する必要がある。 
 本節の意義は，既存のブランド理論で明確に示されてこなかったGBI戦略を概念規定し，その概
念を用いて多様性・新規性訴求型とマーケットシェアの関係を検証したことである。前述した通り
既存のブランド・コンセプトやブランド便益研究においては多様性・新規性訴求型といった要素は
明確に概念規定されてこなかった。この要素を抽出したうえで検証を実施することで，ブランド研
究に新たなインプリケーションをもたらすことができた。 
 本章ではここまで，機能的（そしてそれに派生する）訴求として価格訴求型，品質訴求型，多様
性・新規性訴求型という3つの訴求型の有効性を検討してきた。次の4章では，観念的訴求として，
集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求型という4つの訴求型の有効性を検討
する。 
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4章 観念的訴求の有効性 
 
第 1節 集団訴求型 
 
ブランド・イメージの管理はこれまで，マーケティングの諸活動を構築するうえで重要な要素で
あると認識されてきた1。それは企業がブランドを展開する様々な段階において，訴求する適切なブ
ランド・イメージを選択し，マーケティングを通して戦略的にそれを管理することが長期的なブラ
ンドの成功に必要なためである2。近年，世界中で多くのブランドが母国市場を越えて海外の市場へ
展開している。ブランドを展開する国が異なれば，消費者の興味，関心，感覚，ブランド購買のパ
ターンも異なる。そのため企業が複数の国でブランドを展開する際は，これら市場の共通性と共に
差異を常に意識した展開が求められる3。国家間における消費者の差異をもたらす要因はいくつか存
在するが，その中でも主要な要素であるのが国民文化概念である。この国民文化概念の差異を考慮
しながら，企業は GBI 戦略を巧みに展開していかなければならないのである。本節では，様々な
GBI戦略の中でも大衆・流行といったイメージを消費者に対して訴求する集団訴求型GBI戦略（以
下，集団訴求型と略記）に焦点をあてる。そのうえで，集団訴求型がどのような国民文化圏で有効
に作用するのかを定量的に検証することが本節の目的である。本節においても企業の展開するGBI
戦略を定量化し，GBI戦略とパフォーマンスの関係を分析していた。 
 消費者の行動は他人の行動によって影響を受ける。たとえば，「みんなが持っているブランド」だ
とか「街で流行しているブランド」といった消費者のブランド・イメージは自分以外の他者によっ
て影響を受けたイメージである。自分以外の他者による消費者行動への影響については，準拠集団
という概念でこれまで研究が進められてきた。準拠集団とは，消費者行動に重要な影響をもたらす
人や集団のことを示す4。Park and Lessig (1977)は準拠集団に関わる消費者のモチベーションとし
て次の3つを挙げている。1つ目は，Informational Reference Group Influenceである。これは準
拠集団を信用できる情報源としてみなすものである。この場合，消費者は専門家やオピニオンリー
ダーの意見や自分にとって重要な他者から情報を収集する5。2つ目はUtilitarian Reference Group 
Influence である。これは準拠集団を社会における報酬と罰の伝達集団とみなすものである。社会
的規範に準拠しているかどうかを判断し，かつそれを示すために準拠集団を用いる6。3 つ目は
                                                   
1 Keller (1993), p.3. 
2 Gartner and Levy (1955), pp.36-37, Wind (1973), pp.2-11, Shocker and Srinivasan (1979), 
pp.159-180, Park et al. (1987), pp.135-145. 
3 Ghemawat (2007), pp.57-58, Douglas and Craig (2011), p.85. 
4 Bearden and Etzel (1982), p.184. 
5 Kelman (1961), pp.65-66, Deutsch and Gerard (1955), p.629. 
6 Kelman (1961), pp.62-63. 
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Value-Expressive Reference Group Influenceである。これは準拠集団を消費者自身の自己概念を
高め，サポートするための対象とみなすものである7。自身の自己実現のために，自分に合う準拠集
団と積極的に関わり，そうではない準拠集団とは関わらないように行動する。企業はこれら準拠集
団の影響力を上手く促進するようにマーケティングを実施している。たとえばブランドやそれに関
連するWebサイトに口コミを醸成するSocial Networking Serviceへの導線を設置し，ブランドと
消費者が接触する際に「トップセールス」，「シェアNo.1」，「好評」，「専門家推奨」等といった点を
全面的に訴求している。このようなマーケティングを通して企業は集団訴求型GBI戦略を展開して
いる。 
 
I. 集団訴求型の位置づけ 
Park et al. (1986)によるブランド・コンセプト研究の中で，他者との関連性を訴求するものは象
徴的（Symbolic）である。1章では，象徴的（Symbolic）には「他者との差別化」ならびに「集団
との同調」といった2つの特徴があることを示している。消費者は，社会的な文脈に基づいてブラ
ンドを購買し，ブランドを自己表現の手段として用いている8。そして消費者はブランドの購入・所
有により，他人との差別化や卓越化を意図したり，他の人と同一化を図ったりするのである9。1章
でも示した通り，Leibenstein (1950)は消費外部性を整理して「ヴェブレン型」，「スノッブ型」，「バ
ンドワゴン型」効果を示している。「他者との差別化」については「ヴェブレン型」，「スノッブ型」，
また「集団との同調」には「バンドワゴン型」効果が該当する。「ヴェブレン型」ならびに「スノッ
ブ型」には，一般大衆との分離という考えが根底にあり，社会的ステータス獲得のための消費行動
と捉えることができる。1章では以上を踏まえ象徴的（Symbolic）を「ステータス訴求型」と「集
団訴求型」といった2つの具体的なGBI戦略に分類している。「集団訴求型」は「バンドワゴン型」
に関連するGBI戦略である。「集団訴求型」とは，大衆，流行イメージの訴求を示す。著名人が所
持・使用することなどによる集団への帰属や，流行の訴求である。たとえば著名人が所持・使用す
ることなどによる集団への帰属を喚起する訴求，「売り上げ」や「シェア」のナンバーワンを謳うな
ど，社会的集団における流行を訴求するものがこれにあたる。本節でも1章で提示した集団訴求型
の定義を用いることとする。 
 
集団訴求型：大衆，流行イメージ。著名人が所持・使用することなどによる集団への帰属や，流行
の訴求。 
 
                                                   
7 Kelman (1961), pp.63-65, McCracken (1989), pp.311-322, Escalas and Bettman (2005), 
pp.378-379. 
8 Levy (1959), pp.117-124, 柴田 (2004), 101頁, 柴田 (2007), 185頁。 
9 梅本 (1995), 39頁, 杉本 (1993), 101-105頁。 
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II. 集団訴求型に関わる仮説 
 集団訴求型に関連する国民文化特性は特に権力格差，個人主義‐集団主義，気ままさ‐自制の 3
つである。権力格差が大きい社会では，人々は特権や地位を表すシンボルや権力の誇示を志向する
とされている。またこの場合，他者は「自身の権力を脅かす脅威」とみなされる。そして権力の弱
い者同士でさえも，他者を信頼する規範が弱いために連帯感を持って活動することが難しいとされ
ている10。Park and Lessig (1977)の提示した Informational Reference Group Influenceは，他者
を重要な情報源とする特徴を持っていた。しかし人々の連帯意識が弱く，他者への不信感を持って
いる社会においては，この影響力を促進する集団訴求型は負の影響をもたらすと考えられる。一方
で権力格差が小さい社会では，人々は相互依存すべきであると考える傾向にあり，皆が連帯感を持
って活動することができる。この場合，人々は他者を「協力を求める存在」と認識するため
Informational Reference Group Influenceが特に有効に作用すると想定される。以上より，権力格
差の小さい社会では集団訴求型は正の影響をもたらすと考えられる。 
 個人主義‐集団主義に関しては，特に集団主義が集団訴求型と関連する。集団主義社会において
は，何かを行う際にチームワークやメンバーシップが意識され，集団でのパフォーマンスを向上さ
せることに重点を置く。また集団で行われた決定を信じる傾向があり，消費を行う場合は社会的な
ネットワークを情報源とする傾向がある。このことから集団主義社会においてもPark and Lessig 
(1977)の提示した Informational Reference Group Influenceが有効に作用すると考えられる。また
集団主義社会では各自のアイデンティティは，自分が所属するコミュニティに根ざしているとされ
ている11。そのため集団主義社会では，自分の自己概念を高めそれをサポートするために準拠集団
を用いるValue-Expressive Reference Group Influenceも有効に作用すると考えられる。以上より，
集団主義社会では他者の情報や集団帰属意識をもたらす集団訴求型は正の影響をもたらすと考えら
れる。 
 気ままさ‐自制に関しては，特に自制が集団訴求型と関連する。国民文化特性とGBI戦略の関係
性を考慮した2章では自制と集団訴求型の関係を検討しなかった。しかしPark and Lessig (1977)
が示した準拠集団による影響力を考慮する限り，自制と集団訴求型の関係が考えられる。自制を志
向する社会では，社会的規範の遵守が重要視される。人々は所属する準拠集団の行動を見て，自身
が社会的規範を遵守できているかを確認する。準拠集団の行動からはみ出さないように行動するこ
とで，暗黙的に社会的ルール・モラルを維持し，社会的制裁から逃れようと行動する。これは人々
が自分の行動を社会の人々に常に見られていると感じているためである。このような特徴を持つ自
制を志向する社会では，準拠集団を社会における報酬と罰の伝達集団とみなす Utilitarian 
Reference Group Influenceが有効に作用すると考えられる。以上より，集団主義社会では自身の
行動基準である他者の情報をもたらす集団訴求型は正の影響をもたらすと考えられる。 
                                                   
10 Hofstede (1980a), p.46, Hofstede (1980b), 邦訳, 111頁, Hofstede (1991), 邦訳, 36頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.67-88. 
11 Hofstede (1991), 邦訳，68頁。 
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仮説4-1a 権力格差の大きな社会では，集団訴求型が強いほどマーケットシェアが低くなる。 
仮説4-1b 権力格差の小さな社会では，集団訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説4-1c 権力格差の大きな社会から小さな社会になるほど，集団訴求型はマーケットシェアを高
める。 
仮説4-2 集団主義社会では，集団訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説4-3 自制を志向する社会では，集団訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
 
III. 結果と解釈 
集団訴求型の重回帰モデルを示したものが表4-1である。 
 
表4-1 集団訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
モデル 1は各変数の主効果のみを考慮したものである（調整済みR2=.028, p<.05）。モデル 1で
は集団訴求型のマーケットシェアに対する主効果は統計的に有意な値とはならなかった（B=.424, 
p>.10）。そしてモデル2は2要因の交互作用を検討したものである（調整済みR2=.052, p<.05）。
ステップワイズ法によりモデルを検討した結果，これらの変数がモデルに残った。モデル2では集
団訴求型のマーケットシェアに対する主効果が確認できた（B=.683, p>.05）。これは集団訴求型が
マーケットシェアに直接的な影響力を持っていることを示している。ただしその影響力は以下の交
（定数） -.006 .004
独立変数
集団訴求型 .424 .094 .683 .152 *
モデレータ変数
権力格差 -.139 -.085 .010 .006
個人主義‐集団主義 -.230 -.242 * -.238 -.251 *
不確実性回避 -.104 -.087 -.085 -.071
長期志向‐短期志向 -.099 -.083 -.060 -.050
気ままさ‐自制 .119 .093 .285 .222
2要因交互作用項
集団訴求型×権力格差 -13.772 -.449 **
集団訴求型×個人主義‐集団主義 -4.561 -.242 *
集団訴求型×不確実性回避 3.068 .132
集団訴求型×気ままさ‐自制 -5.198 -.204 +
調整済みR2 .028 .052
F値 2.171 * 2.325 *
モデル1 モデル2
B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
130 
 
互作用項により限定される。モデル 2 の 2 要因交互作用項をみてみると，集団訴求型×権力格差
（p<.01），集団訴求型×個人主義‐集団主義（p<.05），集団訴求型×気ままさ‐自制（p<.10）の
項目に有意な値を確認できた。次に交互作用項が有意であったこれらの項目に対して，事後検定で
ある単純傾斜の有意性検定をおこなった。単純傾斜有意性検定の実施にはCohen and Cohen (1983)
の±1SDガイドラインに従った。 
 
1. 集団訴求型×権力格差 
図4-1は集団訴求型×権力格差の単純傾斜有意性検定による結果である。 
 
図4-1 集団訴求型×権力格差 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
左図をみると権力格差の大きい社会では，集団訴求型の採用度合いが高いほどマーケットシェア
が低くなることがわかる（B=-1.313, p<.10）。一方で権力格差の小さな社会では，集団訴求型の採
用度合いが高いほどマーケットシェアが高くなっている（B=2.679, p<.001）。また右図をみてみる
と，権力格差が大きい社会から小さな社会になるに従って，集団訴求型の採用度合いが高いブラン
ドはマーケットシェアが高くなっている（B=-.716, p<.05）。また権力格差が大きい社会から小さな
社会になるに従って，集団訴求型の採用度合いが低いブランドはマーケットシェアも低くなってい
る（B=.737, p<.10）。以上より，仮説4-1a，仮説4-1b，そして仮設4-1cは支持された。 
権力格差の大きい社会では集団訴求型が負の影響力を持ち，その一方で権力格差の小さい社会で
は集団訴求型に正の影響力があることを示している。また権力格差の大きな社会から小さな社会に
なるほど，集団訴求型のマーケットシェアを高めることも示された。これは準拠集団をどのように
認識するかといった点に関して，権力格差の大きさによって差があるためであると考えられる。権
力格差の大きな社会では準拠集団を信用できる情報源とは認識せず，一方で権力格差の小さい社会
では準拠集団を信頼のおける情報源と認識していると考えられる。 
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2. 集団訴求型×個人主義‐集団主義 
図4-2に集団訴求型×個人主義‐集団主義の単純傾斜有意性検定による結果を示した。左図をみ
ると，集団主義社会では集団訴求型の採用比率が高いほどマーケットシェアも高くなることが示さ
れている（B=1.823, p<.01）。しかし個人主義社会では集団訴求型の採用比率を変化させてみても有
意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B=-.458, p=n.s.）。右図をみると集団訴求型の採
用比率が高いブランドは個人主義社会から集団主義社会になるにつれてマーケットシェアが高くな
っていることがわかる（B=-.479, p<.01）。集団訴求型の採用比率が低いブランドについては有意な
効果を確認できなかった（B=.002, p=n.s.）。以上より仮説4-2は支持された。 
集団主義社会では集団訴求型に正の影響があることを確認した。集団主義社会では準拠集団は信
用できる情報源であり，かつ自己表現の手段として認識されているものと思われる。そのため集団
主義社会では，準拠集団の影響力を醸成する集団訴求型が正の影響を持つという結果になったと考
えられる。 
 
図4-2 集団訴求型×個人主義‐集団主義 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
3. 集団訴求型×気ままさ‐自制 
図 4-3に集団訴求型×気ままさ‐自制の単純傾斜有意性検定による結果を示した。図 4-3左図を
みると，自制を志向する社会においては集団訴求型の採用比率が高いほどマーケットシェアも高く
なることが示されている（B=1.613, p<.05）。しかし気ままさを志向する社会においては集団訴求型
の採用比率を変化させてみてもマーケットシェアの有意な変化は確認できなかった（B=-.248, 
p=n.s.）。右図をみると集団訴求型の採用比率が低いブランドは気ままさを志向する社会から自制を
志向する社会になるにつれてマーケットシェアが低くなっていることがわかる（B=.560, p<.05）。
一方で，集団訴求型の採用比率が低いブランドについては有意なマーケットシェアの変化を確認で
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きなかった（B=.011, p=n.s.）。以上より仮説4-3は支持された。 
自制を志向する社会においては集団訴求型がマーケットシェアを高めることを確認した。自制を
志向する社会では社会的規範の遵守が重要視され，人々が準拠集団を社会的規範の基準とみなす結
果，Utilitarian Reference Group Influenceがより強く働いていると考えられる。そのために，集
団訴求型がマーケットシェアを高めるという結果になったと推察される。 
 
図4-3 集団訴求型×気ままさ‐自制 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
IV. まとめ 
 どのようなブランド・イメージを構築したいかによって，採用すべきマーケティング戦略が異な
る。本研究の位置づけは，多くのマーケティング戦略が存在する中で，どのような国に，どのよう
なマーケティングを展開しグローバル・マーケティングとして構成していけばいいのだろうかとい
う問いに GBI 戦略の観点から回答することにある。本節では既存研究で提示されていた象徴的
（Symbolic）ブランド・コンセプトから集団訴求型概念を抽出し，それがHofstede et al. (2010)
の提示するどのような国民文化圏で有効に作用するのかを企業戦略とパフォーマンスの関係から検
証した。集団訴求型の測定にはアンケート調査ではなく，各ブランドが持つ Web ページのテキス
ト分析というアプローチを採用した。交互作用を考慮した重回帰分析の結果，集団訴求型×権力格
差，集団訴求型×個人主義‐集団主義，集団訴求型×気ままさ‐自制において交互作用効果を確認
した。 
 本節の検証結果から，企業は集団訴求型が有効に作用する国民文化圏とそうでない国民文化圏を
踏まえ，集団訴求型が有効な国民文化圏では，これを適切に訴求する必要がある。 
次節では，ステータス訴求型について検討することとする。 
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第２節 ステータス訴求型 
 
本節の目的は，ブランドを所持することによるステータス性やブランドの希少性を訴求するGBI
戦略が各国民文化圏でどのように作用するのかを定量的に検証することである。GBI戦略は，ブラ
ンド・アイデンティティを消費者に対して訴求するものであり，その訴求は様々なマーケティング
により展開される。本研究において GBI 戦略とは，母国市場以外の 2 ヶ国以上で展開しており，
海外売上高比率が30％を超えているブランドが実施するGBI戦略のことを指す。 
 3 章でも述べた通り，ブランドの歴史は品質の証を印として商品に付けることから始まった。ブ
ランドという印を商品に付けることで消費者は商品ごとの区別が容易となり，より品質の良い商品
を選別しやすくなった。ブランドの役割はその後，品質の証以上の意味合いを持つことになる。現
代において消費者の多くに認識されるブランドとは，ラグジュアリーでありステータスであり，高
価かつ高級であるため容易に手に入れることが難しい存在であると認識されている。このブランド
の捉え方は学術的なブランドの捉え方とは異なる。Aaker (1991)はブランドを「ある売り手あるい
は売り手のグループからの財またはサービスを識別し，競争業者のそれから差別化しようとする特
有の（ロゴ，トレードマーク，包装デザインのような）名前かつまたはシンボルである」12と定義
している。つまりブランドとは，競合業者と差別化するための名前やシンボルのことを示すのであ
って，差別化の内容は，品質の証やステータス性や高級さ等に留まらないのである。そこには低価
格によって差別化を展開しているものも含まれれば，社会貢献によって差別化を展開しているもの
も含まれることになる。本節では学術的に捉えられるブランドの中でも，現代における消費者の多
くに認識されているブランド，つまりステータス性や高級さを意味するブランドに焦点をあてる。
そしてこのような意味を消費者に訴求する GBI 戦略をステータス訴求型と呼ぶ。本節では 1 章で
提示したGBI戦略類型に従ってステータス訴求型を定義する。ステータス訴求型とは，ブランドを
所持・使用することで得られる，社会的ステータス，高級，希少性イメージの訴求を意味するもの
である。 
 
ステータス訴求型：高級，希少性イメージ。ブランドを所持・使用することで得られる，社会的ス
テータスの訴求。 
 
 ステータス訴求型を採用している企業は，適切なマーケティングを展開することによりブランド
の社会的ステータス，高級，希少性イメージを消費者に訴求してきた。たとえば他のブランドより
も敢えて価格を高く設定し，商品にも高級感を感じられるような工夫が施されていたり，またブラ
ンドと消費者が接する店舗に大理石を敷き詰めたり，ラグジュアリー感を醸成することで差別化を
                                                   
12 Aaker (1991), 邦訳, 9頁。 
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図っている。本節で明らかにする点は，このようなステータス訴求型の影響力は Hofstede et al. 
(2010)の提示する各国民文化圏でどのように変化するのかといった点である。どのようなGBI戦略
であっても，その効果が世界で一様であるとは限らない。ステータス訴求型が特に有効な国民文化
圏もあれば，相対的に有効に作用しない国民文化圏も存在している可能性がある。本節では，前節
までと同様にGBI戦略（企業戦略）とブランド別のマーケットシェア（パフォーマンス）の関係に
ついて，国民文化特性がもたらす影響を考慮しながら検証する。既存のブランド・イメージ研究の
多くは，各国の消費者を対象に調査を実施し，その結果を国際比較することでブランド・イメージ
の実態を明らかにしてきた。これらの研究に企業戦略とパフォーマンスの関係といった不足してい
る視点を補うことで，企業戦略に具体的なインプリケーションを提示することが可能となる。また
ブランド・イメージという曖昧な存在の解明に寄与することもできる。次節ではステータス訴求型
と既存のブランド研究やそれに関連する研究の概念的な関係性を示す。 
 
I. ステータス訴求型の位置づけ 
 本節では，前節で説明した集団訴求型を絡めながら，ステータス訴求型と既存のブランド研究，
またその関連研究との関係性を示す。Park et al. (1986)の概念の中でステータス訴求型に関係する
ものは，象徴的（Symbolic）である。象徴的（Symbolic）とは，コミュニティ内の立場や周りの人々
との関連性を訴求するものである。ブランドが消費者の自己表現手段となるようなものがこれにあ
たる。消費者は社会的なステータスを象徴するブランドを購買することで，自己表現をしようとす
る。消費者の自己を「象徴」する（シンボルとしての）ブランドという意味で象徴的（Symbolic）
と名付けられている。なおKeller (1993)のブランド便益においても同様に，ステータス訴求型は象
徴的（Symbolic）と関連している。 
Aaker (1996)の分類において，ステータス訴求型と関連する要素は自己表現的（Self-Expressive）
である。自己表現的（Self-Expressive）とは，ブランドの所持が自己表現の象徴を消費者にもたら
すものである13。ここでもブランドが自己表現の象徴として用いられるという点において，ステー
タス訴求型と関連している。Aaker (1996)自身も，自己表現の手段となる要素として，ブランドの
持つステータス性といった意味を明示している。消費者にとっての便益といった視点から，製品の
価値構造分類をおこなった和田 (2002)は，その内容を基本価値，便宜価値，感覚価値，観念価値の
4つに分類している。そのうえで和田 (2002)はこれらの価値構造分類とAaker (1996)のブランド便
益との対応を示している。Aaker (1996)の自己表現的（Self-Expressive）に対応する価値構造は，
和田 (2002)による観念価値である14。観念価値は，ブランドが消費者のライフスタイル表現の手段
となることも考慮されており，この点においてステータス訴求型と観念価値には関連性がある。 
Hsieh (2002)においてもステータス訴求型に関連する便益として象徴的（Symbolic）が示されて
                                                   
13 Aaker (1996), pp.95-101. 
14 和田 (2002), 52-55頁。 
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いる。Hsieh (2002)の示す象徴的（Symbolic）とは，製品がもたらす社会的なステータスやラグジ
ュアリー感を意味する。このように定量的な検証においてもステータス訴求型に関連するブランド
便益の存在が明らかになっている。 
ここまで述べてきたように，ステータス訴求型に関連するブランド・コンセプトやブランド便益
研究は，象徴的（Symbolic）や自己表現的（Self-Expressive）として示されていた。そしてこれら
の要素に共通する点は，消費者が周囲の人々との（社会的な）関係性を考慮して自己表現するとい
うことである。1章でも示した通り社会的な関係性を考慮した自己表現は，「他者との差別化」と「集
団との同調」といった 2 つに分類することが可能である。ステータス訴求型と関連するのは，「他
者との差別化」である。消費者は入手が容易でなく，社会的ステータスを示すブランドを所持する
ことで，他者との差別化や卓越化を意図しようとするのである。前節で示したLeibenstein (1950)
の消費外部性研究を考慮すると，他者との差別化にはヴェブレン型，スノッブ型が該当する15。他
方で集団との同調を図る消費者は，仲間（もしくは理想とする集団）が所持するものと同じものを
持つことによって，自分もその一員であることを表現しようとする。この場合は，Leibenstein 
(1950)の提示したバンドワゴン型が該当する。これらを踏まえると，ブランド・コンセプトやブラ
ンド便益研究における象徴的（Symbolic）や自己表現的（Self-Expressive）はステータス訴求型の
対象とする範囲よりも大きな概念であることがわかる。象徴的（Symbolic）や自己表現的
（Self-Expressive）に対応するステータス訴求型の範囲は，他者との差別化を意図した消費者の自
己表現といったところまでである。集団との同調といった側面の自己表現については，ステータス
訴求型の考慮する範囲からは外れる。この点については，前節で示した集団訴求型の対象とすると
ころである。表 4-2に本節で用いるステータス訴求型と，ブランド・コンセプト，ブランド便益研
究，そしてLeibenstein (1950)による消費外部性研究との関連性を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
15 Leibenstein (1950)の研究については前節を参照されたい。 
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表4-2 ステータス訴求型の位置づけ 
 
注1：概念間の対応は完全に一致するとは限らないので注意されたい。 
注2：集団訴求型とは，集団への帰属や流行を訴求するイメージ戦略である。 
出所：既存研究の整理により筆者作成。 
 
II. ステータス訴求型に関わる仮説 
 ここまでステータス訴求型と既存研究との関連性を示すとともに，その概念規定をおこなってき
た。本項ではステータス訴求型がどのような国民文化圏において有効に作用するのかの仮説を示す。
本研究ではHofstede et al. (2010)の提示した国民文化概念を用いている。国民文化概念の現代的有
用性やその詳細については前述してあるため本項では割愛する。ここではステータス訴求型と関係
性のある国民文化特性を挙げることとする。 
 ステータス訴求型に関係すると考えられる国民文化特性は権力格差，男性らしさ‐女性らしさ，
長期志向‐短期志向の3つである。まず権力格差について検討する。ステータス訴求型は権力格差
が大きい社会においても，小さい社会においても関係性があることが想定される。権力格差が大き
い社会においては，人々は特権や地位を象徴する「シンボル」を所持することで権力を誇示しよう
とするとされている16。またこの社会において強い権力を持つ者は，できるだけその権力を目に見
える形で示すように努力すべきであると考えられている。以上より，権力格差の大きい社会におい
ては，ステータス訴求型が正の影響力を持っていると考えられる。一方で権力格差が小さい社会で
は，人々は平等という意識が強いため，権力の強い者も敢えてそれを公にしない17。そうすること
で権力が弱いように思わせるよう努力するとされている。またこの社会においては特権や地位を象
徴するシンボルは好まれず，むしろ不興を買うとされている18。以上より，権力格差の小さい社会
                                                   
16 Hofstede (1980a), p.46, Hofstede (1980b), 邦訳, 111頁, Hofstede (1991), 邦訳, 36頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.67-88. 
17 同上。 
18 Hofstede (1980a), p.36. 
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においてはステータス訴求型が負の影響力を持っていると考えられる。 
 男性らしさ‐女性らしさについては，特に男性らしさがステータス訴求型に関係する。男性らし
さの強い社会において人々は，給与の高さ，仕事でどれほど認められるか，昇進できるか，仕事自
体にやりがいを見出せるかといった点を目標にしている。また人々は物質的な成功を獲得すること
を重要視しており，強さやステータスを志向するとされている19。敢えて高価なものを購買する傾
向があり，自己主張や競争に勝利することを大切にしている。これらの特徴を踏まえ，男性らしさ
の強い社会では，ステータス訴求型が正の影響力を持っていると考えられる。ステータス訴求型は，
高級で希少なブランドを所持することによってもたらされる社会的ステータスを訴求するものであ
る。この点が男性らしさの強い社会における，物質的な成功を主張し，敢えて高価なブランドを選
択するといった考え方と一致する。 
 長期志向‐短期志向については，特に短期志向がステータス訴求型に関係する。短期志向の社会
は，将来性よりも「今どうであるか」といった短期的な視座を重視する社会である。短期志向の社
会において，人々は周囲の人々との付き合いを大切にしながらも，自分の面子を維持することを重
要視している20。社会的な自分の地位を大切にするため，使えるお金が乏しくとも「他人に負けな
いように」と見栄をはり社会的なステータスを獲得しようとする傾向がある21。以上より短期志向
の社会においてはステータス訴求型が正の影響力を持っていると考えられる。ステータス訴求型が
消費者へもたらす社会的ステータスといった側面が，短期志向の社会における，面子を維持し見栄
をはるために社会的ステータスを獲得しようとする人々の考え方と一致する。 
 
仮説5-1a 権力格差の大きい社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説5-1b 権力格差の小さい社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが低くなる。 
仮説5-1c 権力格差の小さい社会から大きい社会になるほど，ステータス訴求型はマーケットシェ
アを高める。 
仮説5-2  男性らしさの強い社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説5-3  短期志向の社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
 
III. 結果と解釈 
 検証に用いたデータや GBI 戦略の測定手法に関しては 2 章に記載したものと同じもの・方法を
採用している。重複を避けるために本項においてはこれらの記載を割愛する。独立変数はステータ
ス訴求型の採用比率，従属変数はブランド別の各国におけるマーケットシェアである。モデレータ
変数はHofstede et al. (2010)の国民文化スコア，ならびにGDP(PPP)である。 
                                                   
19 Hofstede (1980a), p.49, Hofstede (1980b), 邦訳, 273頁, Hofstede (1991), 邦訳, 99-100頁, 
Hofstede et al. (2010), pp.163-175. 
20 Hofstede (1991), 邦訳, 177-184頁, Hofstede et al. (2010), pp.239-275. 
21 Hofstede et al. (2010), p.243. 
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 重回帰モデルを示したものが表 4-3である。ステップワイズ法により最適なモデルを検討した結
果，最終的にこれらの変数がモデルに残った。なお本検証においても多重共線性の問題により，
GDP(PPP)の指標はモデルの中に残らなかった。モデル2が2要因交互作用を検討したものである
（調整済みR2= -.005, p=n.s.）。モデル2では回帰モデルの妥当性を示すF検定に有意な値を確認
できず，回帰モデルは成立しなかった。また内容をみてもステータス訴求型×権力格差，ステータ
ス訴求型×男性らしさ‐女性らしさ，ならびにステータス訴求型×長期志向‐短期志向のどの項目
にも交互作用がみられなかった。そこで本節ではステータス訴求型と，それ以外の 6 つの GBI 戦
略，そしてHofstede et al. (2010)の国民文化概念による3要因の組み合わせを考慮し（3要因交互
作用），調整済み R2値が最も高くかつ多重共線性の問題が発生していないモデルを模索した22。そ
の結果，導出された組み合わせがモデル3である。 
 
表4-3 ステータス訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
                                                   
22 それ以外の6つのGBI戦略とは，1章で提示したGBI戦略を指す。ステータス訴求型以外に，
価格訴求型，品質訴求型，集団訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求型，多様性・新規性訴求型が該
当する。 
（定数） -.007 -.009 .003
独立変数
ステータス訴求型 -.038 -.004 -.013 -.001 .464 .049
モデレータ変数
権力格差 -.062 -.038 -.080 -.049 -.031 -.019
男性らしさ‐女性らしさ -.038 -.050 -.036 -.049 -.132 -.177 *
長期志向‐短期志向 -.080 -.067 -.082 -.069 -.026 -.021
2要因交互作用項
ステータス訴求型×権力格差 -.219 -.004 .270 .004
ステータス訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -.421 -.012 -4.645 -.131
ステータス訴求型×長期志向‐短期志向 5.174 .108 7.415 .154 *
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
価格訴求型 .895 .163 *
品質訴求型 -.220 -.051
集団訴求型 .240 .053
社会貢献訴求型 4.016 .297 **
価格訴求型×長期志向‐短期志向 -3.151 -.124 +
品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ .439 .033
集団訴求型×権力格差 3.107 .101
社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -12.712 -.246 **
ステータス訴求型×集団訴求型 -11.661 -.055
ステータス訴求型×品質訴求型 -6.776 -.040
ステータス訴求型×社会貢献訴求型 73.570 .101
3要因交互作用項
ステータス訴求型×集団訴求型×権力格差 285.173 .207 *
ステータス訴求型×品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 69.771 .146 +
ステータス訴求型×社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -258.793 -.085
調整済みR2 -.004 -.005 .050
F値 .768 .819 1.613 *
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
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モデル 3 では F 検定が有意な値を示しており，回帰モデルの妥当性を確保できた（調整済み
R2=.050, p<.05）。モデル3において2要因交互作用項をみてみると，ステータス訴求型×長期志
向‐短期志向の項目に有意な値を確認できた（p<.05）。また 3 要因交互作用項ではステータス訴
求型×集団訴求型×権力格差（p<.05）ならびにステータス訴求型×品質訴求型×男性らしさ‐女
性らしさ（p<.10）の項目に有意な値を確認できた23。本節においても交互作用が確認できたこれら
の項目についてより詳細に検証するため，事後検定である単純傾斜有意性検定を実施した。単純傾
斜有意性検定の実施にはCohen and Cohen (1983)の±1SDガイドラインに従った。以降，仮説の
順番に従って単純傾斜有意性検定の結果を示していく。 
 
1. ステータス訴求型×集団訴求型×権力格差 
 図 4-4，図 4-5 にステータス訴求型×集団訴求型×権力格差の単純傾斜有意性検定による結果を
示した。それぞれの図では集団訴求型の採用度合いに応じてステータス訴求型と権力格差の関係を
分けて示している。図 4-4が集団訴求型の採用度合いが低い場合，そして図 4-5が集団訴求型の採
用度合いが高い場合である。まず集団訴求型の採用度合いが低い場合からみていく。 
 
図4-4 ステータス訴求型×集団訴求型（低）×権力格差 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 図 4-4左図をみると，権力格差の大きな社会においてはステータス訴求型の採用度合いが変化し
ても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B= -1.063, p=n.s.）。しかし権力格差の
小さい社会においては，ステータス訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケットシェアも高くな
ることがわかった（B= 3.222, p<.10）。図4-4右図をみると，ステータス訴求型の採用度合いが高
                                                   
23 集団訴求型とは，大衆，流行などといった集団への帰属を訴求するイメージ戦略である。品質訴
求型とは，物理的性能，実用性，信頼性などといった高品質を訴求するイメージ戦略である。それ
ぞれの詳細については1章を参照されたい。 
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い場合，権力格差が大きくなるにつれてマーケットシェアが低くなることがわかる（B= -.566, 
p<.05）。その一方でステータス訴求型の採用度合いが低い場合，権力格差の大きさが変化しても
有意なマーケットシェアの推移は確認できなかった（B= .176, p=n.s.）。次に集団訴求型の採用度
合いが高い場合の結果を確認する。 
 図 4-5では集団訴求型の採用度合いが高い場合の，ステータス訴求型と権力格差の関係性を示し
ている。図 4-5左図をみてみると，権力格差の大きな社会においてステータス訴求型の採用度合い
が変化しても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B= 2.069, p=n.s.）。また権力格
差の小さな社会においても同様に，ステータス訴求型の採用度合いが変化しても有意なマーケット
シェアの変化は確認できなかった（B= -2.373, p=n.s.）。図4-5右図をみてみると，ステータス訴
求型の採用度合いが高い場合，権力格差が大きくなるにつれてマーケットシェアが高くなっている
（B= .517, p<.10）。一方でステータス訴求型の採用度合いが低い場合では，権力格差の大きさが
変化しても有意なマーケットシェアの推移は確認できなかった（B= -.251, p=n.s.）。 
 
図4-5 ステータス訴求型×集団訴求型（高）×権力格差 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 集団訴求型の採用度合いが低い場合と高い場合に分けて，ステータス訴求型と権力格差の関係性
を示した。権力格差の大きい社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる
とした仮説5-1a，権力格差の小さい社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが低
くなるとした仮説5-1b，そして権力格差の小さい社会から大きい社会になるほど，ステータス訴求
型のマーケットシェアに対する影響力が高くなるとした仮説5-1cのいずれにしても，集団訴求型の
採用度合いが低い場合（図4-4）においては支持されなかった。この場合ではむしろ，仮説5-1bと
仮説 5-1c については想定とは反対の結果が得られた。しかし集団訴求型の採用度合いが高い場合
（図 4-5）においては，ステータス訴求型の採用度合いが高いとき，権力格差が大きくなるほどマ
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ーケットシェアも有意に高く変化しており仮説 5-1cが支持される結果となった。図 4-5左図では，
仮説5-1aと仮説5-1bの通り，権力格差が大きい社会では右肩上がり，権力格差の小さい社会では
右肩下がりの軌道を描いてはいるものの，いずれの項目も本研究で最低限の必要基準としている有
意水準（p<.10）に僅かであるが到達しなかった。そのため集団訴求型の採用度合いが高い場合に
おいても，仮説5-1aならびに仮説5-1bは支持されなかった。 
 部分的に支持された仮説5-1cを考慮すると，権力格差の大きな社会においてはステータス訴求型
だけでなく集団訴求型も同時に訴求することが有効であると考えられる。集団訴求型の影響力を検
証した前節においては，「権力格差が大きい社会ほど集団訴求型に負の影響力がある」ことを確認し
た。しかしこの結果は集団訴求型と権力格差といった2つの要因のみを考慮したものである。本節
の結果を踏まえると，権力格差の大きい社会においてはステータス訴求型と集団訴求型のシナジー
効果を考慮したGBI戦略が重要であることが推察される。ステータス訴求型に集団訴求型を組み合
わせて訴求することでGBI戦略が「社会的ステータスを象徴している（ステータス訴求型）」＋「流
行しており，ある程度の人が所有している（集団訴求型）」＝「頑張れば手の届く社会的ステータス
ブランド」といった位置づけに変化し，権力格差の大きい社会においてもマーケットシェアを高め
ることが可能となるのではないかと考えられる。いずれにしても本節で得られた結果のみでは詳細
を明らかにすることはできない。集団訴求型の採用度合いが低い場合，権力格差の小さい社会では
ステータス訴求型の採用度合いが高まるにつれてマーケットシェアが増加した理由も含めて，今後，
理論的かつ実証的な観点から更に検証を重ねていく必要がある。 
 
2. ステータス訴求型×品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 
図 4-6，図 4-7 にステータス訴求型×品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさの単純傾斜有意性検
定による結果を示した。ここでもそれぞれの図には品質訴求型の採用度合いに応じて，ステータス
訴求型と男性らしさ‐女性らしさの関係を分けて示している。図 4-6が品質訴求型の採用度合いが
低い場合，そして図 4-7が品質訴求型の採用度合いが高い場合である。まず品質訴求型の採用度合
いが低い場合からみていく。 
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図4-6 ステータス訴求型×品質訴求型（低）×男性らしさ‐女性らしさ 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 図 4-6左図をみると，男性らしさの強い社会においては，ステータス訴求型の採用度合いが高く
なっても有意なマーケットシェアの変化が確認できない（B= -.012, p=n.s.）。一方で女性らしさの
強い社会においてはステータス訴求型の採用度合いが高まるにつれマーケットシェアも高くなって
いる（B= 1.682, p<.10）。右図をみると，ステータス訴求型の採用度合いが高い場合，男性らしさ
の強い社会になるほどマーケットシェアが低くなることがわかる（B= -.368, p<.05）。しかしステ
ータス訴求型の採用度合いが低い場合は，男性らしさの強さが変化しても有意なマーケットシェア
の変化は確認できなかった（B= .057, p=n.s.）。次に品質訴求型が高い場合をみてみる。 
 
図4-7 ステータス訴求型×品質訴求型（高）×男性らしさ‐女性らしさ 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
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 図 4-7は品質訴求型の採用度合いが高い場合を示している。図 4-7左図では，男性らしさの強い
社会においても（B= .010, p=n.s.），また女性らしさの強い社会においても（B= .175, p=n.s.），
ステータス訴求型の採用度合いと有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった。右図おいて
も同様に，ステータス訴求型の採用度合いが高い場合においても（B= -.128, p=n.s.），ステータス
訴求型の採用度合いが低い場合においても（B= -.087, p=n.s.），男性らしさ‐女性らしさの傾向が
変化することによる有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった。 
 図 4-6と図 4-7の結果を考慮すると，男性らしさの強い社会では，ステータス訴求型が強いほど
マーケットシェアが高くなるとした仮説 5-2 は支持されなかった。むしろ図 4-6（品質訴求型が低
い場合）では，女性らしさの強い社会においてステータス訴求型が有効であるという結果が得られ
ている。ただし図 4-6（品質訴求型が低い場合）と図 4-7（品質訴求型が高い場合）を比較すると，
品質訴求型が高くなると品質訴求型が低い場合にみられた，「女性らしさの強い社会におけるステー
タス訴求型とマーケットシェアの有意な関係性」が消滅していることがわかる。これを考慮すると
女性らしさの強い社会においてはステータス訴求型の影響力が品質訴求型によって抑制されること
が推察される。女性らしさの強い社会における消費者は，「他社ブランドの化粧水には含まれていな
い稀少な成分が含まれている」だとか「世界で最もコンパクトな口紅」といったような品質に由来
するステータスには興味が薄いのではないだろうか。それよりも「権威である○○賞を受賞した化
粧水」や「○○数限定販売の口紅」といった品質とは異なる要素に由来するブランドのステータス
性に興味を持っていることが考えられる。今後は異なる視点から（また異なる方法を用いて）この
点を詳細に検証していく必要がある。そのことでステータス訴求型と男性らしさ‐女性らしさの関
係をより深く理解することが可能となる。また本節では日用品ブランドを対象として検証を実施し
てきたが，今後は男性的なステータスを表現しやすい自動車等のような耐久消費財に焦点をあて，
同じ検証を実施してみる必要がある。 
 
3. ステータス訴求型×長期志向‐短期志向 
 図4-8にステータス訴求型×長期志向‐短期志向の単純傾斜有意性検定による結果を示した。図
4-8 左図をみると，長期志向の社会においてはステータス訴求型の採用度合いが高くなるほどマー
ケットシェアが高くなることがわかる（B= 1.943, p<.10）。しかし短期志向の社会においては，ス
テータス訴求型の採用度合いが変化しても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B= 
-1.015, p=n.s.）。右図を見ると，ステータス訴求型の採用度合いが高い場合，長期志向‐短期志向
のスコアが変化しても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B=.160, p=n.s.）。一
方でステータス訴求型の採用度合いが低い場合，短期志向から長期志向に変化するに従ってマーケ
ットシェアが低くなることを確認した（B= -.212, p<.10）。以上より，短期志向の社会では，ステ
ータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなるとした仮説 5-3は支持されなかった。本検証
結果では，むしろ長期志向の社会においてステータス訴求型が有効に作用することが示されている。
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本検証結果では，長期志向の傾向が強くなるほど，ステータス訴求型の採用度合いが低い場合に限
ってマーケットシェアが平均よりも低くなった。この点を考慮すると，長期志向の社会においては
ステータス訴求型が平均的なマーケットシェアを獲得するために必要なポイントとなっていること
が推察される。 
 
図4-8 ステータス訴求型×長期志向‐短期志向 
  
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
Hofstede et al. (2010)によれば，長期志向‐短期志向は経済発展度と関連性があるとされている24。
つまり短期志向の社会では相対的に経済発展度が低い国が多く，長期志向の社会では急速な経済成
長を伴う高経済発展度の国が多いとされている。そして経済発展度とGBI戦略の関係性を検討した
古川 (2011b)は，ステータス訴求型は経済発展度が低い社会よりも経済発展度の高い社会において
有効に作用すると指摘している。以上を踏まえると，本検証結果では長期志向の社会においては経
済発展度が高い国が多く含まれていたため，ステータス訴求型が有効に作用するという結果が得ら
れたのではないかと考えられる。本検証では最適な重回帰モデルを選択する段階において多重共線
性の問題により経済発展度の代替指標として採用したGDP(PPP)が除外されてしまった。今後はス
テータス訴求型×長期志向‐短期志向×GDP(PPP)といった3要因を考慮した関係性を検証してみ
る必要がある。なお長期志向‐短期志向と経済発展度には関連性があるとされている以上，検証に
は多重共線性の問題を回避する更なる工夫が必要となる。 
 
IV. まとめ 
 ここまでステータス訴求型がHofstede et al. (2010)の提示するどのような国民文化圏において有
効に作用するのかを定量的に検証してきた。その結果，ステータス訴求型×集団訴求型×権力格差，
                                                   
24 Hofstede et al. (2010), p.275. 
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ステータス訴求型×品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ，ステータス訴求型×長期志向‐短期志
向の項目において交互作用を確認した。ステータス訴求型の有効な国民文化圏では，それに伴う適
切なマーケティングを実施することでマーケットシェアを高めることができる。 
本節の意義は，既存のブランド理論において明確に概念規定されてこなかったステータス訴求型
を抽出し，その各国民文化圏における影響力を検証したことである。既存研究では象徴的（Symbolic）
や自己表現的（Self-Expressive）といった概念にステータス訴求型が含まれていた。しかし本節で
はその概念を細分化したうえで影響力を検証することで，既存の学術研究にインプリケーションを
もたらすことができた。 
 次節では，感情訴求型について検討することとする。 
  
146 
 
第３節 感情訴求型 
 
 本節の目的は，各国の消費者に対し感情的な側面を訴求するGBI戦略が各国民文化圏でどのよう
に作用するのかを定量的に検証することである。近年，経験価値マーケティング，五感マーケティ
ング，エモーショナル・マーケティングといった方法により感情的な側面を訴求しブランドを構築
しようとする取り組みが実施されている。これらの試みは，消費者とブランドの直接的な接点とな
る販売チャネルや，そこで提供される対人コミュニケーションを重視し，五感経験を通した感情的
なブランドの意味を消費者に伝達するものである。Pine and Gilmore (1999)やSchmitt (1999)はブ
ランドの機能的側面のみの訴求ではブランド間のコモディティ化が進展するため，差別化を図るに
は不十分であることを問題としたうえで，消費者に感情的な経験を提供する必要性を述べている。
企業は品質や機能性などといったブランドの機能的な側面を訴求するだけでなく，それ以上の価値
を消費者に提供することでブランドの差別化を図る必要があるのである。またGobe (2001)も同様
に，視覚と聴覚だけではなく嗅覚や触覚，そして時には味覚までを含む「五感経験」を活用したマ
ーケティングがブランドの重要な差別化要因となることを示唆している。Lindstrom (2008)は消費
者の脳を fMRIで検証するニューロマーケティングの視点から，五感を通した感情的な経験がブラ
ンド構築にどのような影響を与えているかを検証している。その結果，ブランドが五感を通した感
情的な経験を消費者へ効果的に提供することで，ブランドの認知や想起そして購買に良い影響を与
えるということが示されている。 
本節では 1 章で提示した GBI 戦略類型に基づき，これらのマーケティングによって訴求される
GBI 戦略のことを感情訴求型としている。感情訴求型とは，「製品・サービス・ブランド－消費者
間のコミュニケーション活動などによって得られる，五感経験を通した感情（楽しい，情熱的など）
に関わるイメージの訴求」である。これまでのGBI戦略研究では，感情訴求型の影響力を定量的に
国際比較した研究がほとんど存在していないのが現状である。同じGBI戦略でも消費者の受け取り
方や感じ方は一様ではない。そこで本節ではHofstede et al. (2010)の提示した国民文化概念を用い
ながら，どのような国民文化圏で感情訴求型が有効に作用するのかを検証する。これが明らかにな
ることで，企業は感情訴求型を重点的に採用する地域を絞り込むことが可能となり，グローバル・
マーケティングへの指針を提示することが可能となる。 
 
I. 感情訴求型の位置づけ 
Park et al. (1986)の研究で感情訴求型に関連するものは経験的（Experiential）である。経験的
（Experiential）とは感覚的な喜びやラインナップの多様さ，経験的なブランドの側面を訴求する
ものである。このブランド・コンセプトには「喜び」などといった感覚的な側面だけでなく，種類
の選択肢がどれほど存在するかといったブランドを選択する楽しみも含まれている。その後の
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Keller (1993)による研究においても経験的（Experiential）といった要素は同様の概念としてブラ
ンド便益の一部に提示されている。そして Aaker (1996)は感情訴求型に関わる便益として情緒的
（Emotional）を挙げている。情緒的（Emotional）とは，ブランドの購買時に消費者が感じる楽
しさやエキサイティング感などといったポジティブな感覚をもたらすものである。和田 (2002)によ
る製品の価値構造分類では感情訴求型に関わるものとして感覚価値が挙げられている。感覚価値と
は「製品サービスの購買や消費にあたって，消費者に楽しさを与える価値であったり，消費者の五
感に訴求する価値」25を示す。 
さらにSheth et al. (1991a, 1991b)では感情訴求型に関わるものとして感情的（Emotional）とい
った要素を挙げている。感情的（Emotional）とは，消費者の気分や感情によってもたらされた，
楽しさ，エキサイティング感，ロマンス，情熱，そして怒りや恐怖といったものまで含む感情に由
来する消費者にとっての価値である26。また Holbrook (1996)も消費者の感情に関わる側面を快楽
（Hedonic）という概念として捉えている。快楽（Hedonic）については，消費者のブランド消費
体験や製品の美しさなどがもたらす自己充足的な消費者にとっての価値である。 
本節で焦点を当てている感情訴求型は，1章で提示したGBI戦略類型に基づくものである。1章
では既存のブランド・コンセプト研究やブランド便益研究，そして消費価値研究を整理することで，
企業が採用可能で，かつより具体性のある 7 つの GBI 戦略を提示している。その中の１つが感情
訴求型である。1章で分類した感情訴求型と上述した既存研究との関係性を図4-9に示した。 
 
図4-9 感情訴求型の位置づけ 
 
注：概念間の対応は完全に一致するとは限らないので注意されたい。 
出所：既存研究の整理により筆者作成。 
 
                                                   
25 和田 (2002), 20頁。 
26 Sheth et al. (1991a), p.20, Sheth et al. (1991b), p.161. 
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 1章で提示した感情訴求型はSheth et al. (1991a, 1991b)による感情的（Emotional）の概念と近
いところがある一方で，Park et al. (1986)や Keller (1993)，Aaker(1996)，和田 (2002)，
Holbrook(1996)による感情的な側面よりは狭い概念である。その違いは，ラインナップの多様さが
消費者にもたらす「選択の楽しみ」といった点を考慮しているか否かである。Park et al. (1986)に
よる経験的（Experiential）や Keller（1993）による経験的（Experiential）では，その概念の中
に「選択の楽しみ」といった側面が含まれている。また Aaker (1996)による情緒的（Emotional）
や和田 (2002)による感覚価値，そして Holbrook(1996)による快楽（Hedonic）では，この側面が
含まれているかは厳密に述べられていないが，彼らが示したそれ以外の便益や製品価値，消費価値
に「選択の楽しみ」といった側面に該当するものが存在しない。そのため「選択の楽しみ」といっ
た側面も Aaker (1996)による情緒的（Emotional）や和田 (2002)による感覚価値，そして
Holbrook(1996)による快楽（Hedonic）の一部に含まれるものと考えられる。その一方でSheth et 
al. (1991a, 1991b)による感情的（Emotional），そして1章で抽出した感情訴求型には「選択の楽
しみ」といった側面は含んでおらず，むしろ別の消費価値，GBI戦略として定義されている。たと
えばSheth et al. (1991a, 1991b)は認識的（Epistemic）として「選択の楽しみ」を含んだ消費価値
を示している。認識的（Epistemic）とは，好奇心や目新しさ，知識的欲求によってもたらされる
消費者価値である27。また1章では多様性・新規性訴求型として「選択の楽しみ」を訴求するGBI
戦略を示している。多様性・新規性訴求型とは，豊富な製品バラエティや新技術・新システムなど
といった多様性・革新的イメージを訴求するものである。Sheth et al. (1991a, 1991b)による認識的
（Epistemic）や 1 章で抽出した多様性・新規性訴求型では，バラエティシーキングといった概念
が考慮されている。バラエティシーキングとは消費者の多様性探索行動を説明する概念である。こ
れらの研究では，「選択の楽しみ」といった要素はバラエティシーキング概念と関連付けて考慮され
ている。ここで改めて，本節にて焦点をあてる感情訴求型の定義を再掲しておく。 
 
感情訴求型：経験を通した感情に関わるイメージ。特にブランドと消費者間の人的なコミュニケー
ション活動によって得られる，五感経験を通した感情（楽しい，情熱的など）に関わるイ
メージの訴求。 
 
 本節ではここまでに1章で抽出した感情訴求型の位置づけを示してきた。本節ではこれ以降，各
国民文化圏における感情訴求型の有効性を定量的に検証していく。 
 
II. 感情訴求型に関わる仮説 
 感情訴求型に関連する国民文化特性は，個人主義‐集団主義，気ままさ‐自制の2つである。個
人主義‐集団主義では，特に個人主義と感情訴求型に関連がある。個人主義社会において人々は個
                                                   
27 Sheth et al. (1991a), p.21, Sheth et al. (1991b), p.162. 
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人的な時間や自由を志向しており，自身のライフスタイルを表現することを重要視している。その
ために人々は自分でやってみるといった経験，そして楽しさや快楽を志向するとされている28。個
人主義社会における人々は他人にどう見られるかというよりは，自身がいかに満足できるかといっ
た点を大切にしていると考えられる。感情訴求型はブランドのステータス性等といった他者との関
係性を訴求するものではなく，興奮や情熱等といった感情に関わるイメージを訴求することで消費
者の自己充足に貢献するものである。以上の特徴から，個人主義社会においては，感情訴求型が正
の影響力を持っていると考えられる。 
気ままさ‐自制に関しては，気ままさを志向する社会と自制を志向する社会の双方が感情訴求型
と関連がある。まず気ままさを志向する社会において，人々は楽しさに関連した活動を大切にする
とされている。倹約することを重要とは考えておらず，むしろ浪費したり，余暇を気ままに過ごし
たりするために楽しさを追求する。人々は気ままな生活を送るために，自己充足に開放的である。
その一方で自制を志向する社会において人々は，娯楽，浪費，そしてそれに類似した道楽は間違っ
ていると感じる傾向がある。また「慎ましく質素な生活を送るべきである」といった社会的規範が
コミュニティに浸透している。以上から自制を志向する社会では，気ままさを志向する社会とは反
対に自己充足しようとする行動に消極的であり，むしろ楽しさ等といった感情的側面を訴求するブ
ランドの購買を抑制する力が働くと考えられる。感情訴求型はブランドを消費したり所有したりす
る際にもたらされる感情的な楽しさを訴求するものである。その点において，気ままさを志向する
社会においては，感情訴求型が正の影響力を持っていると考えられる。一方で，自制を志向する社
会においては感情訴求型が負の影響力を持っていると考えられる。 
 
仮説6-1 個人主義社会では，感情訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説6-2a 気ままさを志向する社会では，感情訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説6-2b 自制を志向する社会では，感情訴求型が強いほどマーケットシェアが低くなる。 
仮説 6-2c 自制を志向する社会から気ままさを志向する社会になるほど，感情訴求型はマーケット
シェアを高める。 
 
III. 結果と解釈 
感情訴求型の重回帰モデルを示したものが表 4-4である。ステップワイズ法によりモデルを検討
した結果，これらの変数がモデルに残った。多重共線性の問題から，GDP(PPP)の指標は最終的な
モデルの中に残らなかった。モデル2は2要因の交互作用を検討したものである（調整済みR2=.045, 
p<.05）。モデル 2 では感情訴求型の主効果に有意な値を確認できるが，これは 2 要因交互作用項
の効果に限定されることとなる（B=.776, p<.05）。2要因交互作用項をみてみると，感情訴求型×
権力格差（p<.10），感情訴求型×個人主義‐集団主義（p<.10），感情訴求型×不確実性回避（p<.10）
                                                   
28 Hofstede (1980b), 邦訳, 224頁, Hofstede et al. (2010), pp.112-117, Mooij (2004), pp.144-146. 
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の項目に有意な値を確認できた。しかし仮説で設定した感情訴求型×気ままさ‐自制については有
意な値を確認できなかった（p=n.s.）29。以上より，感情訴求型×気ままさ‐自制に関する仮説6-2a，
仮説6-2b，仮説6-2cは支持されなかった。次に交互作用項に有意な値を確認できた項目に対して，
事後検定である単純傾斜の有意性検定をおこなった。単純傾斜有意性検定の実施には Cohen and 
Cohen (1983)の±1SDガイドラインに従った。以下，仮説に関わる交互作用項として感情訴求型×
個人主義‐集団主義の結果を先に示す。その後，仮説としては設定しなかったものの，検証により
明らかになった交互作用項として，感情訴求型×権力格差，感情訴求型×不確実性回避の結果を順
に示すこととする。 
 
表4-4 感情訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
1. 感情訴求型×個人主義‐集団主義 
 図4-10に感情訴求型×個人主義‐集団主義の単純傾斜有意性検定による結果を示した。 
 
                                                   
29 本節では気ままさ‐自制における感情訴求型の影響力をより詳細に検証するために，1章で提示
した他のGBI戦略と感情訴求型を複合的に訴求した場合や，気ままさ‐自制と他の国民文化概念が
絡み合った場合といった様々なパターンをそれぞれ検証（3要因の交互作用項まで検討）した。し
かしそこでも感情訴求型×気ままさ‐自制の交互作用が含まれる項目には有意な値を確認できな
かった。 
（定数） -.006 -.008
独立変数
感情訴求型 .817 .145 * .776 .138 *
モデレータ変数
権力格差 -.073 -.045 -.109 -.066
個人主義‐集団主義 -.200 -.211 * -.192 -.202 *
不確実性回避 -.112 -.094 -.125 -.104
長期志向‐短期志向 -.084 .085 -.117 -.099
気ままさ‐自制 .156 .173 .094 .073
2要因交互作用項
感情訴求型×権力格差 11.646 .300 +
感情訴求型×個人主義‐集団主義 3.879 .160 +
感情訴求型×不確実性回避 -3.944 -.144 +
感情訴求型×長期志向‐短期志向 -2.044 -.071
感情訴求型×気ままさ‐自制 3.574 .121
調整済みR2 .041 .045
F値 2.729 * 2.046 *
モデル1 モデル2
B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
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図4-10 感情訴求型×個人主義‐集団主義 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 左図をみてみると，個人主義社会においては感情訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケット
シェアも高くなっていることが確認できる（B=1.746, p<.05）。その一方で集団主義社会において
は感情訴求型の採用度合いが変化しても有意なマーケットシェアの変化は確認できなかった（B= 
-.194, p=n.s.）。右図においては，感情訴求型の採用度合いが高い場合，集団主義社会から個人主
義社会に変化してもマーケットシェアの有意な変化を確認できなかった（B= -.028, p=n.s.）。しか
し感情訴求型の採用度合いが低い場合，集団主義社会から個人主義社会に移行するほど，マーケッ
トシェアも低くなっていくことが確認できた（B= -.355, p<.01）。これらの結果から，個人主義社
会に限っては，感情訴求型がマーケットシェアを高めることが考えられる。以上より仮説 6-1は支
持された。また右図では感情訴求型の採用度合いが低い場合に限って，集団主義社会から個人主義
社会にかけてマーケットシェアが低くなることを考慮すると，個人主義社会では平均的なマーケッ
トシェアを獲得するためにはブランドの感情的な側面を訴求することが必要条件となっているので
はないかと推察される。そのため感情的側面の訴求が十分でないブランドは個人主義社会において
マーケットシェアを獲得することが難しくなっているのではないだろうか。 
 
2. その他の明らかになった点 
 本節において仮説を設定しなかった項目についても，表 4-4の重回帰モデルにおいて感情訴求型
×権力格差と感情訴求型×不確実性回避の2つの2要因交互作用項が有意な値を示していた。これ
らについても，検証によって明らかになった項目として単純傾斜有意性検定の結果と若干の解釈を
示す。 
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(1) 感情訴求型×権力格差 
図4-11に感情訴求型×権力格差の単純傾斜有意性検定による結果を示した。左図をみると権力格
差の大きい社会では，感情訴求型の採用度合いが高くなるほど，マーケットシェアも高くなること
がわかる（B=2.464, p<.01）。しかし権力格差の小さい社会では感情訴求型と権力格差の関係性を
確認できなかった（B= -.912, p=n.s.）。一方で右図をみてみると，感情訴求型の採用度合いが高い
場合においても（B=.383, p=n.s.），低い場合においても（B= -.600, p=n.s.），権力格差の大きさ
が変化することによる感情訴求型による影響力の変化を確認できなかった。この結果から，権力格
差の大きい社会に限っては感情訴求型が有効に作用することが考えられる。権力格差の大きい社会
では，権力を持つ者と持たない者との隔たりが大きく他者は自身の権力を脅かす脅威とみなされる。
このような特徴を持つ社会において，なぜ感情訴求型が有効であるのか現時点で得られるデータの
みでは説明することが難しい。GBI戦略の効果を検証した数少ない研究の一つであるRoth (1995a)
においても，権力格差の大きい社会では，感情的な側面を訴求するGBI戦略が有効であるという検
証結果が得られている。しかしRoth (1995a)はその結果に対して解釈を示してはいない。検証に係
る方法等が違ものの，Roth (1995a)の研究が実施されてから約 20 年を経ても同様の結果が得られ
たということは，権力格差と感情訴求型の間には何らかの論理的関係性が存在するものと考えられ
る。これを踏まえ，今後はなぜ権力格差の大きな社会では感情訴求型が有効であるのかを理論的・
実証的な観点からより詳細に検証する必要がある。 
 
図4-11 感情訴求型×権力格差 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
(2) 感情訴求型×不確実性回避 
図4-12に感情訴求型×不確実性回避の単純傾斜有意性検定による結果を示した。 
 
-0.15
-0.10
-0.05
0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
感情訴求型-低(-1SD) 感情訴求型-中 感情訴求型-高(+1SD)
中
心
化
済
み
マ
ー
ケ
ッ
ト
シ
ェ
ア
(l
o
g)
権力格差-大(+1SD)
権力格差-小(-1SD)
(B=2.464, p<.01)
(B= -.912, p=n.s.)
-0.15
-0.10
-0.05
0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
権力格差-小(-1SD) 中 権力格差-大(+1SD)
中
心
化
済
み
マ
ー
ケ
ッ
ト
シ
ェ
ア
(l
o
g)
感情訴求型-高(+1SD)
感情訴求型-低(-1SD)
(B= -.600, p=n.s.)
(B= .383, p=n.s.)
153 
 
図4-12 感情訴求型×不確実性回避 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 左図をみてみると，不確実性回避の傾向が強い社会においては感情訴求型の採用度合いが変化し
てもマーケットシェアの有意な変化を確認できなかった（B= -.008, p=n.s.）。一方で不確実性回避
の傾向が弱い社会においては，感情訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケットシェアも高くな
ることが確認できる（B=1.559, p<.01）。次に右図をみてみると，感情訴求型の採用度合いが高い
場合，不確実性回避の傾向が強くなるほどマーケットシェアが低くなることが確認できる（B= -.291, 
p<.05）。感情訴求型の採用度合いが低い場合は，不確実性回避の傾向が変化してもマーケットシ
ェアの有意な変化を確認できなかった（B=.042, p=n.s.）。この結果から，不確実性回避の傾向が
弱い社会においては感情訴求型が有効に作用することが考えられる。前述した通り，ブランド論や
消費者行動論において感情に関わる研究は「論理的な思考をおこなう消費者」という前提が疑問視
されることを契機に発展した。その点でブランドの感情的な側面を訴求する感情訴求型は消費者に
とって論理的に処理しきれない曖昧さを内包しているものと考えるのが妥当である。不確実性回避
の傾向が強い社会において，人々は曖昧さやそれに関係する不安を恐れて解消しようとする傾向が
ある。そのため感情的側面を訴求するブランドは不確実性回避の傾向が強くなるにつれシェアが低
くなったのではないだろうか。一方で，曖昧な状況であっても危険についてよく分からなくても比
較的平気であるとされる不確実性回避の傾向が弱い社会では，感情訴求型が受け入れられる環境に
あるのだと考えられる。しかし現状では，なぜ不確実性回避の傾向が弱い社会で感情訴求型が有効
に作用するのかというところまでは説明することが難しい。Hofstede et al. (2010)によれば，不確
実性回避の傾向が弱い社会においては広告内にユーモア表現がよく用いられるとしている30。彼ら
は詳細な解釈を示してはいないものの，この点と本結果には何らかの関連性があると考えられる。
本点については今後より詳細に検証していく必要がある。 
                                                   
30 Hofstede et al. (2010), p.207. 
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IV. まとめ 
本節では感情訴求型がどのような国民文化圏において有効に作用するのかを企業戦略とパフォー
マンスの関係といった視点から定量的に検証してきた。その結果，個人主義‐集団主義，権力格差，
不確実性回避といった3つの国民文化特性において感情訴求型の影響力を確認した。具体的には権
力格差の大きい社会・個人主義社会・不確実性回避の傾向が弱い社会においては感情訴求型が有効
に作用することがわかった。感情訴求型が有効な国民文化圏においては，経験価値マーケティング
や五感マーケティング等といったブランドの感情的側面を訴求するマーケティングを適切に実施す
る必要がある。Roth (1995a)の検証においても，本節における結果と同様に権力格差の大きい社会，
また個人主義社会において感情的な側面を訴求する GBI 戦略が有効に作用することが示されてい
る。この結果から，約 20 年を経ても感情訴求型が有効に作用する国民文化圏は変化していないこ
とがわかる。なおRoth (1995a)はブランド管理者へのアンケート調査を基にGBI戦略を定量化し，
マーケットシェアとの関係性を検証している。GBI 戦略を定量化するために Web 内容マイニング
を用いた本研究とアンケート調査を用いた Roth (1995a)の研究では定量化の方法が異なるが同様
の結果が得られた。この結果は本研究におけるGBI戦略測定方法の妥当性を担保する証左ともなり
うる。また感情訴求型×不確実性回避の関係性についてはRoth (1995a)による研究では明らかにな
らなかった新たな発見である。 
 本節の意義は，既存のブランド・コンセプト研究やブランド便益研究で経験的（Experiential），
情緒的（Emotional），快楽的（Hedonic）とされていた感情に関わる概念から「選択の楽しみ」
といった要素を除外して，感情訴求型としてGBI戦略の効果を検証したことである。このことでよ
り具体的なインプリケーションを提示することが可能となった。 
 本章ではここまで，集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型について検証を実施してきた。
次節では，残る社会貢献訴求型について検証することとする。 
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第４節 社会貢献訴求型 
 
 本節の目的は，社会や環境への貢献イメージを訴求するGBI戦略が各国民文化圏でどのように作
用するのかを定量的に検証することである。これまで述べてきた通り，消費者の頭の中にあるブラ
ンド・イメージは企業によるブランド・イメージ戦略によって構築される。そしてブランド・イメ
ージ戦略は様々なマーケティング活動によって形成されるものである。GBI戦略とは，母国市場以
外の2カ国以上でブランドを展開し，世界統一のブランド・コンセプトと共に，部分的には各国市
場の状況やブランドの成熟度に従って各国に適応化したブランド・コンセプトを複合的に訴求する
ブランド・イメージ戦略である31。 
 これまで企業はフィランソロピーやメセナ，そしてCorporate Social Responsibility（CSR）等
で社会的責任を果たすことによって，またブランドの環境汚染防止に対する取り組みや社会問題解
決活動等を通して，消費者に社会や環境への貢献イメージを訴求してきた。これらの取り組みはコ
ーズマーケティングの一環と捉えることができる。コーズマーケティングとは，ブランドの売り上
げの一部を社会や環境に還元することを訴求して消費者の消費意欲を刺激するものである。コーズ
マーケティングの嚆矢はAmerican Expressが1983年に実施した「自由の女神修復プロジェクト」
と大きく関係している。同社は当時修復の必要であった自由の女神を修復するために，American 
Expressのクレジットカードを1回使用すると1セント，また新しいクレジットカードを発行する
と 1 ドルの寄付がおこなわれるマーケティングを実施した。その結果，1983 年末までにカード利
用率が28％上昇し，新しいクレジットカードの発行が45％も増加した32。これ以降，コーズマーケ
ティングの取り組みは多くの企業によって世界各地で活発に実施されるようになった。社会問題や
環境保全に関心を持つ消費者は，多少販売価格が高かったとしても，それらに配慮したブランドを
積極的に選択することで社会や環境に貢献しようとする。そして企業は積極的に社会問題の解決や
環境保全に力を入れることで，より良い社会を構築しながらも，売り上げや利益率を高めることが
できる。本節では，このようなマーケティングにより世界各国で社会や環境への貢献イメージを訴
求するGBI戦略を社会貢献訴求型と呼んでいる。社会貢献訴求型とは，ブランド消費による社会や
環境への貢献イメージを訴求するGBI戦略である。本節では社会貢献訴求型の各国民文化圏におけ
る有効性を検証する。国民文化概念にはHofstede et al. (2010)の提示した6つの特性を用いた。社
会貢献訴求型の有効性は世界で一様であるとは限らない。どのような国民文化圏において社会貢献
訴求型は特に効果的であるのか。またどのような国民文化圏では社会貢献訴求型がうまく機能しな
いのか。本研究では，企業戦略を定量化し，戦略とパフォーマンスの関係性から社会貢献訴求型の
影響を検証している。 
                                                   
31 GBI戦略は，各国の消費者にブランド・アイデンティティを訴求する戦略である。本節では，海
外売上高比率が30％を超えているブランドを対象としている。 
32 Adkins (2003), p.670, American Express Web Site. 
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I. 社会貢献訴求型の位置づけ 
 本節では 1 章で提示した GBI 戦略類型の一つである社会貢献訴求型に焦点をあてて検証を進め
る。検証するにあたり，既存のブランド・コンセプト研究やその関連研究と1章で抽出した社会貢
献訴求型との概念的な繋がりを示す。 
 Park et al. (1986)のブランド・コンセプトにおいても，またそれを援用したKeller (1993) のブ
ランド便益においても，3 つの概念のどこに社会貢献訴求型が関連するのかについては明らかでは
ない。Aaker (1996)もまたブランド便益を，機能的（Functional），情緒的（Emotional），自己表
現的（Self-Expressive）に分類しているが，これらの分類でも社会貢献訴求型がどこに関連するの
かについて明らにはなっていない。社会や環境に配慮する消費行動については Holbrook (1996)が
消費価値の一部として概念化している。Holbrook (1996)は消費者の知覚する価値（消費価値）とし
て，経済的（Economic），社会的（Social），快楽（Hedonic），利他的（Altruistic）を挙げている。
社会貢献訴求型は，ここでの利他的（Altruistic）に関連している。利他的（Altruistic）とは，正
義感，美徳感，信念を動機とした，他者への貢献を伴う消費とされている33。彼は利他的（Altruistic）
を，消費自体が目的となるような動機によりもたらされるもので，他者と自分の相互関係を意識し
た消費価値であるとしている。1 章ではこれを踏まえ，利他的（Altruistic）を刺激する GBI 戦略
として社会貢献訴求型を理論的に抽出している。ここで改めて本研究における社会貢献訴求型の定
義を再掲しておく。 
 
社会貢献訴求型：他者への貢献イメージ。ブランドの消費による社会や環境への貢献を訴求。 
 
Holbrook (1996)は自分以外の他者のために，正義感，美徳感，信念といった消費者の内的動機に
より起因する消費価値を利他的（Altruistic）としているが，1章ではそれだけでなく自己表現の一
部としても利他的（Altruistic）消費がおこなわれるとしている。消費者のブランド選択動機は，純
粋な意味で社会問題や環境保全に協力したいといったものだけではなく，社会や環境に配慮したブ
ランドを所持することで，周りの人に「社会や環境を考えている自分」を表現するためであること
も考えられるのである。この点において1章で抽出した社会貢献訴求型は，Park et al. (1986)のブ
ランド・コンセプト，そしてKeller (1993)のブランド便益における象徴的（Symbolic）に一部関連
性がある。象徴的（Symbolic）とはコミュニティ内の立場や周りの人々との関連性を訴求するもの
である。またブランドが消費者の自己表現手段となるようなものがこれに該当する。さらにAaker 
(1996)によるブランド便益においても，自己表現的（Self-Expressive）の一部と社会貢献訴求型に
関連性がある。自己表現的（Self-Expressive）とは，ブランドの所持が自己表現の象徴を消費者に
                                                   
33 Holbrook (1996), pp.138-142, Holbrook (2006), pp.714-725. 
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もたらすものである34。ブランド・コンセプト，ブランド便益，そしてHolbrook (1996)による消費
価値研究と1章で抽出した社会貢献訴求型概念の関連性を示したものが表4-5である。 
 
表4-5 社会貢献訴求型の位置づけ 
 
注1：概念間の対応は完全に一致するとは限らないので注意されたい。 
注2：集団訴求型とは，集団への帰属や流行を訴求するイメージ戦略である。ステータス訴求型とは社会
的ステータスを訴求する高級，希少性イメージ戦略である。 
出所：既存研究の整理により筆者作成。 
 
 本項ではここまでに1章で抽出した社会貢献訴求型と既存研究の関連性，そしてその概念規定を
おこなってきた。次項ではこれらを踏まえて社会貢献訴求型とHofstede et al. (2010)による国民文
化概念との関係性を定量的に検証していく。 
 
II. 社会貢献訴求型に関わる仮説 
 社会貢献訴求型に関連する国民文化特性は，男性らしさ‐女性らしさ，そして気ままさ‐自制の
2 つである。男性らしさ‐女性らしさでは特に女性らしさと社会貢献訴求型に関連がある。女性ら
しさの強い社会において，人々は他者に配慮し控えめに振る舞い，かつ他者へのいたわりを重要視
する35。また男女の性的な役割が明確ではなく，各自の経済的な成長よりも，環境保護や海外援助
に目を向ける傾向があるとされている36。社会的弱者をはじめとした他者に配慮した活動を志向す
る女性らしさの強い社会では，人々は相互に依存していることを良く認識している。そのため，奉
仕活動が活発におこなわれるとともに，社会の生活環境を維持・改善しようとする37。以上より，
女性らしさの強い社会においては男性らしさの強い社会に比べ社会貢献訴求型が有効に作用すると
考えられる。社会貢献訴求型は，ブランドを消費することによる社会や環境への貢献を訴求するも
のである。この点が，他者や社会環境への配慮を重視する女性らしさの強い社会の考え方と合致す
                                                   
34 Aaker (1996), pp.95-101. 
35 Hofstede (1991), 邦訳, 100頁。 
36 Hofstede et al. (2010), pp.170-175. 
37 Hofstede (1980a), p.273, Hofstede (1980b), p.49. 
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る。 
気ままさ‐自制に関しては，特に自制と社会貢献訴求型に関連がある。自制を志向する社会にお
いて人々は，厳格な社会規範を維持するために，浪費や道楽といった行動は制約されるべきである
と考える傾向にある38。自制を志向する社会においては人々の連帯意識が強く，集団での価値を維
持しようとする。また伝統的なやり方や形式を変えずに社会の永続性，耐久性を確保しようとする39。
自制を志向する社会では大量消費等による社会変容は受け入れられず，むしろ社会環境に配慮され
たブランドを消費することで持続的な社会や環境を実現することを重要視すると考えられる。また
「社会環境に配慮したブランドを選択している自分」を表現することで，厳格な社会規範の維持に
貢献していることを他者に示すとともに，それによって他者との連帯意識を高めていると考えられ
る。以上より自制を志向する社会では，社会貢献訴求型が有効に作用すると考えられる。 
 
仮説7-1 女性らしさの強い社会では，社会貢献訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説7-2 自制を志向する社会では，社会貢献訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
 
III. 結果と解釈 
 社会貢献訴求型の重回帰モデルを示したものが表 4-6である。ステップワイズ法を用いてモデル
を検討した結果，これらの変数がモデルに残った。なお本検証においても多重共線性の問題から，
GDP(PPP)の指標は最終的なモデルの中に残らなかった。モデル2が2要因の交互作用を検討した
ものである（調整済みR2=.066, p<.01）。モデル2では社会貢献訴求型の主効果に有意な値を確認
できる（B=3.567, p<.01）。この結果は，どのような国民文化圏においても社会貢献訴求型にはマ
ーケットシェアを高める一定の効果があることを示している。ただしこの主効果は有意な2要因交
互作用項によって限定される。2 要因交互作用項をみてみると，社会貢献訴求型×男性らしさ‐女
性らしさ（p<.01），ならびに社会貢献訴求型×気ままさ‐自制（p<.05）の項目に有意な値を確認
できた。そこで交互作用項の詳細を検証するために，有意な値を確認できた交互作用項に対して事
後検定である単純傾斜有意性検定をおこなった。単純傾斜有意性検定の実施にはCohen and Cohen 
(1983)の±1SDガイドラインに従った。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
38 Hofstede et al. (2010), p.281. 
39 Hofstede et al. (2010), pp.281-286. 
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表4-6 社会貢献訴求型の重回帰モデル 
 
注：多重共線性の疑われる項目をVIF値＞10，条件指数≧15を基準としてモデルから除外済み。 
出所：筆者作成。 
 
1. 社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 
 図4-13に社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさの単純傾斜有意性検定による結果を示した。 
 
図4-13 社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
左図をみると男性らしさの強い社会では，社会貢献訴求型の採用度合いが高くなるほど，マーケ
ットシェアも高くなることがわかる（B=2.352, p<.01）。また女性らしさの強い社会においても同
様に，社会貢献訴求型の採用度合いが高くなるほど，マーケットシェアが高くなっている（B=4.781, 
（定数） -.007 .002
独立変数
社会貢献訴求型 1.543 .114 + 3.567 .263 **
モデレータ変数
個人主義‐集団主義 -.155 -.164 * -.124 -.131 +
男性らしさ‐女性らしさ -.042 -.056 -.071 -.095
気ままさ‐自制 .245 .191 * .179 .139 +
2要因交互作用項
社会貢献訴求型×個人主義‐集団主義 4.126 .069
社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -12.145 -.235 **
社会貢献訴求型×気ままさ‐自制 -18.237 -.206 *
調整済みR 2 .030 .066
F値 2.909 * 3.444 **
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p<.01）。ただし男性らしさの強い社会での値と女性らしさの強い社会での値を比較してみると，
女性らしさの強い社会における方が強い値を示している。男性らしさ‐女性らしさの指標をx軸に
おいた右図をみてみると，社会貢献訴求型の採用度合いが高いブランドは，女性らしさの強い社会
になるほどマーケットシェアを高めていることがわかる（B= -.284, p<.01）。一方で社会貢献訴求
型の採用度合いが低いブランドは，女性らしさの強い社会になるほどマーケットシェアが低くなっ
ていることがわかる（B=.141, p<.10）。これらの結果は，女性らしさの強い社会ほど社会貢献訴求
型が有効に作用することを示している。以上より，仮説 7-1は支持された。男性らしさの強い社会
においても社会貢献訴求型の有効性は確認できるものの，それ以上に女性らしさの強い社会におい
ては社会貢献訴求型が有効であった。これは女性らしさの強い社会においては特に社会や環境に配
慮した消費行動をおこなう消費者が多く，社会や環境への貢献を訴求するGBI戦略がこの消費行動
を刺激していると考えられる。 
 
2. 社会貢献訴求型×気ままさ‐自制 
 図4-14に社会貢献訴求型×気ままさ‐自制の単純傾斜有意性検定による結果を示した。 
 
図4-14 社会貢献訴求型×気ままさ‐自制 
 
注：予測値は0が平均を示している。 
出所：筆者作成。 
 
 左図をみると，気ままさを志向する社会においては社会貢献訴求型の採用度合いが変化してもマ
ーケットシェアの有意な変化は確認できなかった（B= .302, p=n.s.）。しかし自制を志向する社会
においては社会貢献訴求型の採用度合いが高くなるほどマーケットシェアも高くなることが確認で
きる（B=6.831, p<.01）。右図をみてみると，社会貢献訴求型の採用度合いが高い場合は気ままさ
‐自制の値とマーケットシェアの有意な関係を確認できなかった（B= -.141, p=n.s.）。一方で，社
会貢献訴求型の採用度合いが低い場合では，気ままさを志向する社会から自制を志向する社会にな
るにつれてマーケットシェアも低くなることが確認できる（B=.498, p<.01）。社会貢献訴求型の採
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用度合いが低い場合にのみ有意な値が得られたという結果を考慮すると，自制を志向する社会にお
いては，社会貢献訴求型が必要条件であることが考えられる。自制を志向する社会において，社会
貢献訴求型の採用度合いが低いブランドは平均的なマーケットシェアを獲得するが困難であること
が本結果より考えられる。左図と右図を総合的に考慮してみても，これらの結果は自制を志向する
社会においては社会貢献訴求型が有効に作用することを示している。以上より，仮説 7-2は支持さ
れた。自制を志向する社会においては，社会貢献訴求型を展開することで，社会の永続性等といっ
た点を重視する多くの人々にブランドが受け入れられるのだと考えられる。またそれらを積極的に
購買することで，社会的規範を遵守している自分を他者に表現しているのではないかと考えられる。 
 
IV. まとめ 
 本節では社会貢献訴求型がどのような国民文化圏において有効に作用するのかを定量的に検証し
てきた。その結果，男性らしさ‐女性らしさ，気ままさ‐自制といった2つの国民文化特性におい
て社会貢献訴求型の有効性が明らかになった。表4-6におけるモデル2の社会貢献訴求型主効果で
は，どのような国民文化特性においても社会貢献訴求型がマーケットシェアの上昇に一定の有効性
を持つということが明らかになった。ただしその効果は特に女性らしさの強い社会，そして自制を
志向する社会において強くなることがわかった。これらの国民文化特性を持つ国・地域においては
コーズマーケティング等を通して社会貢献訴求型をより積極的に実施することでパフォーマンスを
高めることができる。 
本節の意義は，既存のブランド・コンセプト研究やブランド便益研究において明確に定義されて
いなかった社会貢献訴求型のパフォーマンスを定量的に検証したことである。これによって戦略を
立案する企業にとって，またこれまで社会貢献訴求型の概念が明確に定義されていなかった学術的
なGBI戦略研究にとって具体的なインプリケーションを提示することができた。 
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終章 グローバル・マーケティングへの指針 
 
本研究ではここまで，どのような国民文化圏に，どのようなGBI戦略が有効なのかを理論的・実
証的に検討してきた。これまで述べてきたように，GBI戦略はグローバル・マーケティングにより
構成されるものである。本研究は，企業がどのような国や地域において，どのようにグローバル・
マーケティングを展開したら良いかといった点に指針を提供するものである。 
序章では，現在の日本企業（特に製造業）が抱える問題点を検討した。具体的には，研究開発費
と広告費といった指標を用いて，企業が品質や機能性といった「製品」で差別化しようとしている
のか，それ以外の価値を含めて提供する「商品」で差別化しようとしているのかを検証した。その
結果，日本企業は米国企業に比べて，多くの費用を研究開発費に投じていることが分かった。また
相対的に広告費への投資が少ないことも分かった。以上より，日本企業の多くは製品の品質や機能
といった側面に傾倒した展開をしていることを指摘した。それでは品質や機能以外の価値とはどの
ようなものを指すのであろうか。 
1章ではこの点を既存のGBI研究を検討することで明らかにした。GBI戦略については，かつて
Park et al. (1986) が提唱し，Roth (1992, 1995a, 1995b)が実証を行った「ブランド・イメージ・マ
ネジメント」概念が一定の指針を提示していた。具体的には，機能的（Functional），象徴的
（Symbolic），経験的（Experiential）といった3側面に訴求するポイントを分類し，どのような
文化圏にどのような側面を訴求すれば良いかが示されていた。ただし彼らの提唱した概念は単純化
されすぎており，近年の多様化した戦略を説明することができないという問題があった。上述した
先行研究の問題点を踏まえ，筆者はSheth et al. (1991a, 1991b) やHolbrook (1996)による消費者
の価値観についての研究を基盤とし，さらに社会学，心理学分野などの研究から，企業が採用可能
な7つのGBI戦略を抽出した。抽出したGBI戦略は，「価格訴求型」，「品質訴求型」，「ステータス
訴求型」，「集団訴求型」，「感情訴求型」，「社会貢献訴求型」，「多様性・新規性訴求型」である。こ
れにより，既存のGBI研究では説明できなかった，近年の多様化した戦略を理論的に説明可能にし
た。 
続く2章では，前章で抽出した7つのGBI戦略が，どのような文化圏で有効に作用するのかを
理論的に検討した。文化の概念にはHofstede et al. (2010)の国民文化概念を用いた。Hofstedeの国
民文化概念は，1980年代に発表されてから様々な批判や追試が実施され，未熟な点は改良され，説
明できないところについては新たな指標を追加してきた。その結果，Hofstedeの国民文化概念の内
容は当初の４指標から，Hofstede et al. (2010)では６つの指標に増加している。さらにスコアの内
容も更新されている。以上より，Hofstede et al. (2010)の国民文化概念は現代でも有用であると考
えられる。2章ではさらに，国民文化特性とGBI戦略の関係性を検証するために，GBI戦略の測定
を試みた。GBI戦略という一見曖昧な存在を，具体的なデータに落とし込むことができれば，科学
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的にその効果を検証することが可能となる。本研究ではGBI戦略を定量化するためにWeb内容マ
イニングを用いた。具体的には，ブランドの展開するWeb Siteに含まれるテキストデータを検証
することで，当該ブランドが7つのGBI戦略をどのような割合で展開しているのかを測定した。 
続く3章と4章では，Hofstede et al. (2010)の提示した国民文化特性と7つのGBI戦略をそれぞ
れ定量的に検証した。検証には交互作用項を考慮した重回帰分析を用いた。カテゴリカル変数では
なく，連続変数として検証を実施することで，結果から企業への具体的なインプリケーションを導
出することが可能となる。分析によって得られた結果を基に，対象国の国民文化スコアを考慮する
ことで，それぞれのGBI戦略を変化させることによるマーケットシェアの推移をある程度予測する
ことができるのである。 
3章では機能的（そしてそれに関連する）GBI戦略として，価格訴求型，品質訴求型，多様性・
新規性訴求型をまとめ，各国民文化特性とそれぞれのGBI戦略の関係を検証した。結果をまとめた
ものが表5-1である。検証の結果，価格訴求型に関しては，主効果を確認することができた (B=1.326, 
p<.05)。ただし価格訴求型は特に長期志向の社会においても，短期志向の社会においても条件次第
でマーケットシェアを高めることが分かった。また価格訴求型は自制を志向する社会においてもマ
ーケットシェアを高めることが分かった。品質訴求型に関しては，主効果を確認することはできな
かったが(B=.157, p=n.s.)，権力格差の大きい社会，個人主義社会，気ままさを志向する社会におい
てマーケットシェアを高めることが分かった。そして権力格差の小さい社会，ならびに自制を志向
する社会においてはマーケットシェアを低めることが分かった。また不確実性回避の傾向が弱い社
会においては，条件次第で品質訴求型がマーケットシェアを高めるか，低めるかが分かれる結果と
なった。多様性・新規性訴求型に関しては，主効果を確認することができた (B=-1.181, p<.01)。た
だし多様性・新規性訴求型は，権力格差の大きい社会において特にマーケットシェアを低めること
が分かった。また多様性・新規性訴求型は，不確実性回避の傾向が強い社会おいても，弱い社会に
おいても，条件次第でマーケットシェアを低めることが分かった。 
4章では観念的GBI戦略として，集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求型
をまとめ，それぞれの各国民文化特性とGBI戦略の関係を検証した。4章で得られた結果も引き続
き表5-1にまとめてある。検証の結果，集団訴求型に関しては，主効果を確認することができた
(B=.683, p<.05)。ただし集団訴求型は，権力格差の小さい社会，集団主義社会，自制を志向する社
会において特にマーケットシェアを高めることが分かった。しかし権力格差が大きい社会において
は，集団訴求型がマーケットシェアを低めることが分かった。ステータス訴求型に関しては，主効
果を確認することはできなかったが(B=.464, p=n.s.)，権力格差の小さい社会（条件付き），女性ら
しさの強い社会（条件付き），ならびに長期志向の社会においてマーケットシェアを高めることが分
かった。感情訴求型に関しては，主効果を確認することができた(B=.776, p<.05)。ただし感情訴求
型は，権力格差の大きい社会，個人主義社会，そして不確実性回避の傾向が弱い社会において特に
マーケットシェアを高めることが分かった。社会貢献訴求型に関しても，主効果を確認することが
164 
 
できた(B=3.567, p<.01)。ただし社会貢献訴求型は，女性らしさの強い社会，ならびに自制を志向
する社会において特にマーケットシェアを高めることが分かった。 
 
表5-1 文化特性とGBI戦略の検証結果まとめ 
 
出所：本研究の検証結果に基づき筆者作成。 
 
I. 本研究の意義 
 本研究の意義は大きく次の3つに集約することができる。まず第1に，既存のブランド研究では
説明しきれなかった現代の多様化したGBI戦略を理論的に説明可能にしたことである。ブランドを
展開する企業は，品質や機能性以外にどのような点を訴求することができるのかを認識することが
可能となった。本研究で抽出したGBI戦略は，価格訴求型，品質訴求型，多様性・新規性訴求型，
価格 ステータス 社会貢献
主効果（B) 1.326* -1.181 ** .683 * .464 .776 * 3.567**
○
※集団訴求型（低）の時
○
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○ ×
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○
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（高）の時
※　○は有効，×は負の影響を表す。
感情
○
○
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○
国
民
文
化
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(弱い)
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○
×
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○
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○
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集団訴求型，ステータス訴求型，感情訴求型，社会貢献訴求型の7つである。第2の意義は，Hofstede 
et al. (2010)による最新の国民文化概念を考慮して，国民文化特性とGBI戦略の関係性を明らかに
したことである。Hofstede et al. (2010)の国民文化概念は1980年初頭に発表されて以来，複数回の
追試や他の文化研究による検証結果との関連性が研究された。その結果，未熟な点は改良され，説
明しきれない点については拡張されてきた。国民文化特性の中で最も新しい概念である気ままさ‐
自制を考慮して実施されたブランド研究は未だほとんど存在していないのが現状である。第3の意
義は，国民文化特性とGBI戦略の関係性を検証したことである。特にWeb内容マイニングを用い
て，ブランドの訴求するGBI戦略を測定し，そのパフォーマンスを検証しようとした研究はこれま
でみられなかった。本研究は，ブランド・イメージという存在の実態を解明しようとしている学術
界にも，GBI戦略とそれに伴うグローバル・マーケティングを手探りで展開している実務界にも具
体的なインプリケーションをもたらすことができた。 
 本研究により，ブランドを展開する企業は展開している市場間で，ブランドのどのようなイメー
ジを標準化し，どのようなイメージを国や地域で適合化したら良いのかを認識することができるよ
うになる。そして本研究はブランドの価値を世界で向上させるために，どのようなグローバル・マ
ーケティングを展開すれば良いのかについて指針を提供するものである。また企業はブランドを新
たな国や地域へ進出させる際に，どのような場所に進出すれば既存の展開市場とシナジーを生み出
せるのかを理解することが出来る。それにより本研究は，企業の国際展開に関わる意思決定にも貢
献するものである。 
 国民文化特性とGBI戦略の関係を検証した3章ならびに4章では，国民文化特性やGBI戦略を
連続変数として処理することで交互作用項を考慮した重回帰分析を実施した。変数をカテゴリカル
変数ではなく，連続変数として検証を実施することで，得られた結果から具体的な国や地域におけ
るGBI戦略のパフォーマンスを分析することが可能となった。図5-1に分析例を示した。分析例に
は最も検証結果の解釈がし易い社会貢献訴求型を取りあげた。図5-1では各国市場において，社会
貢献訴求型の採用度合いを変化させた場合，どのようにマーケットシェアが変化するかが示されて
いる。得られた重回帰モデルに，分析対象国の国民文化スコアを入れることでマーケットシェアの
推移予測をすることができるのである。図5-1では，本研究の検証過程で考慮した国・地域から，
欧州２カ国，米州2カ国，アジア３カ国を代表して計7ヶ国の分析結果を示してある。7ヶ国はそ
れぞれ，イギリス，スウェーデン，アメリカ，ブラジル，日本，中国，タイである。 
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図5-1 社会貢献訴求型に関するマーケットシェア推移予測 
 
※社会貢献訴求型が低い場合(-1SD)を基準にしている。 
※社会貢献訴求型の採用度合いを高めていった場合，マーケットシェアがどのように変化するかを予測
している。 
出所：本研究での検証結果を基に筆者作成。 
 
 図5-1を見ると，社会貢献訴求型の採用度合いを高めるほど，スウェーデン，中国，タイにおい
てマーケットシェアが増加することが予想される。4章での社会貢献訴求型に関する検証結果では，
女性らしさの強い社会，ならびに自制を志向する社会において，社会貢献訴求型がマーケットシェ
アを増加させることを確認した。スウェーデンは女性らしさの強い国とされている。スウェーデン
は自制というよりも気ままさを志向する社会ではあるものの，それよりも女性らしさの強さが特に
際立っているため社会貢献訴求型がマーケットシェアを高めるという結果になったと考えられる。
中国はその反対で，女性らしさというよりも男性らしさの傾向にある社会である。しかし中国は自
制の傾向が特に際立っている。その結果，中国においても社会貢献訴求型がマーケットシェアを高
めるという結果になったと考えられる。タイは，女性らしさ，そして自制の傾向がある社会である。
タイはスウェーデンや中国のように，それぞれのスコアが特に際立った値ではないが，バランスが
うまくとれていることで，社会貢献訴求型がマーケットシェアを高めるという結果になったと考え
られる。 
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 一方で，イギリス，アメリカ，ブラジル，日本においては，スウェーデン，中国，タイにおいて
確認したようなマーケットシェアの変化は確認できなかった。イギリス，アメリカ，ブラジル，日
本では，女性らしさ，また自制の傾向が顕著ではない（もしくは男性らしさ，気ままさの傾向があ
る）。そのため前述したような明確な傾向は確認できなかったと考えられる。しかしだからといって
イギリス，アメリカ，ブラジル，日本において社会貢献訴求型の効果が無いと結論付けることはで
きない。これら4ヶ国におけるマーケットシェアの推移は微々たるものであり，誤差の範囲と読み
取ることも可能である。以上の点については十分に注意されたい。 
本研究では国民文化特性のそれぞれとGBI戦略の関係性を深く検討したが，このような国レベル
で分析を実施する際は複数の国民文化特性を同時に考慮することが求められる。展開する国の状況
をみる際には，単一の国民文化特性のみを考慮するだけでは不十分である。どの国においても6つ
の国民文化特性の影響力が複雑に絡み合っているため，本節で得られた影響力の強さを総合的に考
慮する必要がある。ただし本研究での検証があってこそ，このような国レベルでの分析が可能とな
ることを明記しておく。なお章末にHofstede et al. (2010)による国民文化スコア（権力格差，個人
主義‐集団主義，男性らしさ‐女性らしさ，不確実性回避，長期志向‐短期志向，気ままさ‐自制）
を筆者がランキング形式にまとめて記載した（表5-2～図5-20）。なお国民文化スコアを地域別に分
類したものについてはHofstede et al. (2010)を参照されたい。 
 
II. 本研究の課題 
 本研究では各章ごとに課題を挙げてきたが，残された課題を集約すると「GBI戦略類型の検証」，
「他のモデレータや従属変数の考慮」，「新たな仮説の検証」の3点にまとめることができる。第1
の課題はGBI戦略類型の検証である。本研究では既存の理論的・実証的研究を基に7つのGBI戦
略類型を抽出した。抽出された7つのGBI戦略類型が現実をどれほど説明できているのかを実証
的に検証する必要がある。7つのGBI戦略類型は多くの研究から，その結果を整理することで抽出
されている。これら7つの戦略で，企業の展開しているGBI戦略をすべて説明することができる
のか，説明しきれないものがあるのであれば，それはどのような戦略なのかを詳細に検証していく
必要がある。 
 第2の課題は，国民文化概念以外のモデレータの考慮である。3章と4章では，多くの検証過程
で適切なモデルを選択する際にGDP (PPP)をはじめとした様々なモデレータ変数が除外されてし
まった。既存研究においてもGBI戦略の効果は国民文化特性だけでなく，経済発展度の違いによっ
ても異なるということが理論的に示されている1。今後はより多くのモデレータ変数を考慮すること
で，モデルの説明力を高める必要がある。またモデルの説明力を高めるためには，マーケットシェ
ア以外の従属変数を考慮することも有用であると考えられる。複数の検証結果における調整済みR2
値を単純に足し合わせることはできないが，本研究における7つの検証結果をすべて考慮すると，
                                                   
1 古川 (2011b), 131-147頁。 
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7つのGBI戦略でマーケットシェアの4割強を説明することができると考えられる。ただし説明力
は上記の取り組みによってさらに改善可能であると思われる。 
 第3の課題は，新たな仮説の検証である。本研究で実施した検証では，得られたデータだけでは
十分に意味を理解できない項目が存在した。その意味を理解するために本研究では結果を解釈する
段階で，複数の新たな仮説を立てた。今後はこれらの新たな仮説をひとつずつ検証していく必要が
ある。そうすることで本研究において得られた結果の意味をより深く理解することができるように
なる。これらの仮説を本研究とは異なるアプローチも用いながらから検証し，本研究における結果
と併せて理論化することで，学術的にもさらに大きな意味をもたらすことができる。さらにそうす
ることで各国において具体的にどのようなGBI戦略の組み合わせが効果的なのかをより詳細に検
証することが可能となる。それに加え，消費者の国際比較研究との整合性を確認することも必要で
ある。本論では企業戦略とパフォーマンスの関係性といった，これまであまり採用されてこなかっ
た研究アプローチによりGBI戦略の効果を検証している。今後は本アプローチによる結果と既存の
研究で主に実施されてきた消費者の国際比較研究とを重ね合わせ，総合的に検討する必要がある。
グローバル・ブランド・イメージといった一見曖昧な存在を科学的に明らかにすることで，その実
態をより深く解明していく必要がある。 
 本論文において残された課題は，今後の自分の研究課題としたい。 
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表5-2 権力格差（Index 104~67） 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.57-59を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
1‐2 マレーシア 104
1‐2 スロバキア 104
3‐4 グアテマラ 95
3‐4 パナマ 95
5 フィリピン 94
6 ロシア 93
7 ルーマニア 90
8 セルビア 86
9 スリナム共和国 85
10‐11 メキシコ 81
10‐11 ベネスエラ 81
12‐14 アラブ（Arab ctrs） 80
12‐14 バングラディッシュ 80
12‐14 中国 80
15‐16 エクアドル 78
15‐16 インドネシア 78
17‐18 インド 77
17‐18 西アフリカ 77
19 シンガポール 74
20 クロアチア 73
21 スロベニア 71
22‐25 ブルガリア 70
22‐25 モロッコ 70
22‐25 スイス（Fr） 70
22‐25 ヴェトナム 70
26 ブラジル 69
27‐29 フランス 68
27‐29 香港 68
27‐29 ポーランド 68
30‐31 ベルギー（Fr) 67
30‐31 コロンビア 67
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表5-3 権力格差（Index 66~39） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.57-59を基に筆者作成。 
 
 
Rank 国または地域 Index
Rank 国または地域 Index
1‐2 マレーシア 104
1‐2 スロバキア 104
3‐4 グアテマラ 95
3‐4 パナマ 95
5 フィリピン 94
6 ロシア 93
7 ルーマニア 90
8 セルビア 86
9 スリナム共和国 85
10‐11 メキシコ 81
10‐11 ベネスエラ 81
12‐14 アラブ（Arab ctrs） 80
12‐14 バングラディッシュ 80
12‐14 中国 80
15‐16 エクアドル 78
15‐16 インドネシア 78
17‐18 インド 77
17‐18 西アフリカ 77
19 シンガポール 74
20 クロアチア 73
21 スロベニア 71
22‐25 ブルガリア 70
22‐25 モロッコ 70
22‐25 スイス（Fr） 70
22‐25 ヴェトナム 70
26 ブラジル 69
27‐29 フランス 68
27‐29 香港 68
27‐29 ポーランド 68
30‐31 ベルギー（Fr) 67
30‐31 コロンビア 67
32‐33 エルサルバドル 66
32‐33 トルコ 66
34‐36 東アフリカ 64
34‐36 ペルー 64
34‐36 タイ 64
37‐38 チリ 63
37‐38 ポルトガル 63
39‐40 ベルギー（Ni) 61
39‐40 ウルグアイ 61
41‐42 ギリシャ 60
41‐42 韓国 60
43‐44 イラン 58
43‐44 台湾 58
45‐46 チェコ共和国 57
45‐46 スペイン 57
47 マルタ共和国 56
48 パキスタン 55
49‐50 カナダ　ケベック 54
49‐50 日本 54
51 イタリア 50
52‐53 アルゼンチン 49
52‐53 南アフリカ（wte） 49
54 トリニダート・トバゴ 47
55 ハンガリー 46
56 ジャマイカ 45
57 ラトビア 44
58 リトアニア 42
59‐61 エストニア 40
59‐61 ルクセンブルグ 40
59‐61 アメリカ合衆国 40
62 カナダ（Total） 39
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表5-4 権力格差（Index 66~39） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.57-59を基に筆者作成。 
  
Rank 国または地域 Index
63 オランダ 38
64 オーストラリア 38
65‐67 コスタリア 35
65‐67 ドイツ 35
65‐67 イギリス 35
68 フィンランド 33
69‐70 ノルウェー 31
69‐70 スゥエーデン 31
71 アイルランド 28
72 スイス（Ge) 26
73 ニュージーランド 22
74 デンマーク 18
75 イスラエル 13
76 オーストリア 11
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表5-5 個人主義‐集団主義（Index 91~52） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.95-97を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
1 アメリカ合衆国 91
2 オーストラリア 90
3 イギリス 89
4‐6 カナダ　（Total） 80
4‐6 ハンガリー 80
4‐6 オランダ 80
7 ニュージーランド 79
8 ベルギー（Ni） 78
9 イタリア 76
10 デンマーク 74
11 カナダ　ケベック 73
12 ベルギー（Fr） 72
13‐14 フランス 71
13‐14 スゥエーデン 71
15‐16 アイルランド 70
15‐16 ラトビア 70
17‐18 ノルウェー 69
17‐18 スイス（Ge) 69
19 ドイツ 67
20 南アフリカ（wte） 65
21 スイス（Fr) 64
22 フィンランド 63
23‐26 エストニア 60
23‐26 リトアニア 60
23‐26 ルクセンブルグ 60
23‐26 ポーランド 60
27 マルタ共和国 59
28 チェコ共和国 58
29 オーストリア 55
30 イスラエル 54
31 スロバキア 52
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表5-6 個人主義‐集団主義（Index 51~20） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.95-97を基に筆者作成。 
Rank 国または地域 Index
32 スペイン 51
33 インド 48
34 スリナム共和国 47
35‐37 アルゼンチン 46
35‐37 日本 46
35‐37 モロッコ 46
38 イラン 41
39‐40 ジャマイカ 39
39‐40 ロシア 39
41‐42 アラブ（ctrs） 38
41‐42 ブラジル 38
43 トルコ 37
44 ウルグアイ 36
45 ギリシャ 35
46 クロアチア 33
47 フィリピン 32
48‐50 ブルガリア 30
48‐50 メキシコ 30
48‐50 ルーマニア 30
51‐53 西アフリカ 27
51‐53 ポルトガル 27
51‐53 スロベニア 27
54 マレーシア 26
55‐56 香港 25
55‐56 セルビア 25
57 チリ 23
58‐63 バングラディッシュ 20
58‐63 中国 20
58‐63 シンガポール 20
58‐63 タイ 20
58‐63 ヴェトナム 20
58‐63 東アフリカ 20
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表5-7 個人主義‐集団主義（Index 19~6） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.95-97を基に筆者作成。 
 
 
  
Rank 国または地域 Index
64 エルサルバドル 19
65 韓国 18
66 台湾 17
67‐68 ペルー 16
67‐68 トリニダート・トバゴ 16
69 コスタリカ 15
70‐71 インドネシア 14
70‐71 パキスタン 14
72 コロンビア 13
73 ベネズエラ 12
74 パナマ 11
75 エクアドル 8
76 グアテマラ 6
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表5-8 男性らしさ‐女性らしさ（Index 110~55） 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.141-143を基に筆者作成。 
 
 
Rank 国または地域 Index
1 スロバキア 110
2 日本 95
3 ハンガリー 88
4 オーストリア 79
5 ベネスエラ 73
6 スイス（Ge） 72
7 イタリア 70
8 メキシコ 69
9‐10 アイルランド 68
9‐10 ジャマイカ 68
11‐13 中国 66
11‐13 ドイツ 66
11‐13 イギリス 66
14‐16 コロンビア 64
14‐16 フィリピン 64
14‐16 ポーランド 64
17‐18 南アフリカ（wte） 63
17‐18 エクアドル 63
19 アメリカ合衆国 62
20 オーストラリア 61
21 ベルギー（Fr） 60
22‐24 ニュージーランド 58
22‐24 スイス（Fr) 58
22‐24 トリニダート・トバゴ 58
25‐27 チェコ共和国 57
25‐27 ギリシャ 57
25‐27 香港 57
28‐29 アルゼンチン 56
28‐29 インド 56
30 バングラディッシュ 55
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表5-9 男性らしさ‐女性らしさ（Index 53~37） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.141-143を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
31‐32 アラブ（ctrs） 53
31‐32 モロッコ 53
33 カナダ　（Total） 52
34‐36 ルクセンブルグ 50
34‐36 マレーシア 50
34‐36 パキスタン 50
37 ブラジル 49
38 シンガポール 48
39‐40 イスラエル 47
39‐40 マルタ共和国 47
41‐42 インドネシア 46
41‐42 東アフリカ 46
43‐45 カナダ　ケベック 45
43‐45 台湾 45
43‐45 トルコ 45
46 パナマ 44
47‐50 ベルギー（Ni） 43
47‐50 フランス 43
47‐50 イラン 43
47‐50 セルビア 43
51‐53 ペルー 42
51‐53 ルーマニア 42
51‐53 スペイン 42
54 西アフリカ 41
55‐58 ブルガリア 40
55‐58 クロアチア 40
55‐58 エルサルバドル 40
55‐58 ヴェトナム 40
59 韓国 39
60 ウルグアイ 38
61‐62 グアテマラ 37
61‐62 スリナム共和国 37
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表5-10 男性らしさ‐女性らしさ（Index 36~5） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.141-143を基に筆者作成。 
 
  
Rank 国または地域 Index
63 ロシア 36
64 タイ 34
65 ポルトガル 31
66 エストニア 30
67 チリ 28
68 フィンランド 26
69 コスタリカ 21
70‐71 リトアニア 19
70‐71 スロベニア 19
72 デンマーク 16
73 オランダ 14
74 ラトビア 9
75 ノルウェー 8
76 スゥエーデン 5
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表5-11 不確実性回避（Index 112~76） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.192-194を基に筆者作成。 
Rank 国または地域 Index
1 ギリシャ 112
2 ポルトガル 104
3 グアテマラ 101
4 ウルグアイ 100
5 ベルギー（Ni) 97
6 マルタ共和国 96
7 ロシア 95
8 エルサルバドル 94
9‐10 ベルギー（Fr) 93
9‐10 ポーランド 93
11‐13 日本 92
11‐13 セルビア 92
11‐13 スリナム共和国 92
14 ルーマニア 90
15 スロベニア 88
16 ペルー 87
17‐22 アルゼンチン 86
17‐22 チリ 86
17‐22 コスタリカ 86
17‐22 フランス 86
17‐22 パナマ 86
17‐22 スペイン 86
23‐25 ブルガリア 85
23‐25 韓国 85
23‐25 トルコ 85
26‐27 ハンガリー 82
26‐27 メキシコ 82
28 イスラエル 81
29‐30 コロンビア 80
29‐30 クロアチア 80
31‐32 ブラジル 76
31‐32 ベネズエラ 76
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表5-12 不確実性回避（Index 75~48） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.192-194を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
33 イタリア 75
34 チェコ共和国 74
35‐38 オーストリア 70
35‐38 ルクセンブルグ 70
35‐38 パキスタン 70
35‐38 スイス（Fr) 70
39 台湾 69
40‐41 アラブ（ctrs) 68
40‐41 モロッコ 68
42 エクアドル 67
43‐44 ドイツ 65
43‐44 リトアニア 65
45 タイ 64
46 ラトビア 63
47‐49 バングラディッシュ 60
47‐49 カナダ　ケベック 60
47‐49 エストニア 60
50‐51 フィンランド 59
50‐51 イラン 59
52 スイス（Ge) 56
53 トリニダート・トバゴ 55
54 東アフリカ 54
55 オランダ 53
56 西アフリカ 52
57‐58 オーストラリア 51
57‐58 スロバキア 51
59 ノルウェー 50
60‐61 ニュージーランド 49
60‐61 南アフリカ(wte) 49
62‐63 カナダ　（Total) 48
62‐63 インドネシア 48
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表5-13 不確実性回避（Index 46~8） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.192-194を基に筆者作成。 
  
Rank 国または地域 Index
64 アメリカ合衆国 46
65 フィリピン 44
66 インド 40
67 マレーシア 36
68‐69 イギリス 35
68‐69 アイルランド 35
70‐71 中国 30
70‐71 ヴェトナム 30
72‐73 香港 29
72‐73 スウェーデン 29
74 デンマーク 23
75 ジャマイカ 13
76 シンガポール 8
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表5-14 長期志向‐短期志向（Index 100~61） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.255-258を基に筆者作成。 
 
 
 
Rank 国または地域 Index
1 韓国 100
2 台湾 93
3 日本 88
4 中国 87
5 ウクライナ 86
6 ドイツ 83
7‐9 エストニア 82
7‐9 ベルギー 82
7‐9 リトアニア 82
10‐11 ロシア 81
10‐11 ベラルーシ 81
12 西ドイツ 78
13 スロバキア 77
14 モンテネグロ 75
15 スイス 74
16 シンガポール 72
17 モルドバ共和国 71
18‐19 チェコ共和国 70
18‐19 ボスニア 70
20‐21 ブルガリア 69
20‐21 ラトビア 69
22 オランダ 67
23 キルギス 66
24 ルクセンブルグ 64
25 フランス 63
26‐27 インドネシア 62
26‐27 マケドニア 62
28‐32 アルバニア 61
28‐32 イタリア 61
28‐32 アルメニア 61
28‐32 香港* 61
28‐32 アゼルバイジャン 61
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表5-15 長期志向‐短期志向（Index 61~34） 
 
 
※ Scores are based on the most recent WVS data from the period 1995-2004; nine countries marked 
with an asterisk(*) were added using 2005-08 data. 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.255-258を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
28‐32 香港* 61
28‐32 アゼルバイジャン 61
33 オーストリア 60
34‐35 クロアチア 58
34‐35 ハンガリー 58
36 ヴェトナム 57
37 スウェーデン 53
38‐39 セルビア 52
38‐39 ルーマニア 52
40‐41 イギリス 51
40‐41 インド 51
42 パキスタン 50
43 スロベニア 49
44 スペイン 48
45‐46 バングラディッシュ 47
45‐46 マルタ共和国 47
47 トルコ 46
48 ギリシャ 45
49 ブラジル 44
50 マレーシア* 41
51‐54 フィンランド 38
51‐54 グルジア 38
51‐54 ポーランド 38
51‐54 イスラエル 38
55‐56 カナダ 36
55‐56 サウジアラビア 36
57‐58 デンマーク 35
57‐58 ノルウェー 35
59‐60 タンザニア 34
59‐60 南アフリカ 34
61 ニュージーランド 33
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表5-16 長期志向‐短期志向（Index 33~14） 
 
 
※ Scores are based on the most recent WVS data from the period 1995-2004; nine countries marked 
with an asterisk(*) were added using 2005-08 data. 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.255-258を基に筆者作成。 
 
 
 
 
Rank 国または地域 Index
61 ニュージーランド 33
62 タイ* 32
63 チリ 31
64 ザンビア* 30
65‐66 ポルトガル 28
65‐66 アイスランド 28
67‐68 ブルキナファソ* 27
67‐68 フィリピン 27
69‐71 ウルグアイ 26
69‐71 アルジェリア 26
69‐71 アメリカ合衆国 26
72‐73 ペルー 25
72‐73 イラク 25
74‐76 アイルランド 24
74‐76 メキシコ 24
74‐76 ウガンダ 24
77 オーストラリア 21
78‐80 アルゼンチン 20
78‐80 マリ* 20
78‐80 エルサルバドル 20
81 ルワンダ* 18
82‐83 ヨルダン 16
82‐83 ベネズエラ 16
84 ジンバブエ 15
85‐86 モロッコ 14
85‐86 イラン 14
87‐90 コロンビア 13
87‐90 ドミニカ共和国 13
87‐90 ナイジェリア 13
87‐90 トリニダート・トバゴ* 13
91 エジプト 7
92 ガーナ* 4
93 プエルトリコ 0
184 
 
表5-17 長期志向‐短期志向（Index 13~0） 
 
 
※ Scores are based on the most recent WVS data from the period 1995-2004; nine countries marked 
with an asterisk(*) were added using 2005-08 data. 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.255-258を基に筆者作成。 
  
Rank 国または地域 Index
87‐90 コロンビア 13
87‐90 ドミニカ共和国 13
87‐90 ナイジェリア 13
87‐90 トリニダート・トバゴ* 13
91 エジプト 7
92 ガーナ* 4
93 プエルトリコ 0
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表5-18 気ままさ‐自制（Index 100~55） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.282-285を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
1 ベネズエラ 100
2 メキシコ 97
3 プエルトリコ 90
4 エルサルバドル 89
5 ナイジェリア 84
6 コロンビア 83
7 トリニダート・トバゴ 80
8 スウェーデン 78
9 ニュージーランド 75
10 ガーナ 72
11 オーストラリア 71
12‐13 キプロス 70
12‐13 デンマーク 70
14 イギリス 69
15‐17 カナダ 68
15‐17 オランダ 68
15‐17 アメリカ合衆国 68
18 アイスランド 67
19‐20 スイス 66
19‐20 マルタ共和国 66
21‐22 アンドラ 65
21‐22 アイルランド 65
23‐24 南アフリカ 63
23‐24 オーストリア 63
25 アルゼンチン 62
26 ブラジル 59
27‐29 フィンランド 57
27‐29 マレーシア 57
27‐29 ベルギー 57
30 ルクセンブルグ 56
31 ノルウェー 55
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表5-19 気ままさ‐自制（Index 54~33） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.282-285を基に筆者作成。 
 
Rank 国または地域 Index
32 ドミニカ共和国 54
33 ウルグアイ 53
34‐35 ウガンダ 52
34‐35 サウジアラビア 52
36 ギリシャ 50
37‐38 台湾 49
37‐38 トルコ 49
39‐40 フランス 48
39‐40 スロベニア 48
41‐43 ペルー 46
41‐43 エチオピア 46
41‐43 シンガポール 46
44 タイ 45
45‐46 ボスニア 44
45‐46 スペイン 44
47‐48 ヨルダン 43
47‐48 マリ共和国 43
49‐51 ザンビア 42
49‐51 フィリピン 42
49‐51 日本 42
52‐53 ドイツ 40
52‐53 イラン 40
54 キルギス 39
55‐56 タンザニア 38
55‐56 インドネシア 38
57 ルワンダ 37
58‐59 ヴェトナム 35
58‐59 マケドニア 35
60 西ドイツ 34
61‐62 ポルトガル 33
61‐62 クロアチア 33
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表5-20 気ままさ‐自制（Index 32~0） 
 
 
出所：Hofstede et al. (2010), pp.282-285を基に筆者作成。 
  
Rank 国または地域 Index
63‐64 アルジェリア 32
63‐64 グルジア 32
65 ハンガリー 31
66 イタリア 30
67‐69 韓国 29
67‐69 チェコ共和国 29
67‐69 ポーランド 29
70‐72 スロバキア 28
70‐72 セルビア 28
70‐72 ジンバブエ 28
73 インド 26
74 モロッコ 25
75 中国 24
76 アゼルバイジャン 22
77‐80 ロシア 20
77‐80 モンテネグロ 20
77‐80 ルーマニア 20
77‐80 バングラディッシュ 20
81 モルドバ共和国 19
82 ブルキナファソ 18
83‐84 香港 17
83‐84 イラク 17
85‐87 エストニア 16
85‐87 ブルガリア 16
85‐87 リトアニア 16
88‐89 ベラルーシ 15
88‐89 アルバニア 15
90 ウクライナ 14
91 ラトビア 13
92 エジプト 4
93 パキスタン 0
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